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Ⅰ　開題──安倍政権で大企業優遇の政策減税が倍増化
──廃止縮減を唱えながら逆転し急速に膨大化──
１　最大の欠陥税制である租税特別措置の整理縮小化の建前とは大きく
隔絶している欺瞞政策
　これまでの法人税改革の議論においては，法人課税の構造改革により，
企業活動や業種に対して中立的なものとすることとともに，租税特別措置
は，廃止を含めてゼロベースで見直すべきであるとしてきた。
　それは，租税特別措置は，「税負担の歪みを生じさせる面があること」
との認識とともに，「既存産業への政策支援の偏りを是正することで，新
産業が興りやすい環境を整備していく必要がある」ので，特定の産業が集
中的に支援を受ける優遇税制は，可能な限りは廃止縮減すべきであるとす
る考え方に依拠するものである。
　しかし，租税特別措置の整理縮減は，かけ声だけであり，現実には，逆
に，租税特別措置による政策減税は益々拡大化され，増殖されているのが
実情である。
　不公正の極限に達し崩壊の危機に瀕している法人企業課税を正常なもの
に改善再建するためには，その前提として，日本税制の“伏魔殿”である
租税特別措置による政策減税による大企業優遇税制のベールを暴き，その
深層と牙城を徹底的に攻撃して分析し，その実態を明らかにし，その問題
状況を検証しなければならない。
　ここ近年の税制改革論議は，ひたすら消費税の再増税の当否や，10％に
増税した場合における軽減税率問題にシフトとし，法人企業課税に存在し
ている巨大な不公正税制の是正には全く視点が及んでいない。
　大企業優遇税制の最大の元凶である租税特別措置による政策減税の見直
しによる廃止縮減について極めて消極的であり，逆に政策減税を増幅して
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きている安倍政権の税財政策は，財界と結託して「巨大企業が税金を払わ
ない税制」を構築している「弱肉強食型」の，いわゆる“アベノミクス税
制”を作っている実態が面目躍如として現出している。
　その象徴的現象として，大企業優遇税制である法人税関係の租税特別措
置による政策減税の適用による減税相当額の利用実態の推移にみることが
できる。
　大企業優遇の政策税制による減税相当額は，民主党政権の最後の税制で
ある2012年度が１兆3,218億円であるのに，安倍政権により決定された税
制である2013年度が１兆8,867億円で，次いで2014年度は，実に２兆6,745
億円に達している。
　しかも，その利用実態を企業の規模別にみると，資本金100億超の巨大
企業と，巨大企業が主力と思われる連結申告法人が50％以上を占め集中的
に優遇税制の恩恵を受けているのである。
　政権交代により安倍政権の１年目の2013年度の租税特別措置による減税
相当額は，前政権の時代に比して約1.5倍近くに急増し，２年目の2014年
度は，実に倍増を超えているのである。
　問題なのは，このような大企業優遇税制である租税特別措置による政策
減税は，「税負担の歪みを生じさせる面があることから，真に必要なもの
に限定していくことが重要である」とし，「各措置の利用状況等を踏まえ
つつ，必要性や政策効果をよく見極めた上で，廃止を含めてゼロベースで
見直しを行う」（「平成28年度税制改正大綱」平成27年12月16日，自由民主党・公
明党）と，当然のことではあるが，建前論を勇ましいことを言っているが，
現実は廃止縮減どころか，正反対で益々急増していることである。
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２　安倍政権復活直後の平成25年度税制改正における租税特別措置によ
る政策減税の急拠としての拡大
　民主党政権に代わり安倍晋三首相を首班とする安倍政権が発足した2012
年12月26日から１カ月足らずで決まった平成25年度税制改正において，租
税特別措置による政策減税は急転して激増するアベノミクス税制をスター
トさせた。
　発足直後の安倍政権は，日本経済を再生するためには，まずは景気の底
割れを回避し，民間投資を喚起し持続的成長を生み出す成長戦略につなげ
ていく必要があり，そのための政策対応の第１弾として「日本経済再生に
向けた緊急経済対策」が取りまとめられた（平成25年１月11日閣議決定）。
　この緊急対策における具体的施策として，「成長による富の創出」を実
現することを目指し，「民間投資の喚起のため，企業の設備投資や研究開
発・イノベーション創出への取組等に資するインフラ整備，資源・海洋開
発等により成長力を支える基盤整備に取り組む」ことが掲げられている。
平成25年度の税制改正における租税特別措置による政策減税の
改正事項と減収見込額　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：億円）
改　正　事　項 平年度 初年度
⑴　国内設備投資を促進するための税制措
置の創設
△ 1,050 △ 1,000
⑵　企業による雇用・労働分配（給与等支
給）を拡大するための税制措置の創設
△ 1,050 △ 630
⑶　商業・サービス業及び農林水産業を営
む中小企業等の支援税制の創設
△ 190 △ 140
⑷　研究開発税制の拡充 △ 580 △ 450
⑸　環境関連投資促進税制の拡充 △ 20 △ 20
⑹　雇用促進税制の拡充 △ 30 △ 20
合　　　計 △ 2,920 △ 2,260
（注）　減収見込額は，税制改正の決定時における財務省の試算による。
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このうち「研究開発，イノベーション推進」の観点から，イノベーション
基盤の強化に向けた「イノベーションを促進するための研究開発税制の拡
充」を行うこととした。
　これを受けて平成25年度の税制改革においては，前表のような租税特別
措置による政策減税を拡充させている。
　政権が代わった時点で大きく流れは変った。安倍政権の発足とともに実
施した税制改正の目玉は，租税特別措置による政策減税の拡充施策であっ
た。これが，「アベノミクス型税制」の第一段階である。これを整理して，
その概要を示すと，次のようである。
①　民間投資の喚起と雇用・所得の拡大
ⅰ　生産等設備投資促進税制の創設
ⅱ　環境関連投資促進税制の拡充等
ⅲ　研究開発税制の拡充
ⅳ　所得拡大税制の創設・雇用促進税制の拡充
②　中小企業対策・農林水産業対策
ⅰ　商業・サービス業・農林水産業を営む中小企業等の支援措置の創設
ⅱ　中小法人の交際費課税の特例の拡充
③　復興支援のための税制上の措置
　これらのように政策減税の代表的な措置が「研究開発減税の拡充」であ
る。研究開発減税は，企業が試験研究に投じた費用の８～10％を法人税額
から控除する「総額型」が中心であるが，民主党政権は控除できる限度を
「法人税額の30％」から「20％」に引き下げ，減税幅を縮小していた。
　日本経団連は，政権交代前の2012年秋，この限度額を元の「30％」に戻
すよう要望していた。自民党も年末の衆議院選挙に向け「政策集」に政策
減税の拡充策を盛り込んでいた。この流れを受け，安倍政権は2013年１月
11日に，研究開発・イノベーション推進策として「研究開発税制の拡充」
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を明示した緊急経済対策を閣議決定したわけである。
　しかし，これだけで減税は決まらない。自民党政権では，税に精通した
大物議員の発言力が強い自民党税制調査会（いわゆる党税調）が毎年の税制
改正を仕切る「慣習」があるからである。
　民主党政権では閣僚や副大臣をメンバーとする政府税制調査会（いわゆ
る政府税調）が税制を実際上，決めていたが，政権交代で自民党は党税調
の権限も復活した。
　そこで，党税調は緊急経済対策を踏まえて急ピッチで作業を進め，減税
の要件等を具体化し，１月24日にまとめた「与党税制改正大綱」で正式に
決めた。党税調も勢いづいて乗り気であったため，首相官邸と党税調の連
係プレーで，大規模な政策減税の拡充を実現させたのである。
　政権交代で政府税調も，学者らが中長期的な税のあり方を議論し，政府
に提言する旧来の姿に戻った。
　この政府税調の分科会は，研究開発税制の「総額型」について「大胆な
縮減」を求めていた。それは，「研究開発を実施しろとか，設備投資を実
施しろなどと，政府が企業を誘導する時代ではない」（分科会の座長・大田
弘子政策研究大学院大学教授）との考えからであった。
　ところが，党税調は，2013年度の税制改正で，研究開発減税の「限度額
30％」（改正前：20％）の恒久化を決めた。党税調が政府税調の提言を軽視
する旧来の自民党政権時代に行われてきた永い「伝統」も政権交代で復活
したのである。
３　安倍政権の 2 年目の平成26年度税制改正における租税特別措置によ
る政策減税の倍増の規模による更なる拡大化
　安倍政権は，発足２年目の平成26年度の税制改正においては政策減税の
拡大に一段と力を注ぎ大企業優遇税制は，整理縮減どころか，逆に，益々，
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猛威を振るい増殖の途を走りその規模を倍増する勢いにより拡大させた。
　これは，当時の経済状勢を踏まえ，デフレ脱却及び経済再生に向け，経
済の成長力の底上げと好環境の実現を図り持続的な経済成長につなげる等
の観点から新たな施策のための多くの税制措置の創設と，これまでの措置
の拡充が行われたものであり，アベノミクス税制の猛展開である。
　この時期に創設され拡大強化された租税特別措置による政策減税の主要
なものを挙げれば，次のようである。
①　民間投資と消費の拡大
ⅰ　所得拡大促進税制の充実
ⅱ　生産性向上設備投資促進税制の創設
ⅲ　研究開発税制の拡充
ⅳ　ベンチャー投資促進税制の創設
ⅴ　事業再編促進税制の創設
ⅵ　設備投資につながる制度・規制面での環境整備に応じた税制
②　地域経済の活性化
ⅰ　中小企業投資促進税制の拡充
ⅱ　生産性向上設備投資促進税制の拡充
③　国家戦略特区
ⅰ　設備投資減税の創設
ⅱ　研究開発税制の特例
　この平成26年度の税制改革における租税特別措置による政策減税につい
ての改正事項と，それによる減収見込額を示すと，次表のようである。
　これにより判るように，平成26年度の税制改正における政策減税による
減収見込額は，初年度で5,700億円の規模に達し，前年の改正における初
年度の減収見込額2,260億円の2.5倍にもおよぶ大きさが見込まれるスケー
ルに拡大してきている。
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４　安倍政権 3 年目の平成27年度税制改正における租税特別措置による
政策減税についての基調の変化の萌芽
　安倍政権による３年目の税制改正においては租税特別措置による政策減
税をめぐり，成長志向に重点を置いた法人課税の構造改革を進めるため，
建前としてではあるが，そのあり方についての基調に変化の兆しが現れた
ものといえるであろう。それは，法人税率の税率の引き下げによる一般的
減税の強力な実施のため，その代替財源の捻出の一環として政策減税の見
直しによる整理縮減という要請の登場である。
　平成27年度税制改正から着手する法人税改革は，「課税ベースを拡大し
つつ税率を下げる」ことにより，法人課税を成長志向型の構造に変えるこ
とを目的として，「稼ぐ力」のある企業の税負担を軽減することで，企業
平成26年度の税制改正における租税特別措置の政策減税の
改正事項と減収見込額
改　正　事　項 平年度 初年度
⑴　生産性向上設備投資促進税制の創設 △ 2,990 △ 3,520
⑵　研究開発税制の拡充 △ 270 △ 200
⑶　中小企業投資促進税制の創設 △ 170 △ 170
⑷　ベンチャー投資促進税制の創設 △ 30 △ 10
⑸　事業再編成の創設 △ 100 △ 100
⑹　既存建物の耐震改修投資の促進のため
の税制措置の創設
△ 70 △ 60
⑺　所得拡大促進税制の拡充 △ 1,060 △ 1,350
⑻　国家戦略特別区域における税制措置の
創設
△ 20 0
⑼　交際費等の損金不算入制度の見直し △ 430 △ 290
合　　　計 △ 5,140 △ 5,700
（注）　減収見込額は，税制改正の決定時における財務省の試算による。
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の収益力を向上させる取り組みを後押ししようとするものであるとしてい
る。
　この改革を通じて，企業の収益改善に向けた投資や新たな技術開発等へ
の挑戦がより積極的になり，それが成長につながっていき，特に，企業が
収益力を高めれば，継続的な賃上げへの取り組みが可能となることを期待
したいことを政策の基調としてきたとしている。
　具体的には，平成27年度税制改正では，財源確保として，欠損金繰越控
除の制限，受取配当等益金不算入の縮小，法人事業税の外形標準課税の拡
大とともに，租税特別措置の見直しによる整理縮減を行い，国の法人税の
引き下げと，地方の法人事業税所得割の税率の引き下げを行った。
　また，上記の措置に加え，平成27年度税制改正では，所得拡大促進税制
や研究開発税制の拡充などが講じることにより，賃上げの取り組みを後押
ししようとしていたのである。
　この平成27年度の税制改正における租税特別措置による政策減税につい
ての改正事項と，それによる増減収見込額を示すと，次のようである。
平成27年度の税制改正における租税特別措置の政策減税の
改正事項と増減収見込額
改　正　事　項 平年度 初年度
⑴　所得拡大促進税制の拡充 △ 340 －
⑵　研究開発税制の特別試験研究費控除の
拡充
△ 300 △ 230
⑶　地方拠点強化税制の創設 △ 100 △ 20
⑷　生産等設備投資税制の廃止等租税特別
措置の整理合理化
1,790 1,410
合　　　計 1,050 1,160
（注）　増減収見込額は，税制改正の決定時における財務省の試算による。
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　これにより判るように，平成27年度の税制改正における政策減税の増加
と減少による差し引きした増収見込額は，初年度でネット1,160億円とな
り，これまでの減収とは逆転し租税特別措置の改正についての状況は様変
りしている。
５　安倍政権 4 年目で法人企業課税改革の 2 年目の平成28年度税制改正
における法人企業課税の改革と租税特別措置による政策減税について
の見直し
⑴　成功を自我自讃しているが正念場を迎えたアベノミクスの苦境
　安倍政権による４年目の税制改正は，必ずしも所定の成果を達成するこ
とができず，次第にその限界を露呈し，まさに，正念場を迎えようとして
いるアベノミクスの苦境を象徴しているかの様相を呈している。
　しかし，政権与党にとってアベノミクスの失敗を正面から認めることは
政治的に至難のことであり，与党の「平成28年度税制改正大綱」（平成27年
12月16日，自由民主党・公明党）は，経済の状況について，あえて改善点の
みを強調し自画自讃をしながら，次のような苦しい強弁な叙述をすること
から始まっている。
　「安倍内閣は，この３年間，デフレ脱却と経済再生を最重要課題とし，
『大胆な金融政策』，『機動的な財政政策』，『民間投資を喚起する成長戦略』
の『三本の矢』からなる経済政策を一体的に推進してきた。この結果，雇
用は100万人以上増加し，有効求人倍率は23年ぶりの高さとなった。賃上
げ率は17年ぶりの高水準であり，企業の経常利益は過去最高水準である。
企業収益の拡大が雇用の増加や賃金上昇につながり，それが消費や投資の
増加に結び付くという経済の『好循環』が生まれ始めている。日本経済は
デフレ脱却までもう一息のところまできている。」
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⑵　法人企業課税の改革の基調についての安倍政権の発想　
　法人企業課税の改革については，「成長志向の構造改革」を積極的に進
め，法人企業所得課税の法定総合税率の「20％台」を実現することとし，
「『課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる』という考え方の下，平成27
年度に着手した成長志向の法人税改革を，更に大胆に推進する。法人課税
をより広く負担を分かち合う構造へと改革し，「稼ぐ力」のある企業等の
税負担を軽減することにより，企業に対して，収益力拡大に向けた前向き
な投資や，継続的・積極的な賃上げが可能な体質への転換を促す」ことと
したとしている。
　具体的には，初年次の改革である前年の「平成27年度の改正」と，これ
に続く，本年の「平成28年度の改正」の概要について，次のように述べて
いる。
　「改革初年度の平成27年度税制改正においては，欠損金繰越控除の段階
的見直し，受取配当等益金不算入の見直し，法人事業税の外形標準課税の
段階的拡大及び租税特別措置の見直しにより財源を確保しつつ，税率を引
き下げ，法人実効税率（従前34.62％）を平成27年度に32.11％とした。
　平成28年度税制改正においても，引き続き，租税特別措置の見直しに取
り組む。特に生産性向上設備投資促進税制については，予定どおりの縮減
を行うとともに，企業の投資判断の前倒しを促すよう，平成28年度末の適
用期限をもって廃止するものとする。また，減価償却について，建物と一
体的に整備される建物附属設備や，建物と同様に長期安定的に使用される
構築物について，償却方法を定額法へと一本化する。更に，平成27年度税
制改正で決定した欠損金繰越控除の見直しについて，改革に伴う企業経営
への影響を平準化する観点からの更なる見直しを行う。これらの制度改正
により財源を確保して，法人税率（平成27年度23.9％）を，平成28年度に
23.4％，更に平成30年度に23.2％に引き下げる。
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　地方法人課税においては，大法人向けの法人事業税の外形標準課税につ
いて，平成27年度税制改正において平成28年度に８分の４とすることとし
たが，地域で雇用を支える中堅企業への影響に十分配慮しつつ，平成28年
度に８分の５へと拡大する。これとあわせて，所得割（地方法人特別税を含
む。）の標準税率（平成27年度6.0％）を，平成28年度に3.6％に引き下げる。
　この結果，国・地方を通じた法人実効税率は平成28年度に29.97％とな
り，目標としていた「20％台」を改革２年目にして実現する。更に平成30
年度には，29.74％となる。なお，企業部門に対していわゆる先行減税を
含む「財源なき減税」を重ねることは，現下の厳しい財政事情や企業部門
の内部留保（手元資金）の状況等に鑑みて，国民の理解を得られない。こ
のため，税率引下げに当たっては，制度改正を通じた課税ベースの拡大等
により財源をしっかりと確保することとした。」
⑶　法人企業課税をめぐる課題についての改革の方向性
　注目すべきは，「平成28年度税制改正大綱」では，特に，「法人税制をめ
ぐる諸課題」を掲げ，そのうちの租税特別措置と地方法人課税と中小企業
課税についての改革の方向性について，それぞれ次のように表明してい
る。
1）　租税特別措置
　租税特別措置については，特定の政策目的を実現するために有効な政
策手法となりうる一方で，税負担の歪みを生じさせる面があることか
ら，真に必要なものに限定していくことが重要である。このため，毎年
度，期限が到来するものを中心に，各措置の利用状況等を踏まえつつ，
必要性や政策効果をよく見極めた上で，廃止を含めてゼロベースで見直
しを行う。また，租税特別措置の創設・拡充を行う場合は，財源の確保
や，全体の項目数をいたずらに増加させないことに配意する。
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2）　地方法人課税
　地方法人課税については，大法人向けの法人事業税の外形標準課税の
拡大も踏まえ，分割基準や資本割の課税標準のあり方等について検討す
る。あわせて，外形標準課税の適用対象法人のあり方についても，地域
経済・企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。
3）　中小法人課税
　中小法人課税については，実態を丁寧に検証しつつ，資本金１億円以
下の法人に対して一律に同一の制度を適用していることの妥当性につい
て，検討を行う。資本金以外の指標を組み合わせること等により，法人
の規模や活動実態等を的確に表す基準に見直すことについて検討する。
　その上で，中小法人のうち７割が赤字法人であって一部の黒字法人に
税負担が偏っていることや，大法人と中小法人の制度格差が拡大してお
り，中小法人が大法人へと成長していく意欲を損ないかねないことを踏
まえ，中小法人向けの制度の全般にわたり，各制度の趣旨や経緯も勘案
しながら，引き続き，幅広い観点から検討を行う。
⑷　租税特別措置の見直しによる廃止・拡充・創設・延長・縮減等
　平成28年度の税制改正における租税特別の見直しによる政策減税の整理
縮減と新規の創設は，次のようである。
1）　生産性向上設備投資促進税制の廃止
　生産性向上設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度（生産
性向上設備投資促進税制）は，適用期限をもって廃止することとし，関係
規定を削除する。
（注１）　普通償却限度額との合計でその取得価額までの特別償却ができる措
置（即時償却）及び税額控除率の上乗せ措置は，平成28年３月31日と
されている適用期限を延長しない。
（注２）　上記の関係規定の削除は，平成29年４月１日から施行する。
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2）　地方創生の推進・特区に係る税制上の支援措置
①　地方拠点強化税制の拡充
　　雇用者の数が増加した場合の税額控除制度（雇用促進税制）のうち
地方活力向上地域特定業務施設整備計画に係る措置について，雇用者
給与等支給額が増加した場合の税額控除制度と重複して適用できるこ
ととする（所得税についても同様とする。）。なお，重複して適用する場
合には，雇用者給与等支給額が増加した場合の税額控除制度の適用の
基礎となる雇用者給与等支給増加額から，雇用促進税制の適用の基礎
となった増加雇用者に対する給与等支給額として一定の方法により計
算した金額を控除する。
②　地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の創設
　　地域再生法の改正を前提に，青色申告書を提出する法人が，地域再
生法の改正法の施行の日から平成32年３月31日までの間に，地域再生
法の認定地域再生計画に記載された同法の地方創生推進寄附活用事業
（仮称）に関連する寄附金を支出した場合には，その支出した寄附金
の額の合計額の20％からその寄附金の支出について法人住民税の額か
ら控除される金額を控除した金額とその支出した寄附金の額の合計額
の10％とのうちいずれか少ない金額の税額控除ができることとする。
ただし，控除税額は，当期の法人税額の５％を上限とする。
③　国家戦略特別区域における指定法人の所得の特別控除制度の創設
　　国家戦略特別区域法の改正により法人の指定制度が創設されること
を前提に，青色申告書を提出する内国法人で，国家戦略特別区域の指
定の日以後に設立され，同区域内に本店又は主たる事務所を有し，専
ら特定事業（注１）を営むものであって，国家戦略特別区域法の改正
法の施行の日から平成30年３月31日までの間に国家戦略特別区域担当
大臣の指定を受けた法人（同区域外の事業所において一定の業務（注２）
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以外の業務を行わないものであること，その事業所に勤務する従業員の数の
合計がその法人の常時使用する従業員の数の20％以下であること等の要件を
満たすものに限る。）については，その設立の日から５年間，所得の金
額の20％の所得控除ができることとする。
（注１）　本措置の対象となる特定事業は，国家戦略特別区域法の規制の特例
措置が重要な役割を果たす事業で，医療，国際及び農業分野の事業並
びに「インターネットその他の情報通信技術を活用し，物品による情
報の収集，蓄積，解析又は発信及び当該情報を活用した物品の自律的
な作動を可能とするために必要な技術の研究開発又はその成果を活用
した一定の事業」とする。
（注２）　一定の業務とは，調査，広告宣伝等の業務（補助的なものに限る。）
とする。
3）　拡充等されたその他の租税特別措置等
①　倉庫用建物等の割増償却制度について，流通業務の総合化及び効
率化の促進に関する法律の改正を前提に，対象となる倉庫用建物等
の要件を見直すとともに，貸付けの用に供するものを対象から除外
した上，その適用期限を平成30年３月31日とする。
　（注）　改正前の流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の認定又
は確認を受けた者が取得等をする倉庫用建物等について，所要の経過
措置を講ずる。
②　都市再開発法の改正を前提に，次の措置を講ずる。
　　　⒜ 　換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例のうち完全
支配関係がある法人の間で譲渡された譲渡損益調整資産の譲渡利
益額を引き続き計上しないこととする措置について，対象に都市
再開発法の個別利用区内の宅地への権利変換を加える。
　　　⒝ 　特定の資産の買換えの場合等の課税の特例のうち市街地再開発
事業による買換えについて，個別利用区が設定される第一種市街
地再開発事業の実施に伴い取得するもの（再開発会社が権利変換に
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より取得するもの等を除く。）についても対象とする。
　　　⒞　その他所要の措置を講ずる。
③　投資法人に係る課税の特例について，次の措置を講ずる。
　　　⒜ 　特定の資産の割合が総資産の50％を超えていることとする要件
について，特定の試算の範囲に再生可能エネルギー発電設備を含
めることができる期間を再生可能エネルギー発電設備を最初に賃
貸の用に供した日から20年（改正前：10年）以内に終了する各事
業年度とする。
　　　⒝ 　投資法人の支払配当等の額が配当可能利益の額の90％を超えて
いることとする要件における配当可能利益の額について，原則と
して純資産控除項目の額のうち前期繰越利益の額を超える部分の
金額を控除する等の調整措置を講ずる。
　（注）　上記の改正は，平成28年４月１日以後に行う支払配当等について適
用する。
　4）　延長されたその他の租税特別措置
①　交際費等の損金不算入制度について，その適用期限を２年延長す
るとともに，接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る
損金算入の特例の適用期限を２年延長する。
②　中小企業者等以外の法人の欠損金の繰戻しによる還付制度の不適
用措置の適用期限を２年延長する。
　5）　廃止・縮減等されたその他の租税特別措置
①　エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又
は税額控除制度（環境関連投資促進税制）について，次の見直しを行
った上，その適用期限を２年延長する。
⒜　風力発電設備について普通償却限度額との合計でその取得価格
までの特別償却ができる措置（即時償却）を廃止する。
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⒝　対象資産について，太陽光発電設備を電気事業者による再可能
エネルギー電気の調達に関する特別措置法の認定発電設備以外の
ものとする等の見直しを行う。
⒞　税額控除の対象資産から車両運搬具を除外する。
②　国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の特別償却等又
は法人税額の特別控除制度について，次の見直しを行った上，その
適用期限を２年延長する。
⒜　特定中核事業の用に供される一定の機械装置及び開発研究用器
具備品について普通償却限度額との合計でその取得価格までの特
別償却ができる措置（即時償却）を廃止する。
⒝　繰越税額控除制度を廃止する。
③　国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却
又は法人税額の特別控除制度について，次の見直しを行った上，そ
の適用期限を２年延長する。
⒜　特別償却率を，機械装置及び器具備品については40％（改正
前：50％）に，建物等及び構築物については20％（改正前：25％）
に，それぞれ引き下げる。
⒝　税額控除率を，機械装置及び器具備品については12％（改正
前：15％）に，建物等及び構築物については６％（改正前：８％）
に，それぞれ引き下げる。
⒞　繰越税額控除制度を廃止する。
④　雇用者の数が増加した場合の税額控除制度（雇用促進税制）につ
いて，次の見直しを行う。
⒜　地方活力向上地域特定業務施設整備計画に係る措置以外の措置
について，適用の基礎となる増加雇用者数を地域雇用開発促進法
の同意雇用開発促進地域内にある事業所における無期雇用かつフ
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ルタイムの雇用者の増加数（新規雇用に限るものとし，その事業所の
増加雇用者数及び法人全体の増加雇用者数を上限とする。）とした上，
その適用期限を２年延長する。
　（注）　上記の改正に伴い，雇用者給与等支給額が増加した場合の税額控除
制度の適用の基礎となる雇用者給与等支給増加額から本措置の適用の
基礎となった増加雇用者に対する給与等支給額として一定の方法によ
り計算した金額を控除した上，雇用者給与等支給額が増加した場合の
税額控除制度と本措置とを重複して適用できることとする。
⒝　合併，分割等があった場合の増加雇用者数の調整計算について
所要の措置を講ずる。
⑤　公害防止用設備の特別償却制度について，対象設備からフッ素系
溶剤に係る活性炭吸着式回収装置を含むドライクリーニング機を除
外した上，その適用期限を１年延長する。
⑥　特定農産加工品生産設備の特別償却制度は，適用期限の到来をも
って廃止する。
⑦　特定信頼性向上設備等の特別償却制度について，次の見直しを行
う。
⒜　特定信頼性向上設備に係る措置について，特定通信・放送開発
事業実施円滑化法の改正を前提に，同法の通信・放送施設等分散
事業（仮称）に関する実施計画に係る措置とした上，その適用期
限を１年10月延長する。
⒝　災害対策用基幹放送設備等に係る措置は，適用期限の到来をも
って廃止する。
⑧　障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度について，対象資
産を障害者が労働に従事する事業所にあるものに限定し，圧縮記帳
の特例と重複して適用できないこととする等の見直しを行った上，
その適用期限を２年延長する。
急増する大企業優遇の政策減税の検証（富岡）　231
⑨　サービス付き高齢者向け賃貸住宅の割増償却制度について，割増
償却率を10％（耐用年数が35年以上であるものについては，14％）（改正
前：14％（耐用年数が35年以上であるものについては，20％））に引き下
げた上，その適用期限を１年延長する。
⑩　海外投資等損失準備金制度について，資源探鉱事業法人及び資源
探鉱投資法人に係る準備金積立率を70％（改正前：90％）に引き下
げ，資源探鉱事業法人の範囲等の明確化を行った上，その適用期限
を２年延長する。
⑪　金属鉱業等鉱害防止準備金制度について，準備金積立率を80％
（改正前：100％）に引き下げた上，その適用期限を２年延長する。
⑫　特定災害防止準備金制度について，先行積立てに係る積立額が損
金の額に算入できないことを明確化した上，その適用期限を２年延
長する。
⑬　新幹線鉄道大規模改修準備金制度は，所要の経過措置を講じた
上，廃止する。
⑭　保険会社等の異常危険準備金制度について，火災等共済組合が行
う火災共済の洗替保証限度額等を正味収入共済掛金の45％（改正
前：60％）に，火災共済協同組合連合会が行う火災共済の洗替保証
限度額等を正味収入共済掛金の60％（改正前：75％）に，それぞれ
引き下げた上，火災保険等及び火災共済に係る特例積立率の適用期
限を３年延長する。
⑮　探鉱準備金又は海外探鉱準備金制度及び新鉱床探鉱費又は海外新
鉱床探鉱費の特別控除制度について，次の見直しを行うとともに，
探鉱準備金又は海外探鉱準備金制度の適用期限を３年延長する（所
得税についても同様とする。）。
⒜　積立事業年度終了の日の翌日から５年（改正前：３年）を経過
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した準備金の金額について，取り崩すこととする。
⒝　海外探鉱準備金制度における海外自主開発法人の要件につい
て，次の見直しを行う。
イ　「その国内鉱業者等の役員及びその国内鉱業者等又はその子
会社の技術者が派遣されていること」との要件について，役員
に重要な使用人を加えるとともに，技術者から重要な使用人を
除外する。
ロ　「国内鉱業者等から20％以上かつ国内鉱業者等及び共同出資
法人から25％以上の出資又は長期の資金の貸付けを受けている
こと」との要件について，国内鉱業者等からの長期の資金の貸
付けを除外する。
⒞　新鉱床探鉱費の範囲から長期の資金の貸付けを除外する。
⒟　繰越欠損金のうちに控除できない金額があることにより生じた
所得金額については，新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別
控除制度による控除の対象外とする。
⒠　新鉱床探鉱費である出資について，新鉱床探鉱費又は海外新鉱
床探鉱費の特別控除制度と海外投資等損失準備金制度とを重複し
て適用できないことを明確化する。
⑯　国際戦略総合特別区域における指定特定事業法人の課税の特例
は，適用期限の到来をもって廃止する。
⑰　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例に
ついて，対象となる法人から常時使用する従業員の数が1,000人を
超える法人を除外した上，その適用期限を２年延長する。
⑱　中小企業者の事業再生に伴い特定の組合財産に係る債務免除等が
ある場合の評価損益等の特例について，次の見直しを行った上，そ
の適用期限を３年延長する。
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⒜　対象となる中小企業者の範囲を，金融機関から受けた事業資金
の貸付けに係る債務の弁済について中小企業者等に対する金融の
円滑化を図るための臨時措置に関する法律の施行の日（平成21年
12月４日）から平成28年３月31日までの間に条件の変更を受けた
ものに限定する。
⒝　確定申告書に添付すべき書類について，再建計画に係る計画書
の記載事項から再生債権の取得対価の額を除外するとともに，第
三者による確認書類の記載事項に再生債権の取得対価の額が適正
であることを確認した旨を加える。
⑲　農林中央金庫等の合併に係る課税の特例について，適用対象から
農林中央金庫と信用農業協同組合連合会との合併を除外した上，そ
の適用期限を３年延長する。
６　法人税率引き下げの代替財源として租税特別措置による政策減税の
実効性ある整理縮減には全く熱意がなく，「雀の涙」にもならない名
目だけの見直しにあきれる
　平成28年度の税制改正においては，法人課税の税率引き下げの代替財源
として，「課税ベースの拡大」を唱え，欠損金繰越制度の更なる縮少，法
人事業税の外形標準課税の拡大適用等，かなり無理な財源捻出までしてい
るにも拘らず，租税負担公平の原則に逆う最大の不公正税制である租税特
別措置による政策減税の実効性のある整理縮減には全く熱意を示していな
い。
　しかも，政府与党による税制関連の公式文書において，前述のように，
租税特別措置の見直しについては，「必要性や政策効果をよく見極める」
こと，「廃止を含めてゼロベースで見直しを行う」こと，など言葉を極め
て，整理縮減の方向性を明言し強調してきているにも拘らず，廃止や縮減
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については，雑多の小さな個別措置については数多く，実行されている
が，研究開発減税など，国と地方の財源喪失に大きな要因となっている大
物については，必要性や政策効果の評定をすることなく，廃止や縮減どこ
ろか，むしろ逆に拡大の方向をたどっているのである。
　今回の改正における政策減税の縮減では，生産性向上設備投資減税の縮
小で700億円，その他の租税特別措置の見直しで200億円，合計して僅かに
900億円にとどまっている。
　法人税関係の租税特別措置の政策減税による減税相当額は，２兆6,745億
円（2014年度）の巨額に達しており，このスケールに比して平成28年度の
税制改正における政策減税の縮減額の900億円は，僅かに，その0.033％に
すぎない。
　これでは，まさに「雀の涙」にもならない「名目だけの見直し」であ
る。しかも「廃止を含めてゼロベースで見直しを行う」ことを高らかに唱
い上げている建前論とは，あまりにも隔絶しており，あきれるばかりで怒
りが爆発する。
Ⅱ　法人税関係租税特別措置での減税相当額の年度比較
──2012年度・2013年度・2014年度の比較──
１　租特透明化法により明らかにされた政策減税の適用実態分析
　租税特別措置の適用状況を透明化するとともに，税制における既得権益
を一掃し，公平で分かりやすい仕組みにするため，適切な見直しを推進
し，国民が納得できる公正で透明な税制の確立に寄与する目的から，いわ
ゆる「租特透明化法」（租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律）が制
定された（2010年３月成立）。この法律により，租税特別措置の適用状況等
を記載した報告書が会計年度ごとに作成され，翌年の通常国会に提出され
ることになっており，最初の報告が2013年３月に提出され，2012年度の結
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果が2014年２月に提出され，2013年度の結果が2015年２月に提出され，
2014年度の結果が2016年２月に提出された。
　租特透明化法の規定に基づく「租税特別措置の適用実態調査の結果に関
する報告書」における「業種別・資本金階級別適用件数及び適用額」は，
単体法人と連結法人別に区分し，それぞれ個別措置ごとに，業種別及び資
本金階級別に区分して，詳細に報告されている。ちなみに，この報告書
は，2011年度は1,284頁，2012年度は907頁，2013年度は752頁，2014年度
は745頁の大部に及んでいる。
　この「業種別・資本金階級別適用件数及び適用額」を資料として，政策
減税を ①「租税特別措置による税額控除額」，②「軽減税率適用特例対象
所得金額」，③「特別償却限度額等」，④「準備金等のうち損金算入限度
額」，⑤「協同組合等・中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例」，⑥
「土地税制による損金算入額」，⑦「損害保険会社の受取配当等の益金不算
入に係る特別利子の額」，⑧「その他の特別措置による損金算入額」の８
種類に区分した種類ごとの適用件数，適用額を，企業規模別に分類集計し
てきた。
　企業規模別区分は，便宜上，資本金階級別区分とし，① 資本金1,000万
円以下，② 3,000万円以下，③ 5,000万円以下，④１億円以下，⑤３億円以
下，⑥５億円以下，⑦ 10億円以下，⑧ 100億円以下，⑨ 100億円超の９区
分に区分した。
　さらに，これら政策減税の個別措置による適用額に適用法人税率を乗じ
て「適用減税相当額」に換算して試算した。減税相当額への換算は，租税
特別措置の種類ごとに，次のように換算した。
①　試験研究費その他の「租税特別措置による税額控除額」は，適用額
を「減税相当額」にした。
②　軽減税率が適用される「特例対象所得金額」には，法人税法上の19
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％と租税特別措置法上の特例税率15％との差である４％を乗じて「減
税相当額」に換算した。
③　上記以外の「特別償却限度額等」，「準備金等のうち損金算入限度
額」，「協同組合等・中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例」，「土
地税制による損金算入額」，「損害保険会社の受取配当等の益金不算入
に係る特別利子の額」，及び「その他の特別措置による損金算入額」の
８種類の適用額については，それぞれの適用額に普通法人税率25.5％
を乗じて「減税相当額」に換算し，千円未満の端数を切り捨てている。
　これら政策減税の個別措置による適用額を「適用減税相当額」に換算し
て試算した結果を明らかにし，その適用実態を分析検討した。
２　法人税関係の租税特別措置の種類ごとの適用額と減税相当額の状況
の年度比較
　法人税関係の租税特別措置について，その種類ごとの適用額と，それに
基づく減税相当額を試算し，その結果について，2012年度分と2013年度分
の年度比較及び2012年度分と2014年度分の年度比較をし，適用状況の増加
の実態を検証する。
　この調査分析は，2013年度分と2014年度分の両年について，適用件数，
適用額，減税相当額の年度比較を単体法人，連結法人，単体・連結法人の
合計について点検している。
　「法人税関係特別措置の種類ごとの適用額及び減税相当額の状況の年度
比較」は，租税特別措置を８種類に区分して，2012年度と2013年度と2014
年度の３年度を比較して「増減差額」と「増減％」を算出して分析してい
る。
　租税特別措置の種類別区分について，租税特別措置の適用実態調査の結
果に関する報告書は，① 法人税率の特例，② 税額控除，③ 特別償却，
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④ 準備金等，⑤ 土地税制，⑥ その他の特別措置の６種類に分類している。
　しかしながら，本調査においては，上記６種類のほかに，「協同組合
等・中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例」及び「損害保険会社の受
取配当益金不算入に係る特別利子の額」の２種類を加えて８種類にしてい
る。
　また，上記報告書においては，「適用件数」「適用額」のみであるが，本
調査では，「減税相当額」を明示している。
　これらについて分析した結果の内容を表示すると〔表１〕のようであ
る。
３　安倍政権になり急増している政策減税の適用による減税相当額が初
年度は42.7％増の 1 兆8,867億円で，次年度は 2 兆6,745億円の巨額に
達し102.3％増で倍増を超えている実態が明確化
　法人税関係租税特別措置の適用額とそれによる減税相当額について政策
減税の種類別適用状況を年度別に比較して分析した〔表１〕からわかるこ
とは，次のようである。
　⑴　３年度にわたる政策減税の推移にみる急速な肥大化の実態
1）　民主党政権による最後の税制改正である2012年度の適用件数は
132万3,396件，これによる適用額は６兆1,117億8,899万円で，減税
相当額は１兆3,218億822万円である。
2）　これに対し，政権交代による安倍政権による１年目である2013年
度の適用件数は144万3,402件で，これによる適用額は７兆6,431億
9,464万円で，減税相当額は１兆8,867億6,643万円である。減税相当
額の対2012年度比の増加額は5,649億5,820万円で増加（増加率42.7％）
である。政権交代で発足直後に安倍政権が政策減税を急拠して拡大
した結果が如実に立証化されている。
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　（
注
）　
１
 ．「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
額
及
び
減
税
相
当
額
を
2
0
1
2
年
度
，
2
0
1
3
年
度
及
び
2
0
1
4
年
度
を
対
比
し
て
，
全
体
像
を
総
括
的
に
分
析
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
 ．
本
表
は
，
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
ご
と
の
適
用
減
税
相
当
額
に
つ
い
て
，
そ
の
対
象
法
人
を
，
単
体
法
人
，
連
結
法
人
な
ら
び
に
，
合
計
に
区
分
し
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
及
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
，
2
0
1
3
年
度
と
2
0
1
4
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
及
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
4
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
及
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
を
分
析
し
て
い
る
が
，
そ
の
う
ち
，
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
な
お
，
2
0
1
2
年
度
は
民
主
党
政
権
，
2
0
1
3
年
度
と
2
0
1
4
年
度
は
安
倍
政
権
が
税
制
改
正
を
決
め
た
も
の
で
あ
る
た
め
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
4
年
度
と
の
対
比
に
よ
り
政
権
交
代
に
よ
る
政
策
減
税
の
増
減
差
額
及
び
増
減
率
を
併
記
し
て
い
る
。
　
　
　
　
３
 ．
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
2
0
1
4
年
度
の
適
用
件
数
は
，
1
,6
6
2
,9
0
9
件
で
あ
り
，
2
0
1
3
年
度
に
比
し
，
2
1
9
,5
0
8
件
（
1
5
.2
％
増
）
増
加
し
て
お
り
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
3
3
9
,5
1
4
件
（
2
5
.6
％
増
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
４
 ．
2
0
1
4
年
度
の
適
用
額
の
合
計
額
は
，
９
兆
8
,6
4
7
億
円
で
あ
り
，
2
0
1
3
年
度
に
比
し
，
２
兆
2
,2
1
5
億
円
（
2
9
. 0
％
増
）
増
加
し
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
３
兆
7
,5
1
9
億
円
（
6
1
.4
％
増
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
５
 ．
こ
の
2
0
1
4
年
度
の
「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
し
た
減
税
相
当
額
の
合
計
は
，
２
兆
6
,7
4
8
億
円
で
あ
り
，
2
0
1
3
年
度
に
比
し
，
7
,8
8
0
億
円
（
4
1
.7
％
増
）
増
加
し
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
１
兆
3
,5
3
0
億
円
（
1
0
2
.3
％
増
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
６
．
端
数
処
理
　
　
　
　
　
⑴
　「
適
用
額
」
は
，
千
円
未
満
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
い
る
。
　
　
　
　
　
⑵
　「
減
税
相
当
額
」
は
，「
適
用
額
」
に
「
換
算
税
率
」
を
乗
じ
て
算
出
し
た
数
値
の
千
円
未
満
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
い
る
。
　
　
　
　
　
⑶
　「
増
減
率
（
％
）」
は
，
％
の
小
数
第
１
位
未
満
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
い
る
。
〔
出
所
〕 　
租
特
透
明
化
法
に
よ
り
，
2
0
1
4
年
３
月
，
2
0
1
5
年
２
月
及
び
2
0
1
6
年
２
月
に
内
閣
が
国
会
に
提
出
し
た
「
租
税
特
別
措
置
の
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」（
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
）
に
基
づ
き
分
析
整
理
し
て
作
表
し
て
い
る
。
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3）　さらに，安倍政権による２年目の税制改正で，大企業優遇税制で
ある政策減税を大々的に拡大した2014年度になると適用件数は166
万2,909件で，適用額は９兆8,636億9,679万円に達し，これによる減
税相当額は２兆6,745億8,449万円で，対2013年度比で7,878億1,805万
円の増加（増加率41.7％），民主党政権の最後の年度である対2012年
度比では１兆3,527億7,626万円の増加（増加率102.3％）で２倍を超え
ている。
⑵　租税特別措置の2014年度の適用による減税相当額と民主党政権による最後の
税制改正が行われた2012年度との比較による主な増加要因
　　2014年度の減税相当額が2012年度に比し，１兆3,530億円（102.3％）
増加した主な要因は，次のようである。
（増加額） （増加率）
1） 租税特別措置による税額控除額 6,547億円 155.7％
2） 特別償却限度額等 3,419億円 259.4％
3） その他の特別措置による損金算入額 1,339億円 54.2％
4） 土地税制による損金算入額 1,208億円 74.3％
1）　「租税特別措置による税額控除額」が6,547億円（155.7％増）増加
した主な要因は，次のようである。
①　試験研究を行った場合の法人税額の特別控除
 2,794億円（70.7％増）
②　雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除
 2,477億円（2013年度新設）
③　生産性向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除
 968億円（2014年度新設）
④　国内の設備投資額が増加した場合の機械等に係る法人税額の特
急増する大企業優遇の政策減税の検証（富岡）　243
別控除 132億円（2013年度新設）
2）　「特別償却限度額等」が，3,419億円（259.4％増）増加した主な要
因は，次のようである。
①　エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却
 1,871億円（632.9％増）
②　生産性向上設備等を取得した場合の特別償却
 1,461億円（2014年度新設）
③　中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却
 252億円（43.4％増）
3）　「その他の特別措置による損金算入額」が1,339億円（54.2％増）増
加した主な要因は，次のようである。
①　特定目的会社に係る課税の特例 547億円（80.6％増）
②　投資法人に係る課税の特例 307億円（61.4％増）
③　対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税
の特例 147億円（245.6％増）
④　特定の基金に対する負担金等の損金算入額の特例
 126億円（41.6％増）
⑤　特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の益金不算入
の特例 109億円（75.0％増）
⑥　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入額の特
例 109億円（17.6％増）
4）　「土地税制による損金算入額」が，1,208億円（74.3％増）増加した
主な要因は，次のようである。
①　換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例
 548億円（280.0％増）
②　特定の資産の買換えの場合等の課税の特例 431億円（48.5％増）
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③　収用等に伴い代替資産を取得した場合等の課税の特例
 266億円（77.2％増）
４　民主党政権の後半 2 年間と安倍政権の 2 年間における租税特別措置
による政策減税相当額の推移の年度比較の図示
　租税特別措置による政策減税により，企業は特別に，どれだけの「税軽
減」の恩恵を受けているのか。それにより，国は，どれほどの財源を喪失
しているか。
　民主党政権時代である2011年と2012年の２年間と，民主党政権から自公
連立の安倍政権に移行した2013年度と2014年度の４年間にわたる政策減税
の推移と動向を概観するためにグラフ化して示したのが〔図１〕である。
　民主党政権による最後の税制改正が行われた2012年度の減税相当額は１
兆3,218億円である。前年の2011年度に比較して僅かではあるが整理縮小
の努力が認められる。
　これに対し，政権交代直後の安倍政権による１年次目に行われた税制改
正で急拠に租税特別措置を拡大した2013年度の政策減税による減税相当額
は，対2012年度比で42.7％増の１兆8,867億円に急増している。
　次いで，政策減税を一段と拡大し，多くの新規措置の創設，既存措置の
拡充等，まさに史上空前の租税特別措置の増幅をした安倍政権の２年次目
の税制改正が行われた2014年度の減税相当額は，対2012年度比で102.3％
増の２兆6,745億円で2.02倍に及ぶ巨大なスケールに達している。
　さらに，租税特別措置による政策減税を企業の規模別の適用状況をみる
と，資本金100億円超の巨大企業と巨大企業が主力となると思われる連結
申告法人に集中している実態を表示している。
　これは調査による最新年度である2014年度についての減税相当額の総額
２兆6,745億円のうち，連結申告法人が5,894億円で22.0％，資本金100億円
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超の巨大企業が7,698億円で28.7％を占め，両者の合計で１兆3,595億円で
実に50.7％に達している。
　政策減税による「税負担軽減」の恩恵が圧倒的に巨大企業に集中してい
る実態が明らかであり，「税金を払わない巨大企業」の現象を呈している
要因の一つであることが如実に示されている。
　巨大企業は，多くの場合に多国籍化しながら国や地域社会から多くの公
共的サービスを享受し，巨額な収益を稼得し，最も租税負担能力を有する
納税者の階層でありながら租税特別措置をはじめ多くの優遇税制の恩恵を
受け税負担から逃れている。このような事態は，税制公正化の見地から速
やかに改革を要する重大な問題を提起している。
　別の調査によるものであるが，資本金100億円超の巨大企業の総合平均
実効税負担率（20.28％，25年度分，外国税額を含む）が企業規模別に区分し
たすべての階層の中で最も低く，最高レベルの資本金１億円超５億円以下
の階層（35.75％）の実に半分近くの56.72ポイント相当のように低くなって
いることである。しかも，巨大企業の総合平均実効税負担率は，資本金
1,000万円以下の小規模企業（25.60％）よりもはるかに低く，その79.21ポ
イント相当にとどまっている。
　日本の法人税の実効税負担の構造は，中堅中小企業が最も高く，それよ
り順次に企業の規模が大きくなるに従い低くなり，中堅企業は中小企業よ
りも，大企業は中堅企業よりも，そして資本金100億円超の巨大企業は大
企業よりも税負担が軽くなっていることである。
　このような現象が招来されているのは，租税特別措置をはじめ多くの優
遇税制が巨大企業にその恩恵をシフトしていることによるものである。
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Ⅲ　法人税関係租税特別措置の種類別個別措置の年度比較
──個別措置の３カ年間での適用の細目を分析──
１　法人関係の租税特別措置における個別措置の細目を分析する意味
　租税特別措置の個別措置には様々なものがあり，その多くは特定の者の
税負担を軽減することなどにより，産業政策等の特定の政策目的の実現に
向けて経済活動を誘導する手段となっている。しかし，こうした租税特別
措置は，優遇税制措置として租税負担公平の原則に逆らう例外であり，こ
れが正当化されるためには，その適用の実態や効果が透明で判りやすく，
すべての納税者が納得できるものでなければならない。
　このため，租税特別措置の内容を構成する個別措置の各々について，そ
の内容は，何であるか，その適用状況はどうなっているのか，について実
態を明らかにすることが必要である。
　法人税関係の租税特別措置は，現在，83項目の個別措置により，その内
容を構成しており，それらは極めて多様なものとなっている。そこで，こ
れらの各々の個別措置について，措置名，適用件数，適用額，減税相当額
の詳細につき具体的に分析し検証することは有用なことである。
２　法人税関係の租税特別措置の種類別個別措置の適用における細目の
分析
　法人税関係の租税特別措置の個別措置について，その属する種類別に区
分し，その適用状況を適用件数，適用額と，それに基づく減税相当額を試
算し，個別的に把握した結果を検証する（〔表２〕から〔表９〕）。
　これらの調査分析の結果の調査表は，2012年度分・2013年度分・2014年
度分の３カ年度間について，適用件数，適用額，減税相当額の細目を単体
法人・連結法人の合計を年度比較できるように表示している。
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2
3
2
倉
庫
用
建
物
等
の
割
増
償
却
2
4
1
9
20
9
0
7
,4
2
8
9
6
,3
2
8
10
7,
65
0
2
3
1
,3
9
4
2
4
,5
6
3
27
,4
50
3
3
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
の
償
却
限
度
額
の
計
算
の
特
例
1
,8
1
8
2
,0
6
9
2,
53
7
2
9
,9
0
9
,3
1
2
3
7
,2
6
4
,8
1
2
37
,4
23
,6
25
7
,6
2
6
,8
7
4
9
,5
0
2
,5
2
7
9,
54
3,
02
4
3
4
準
備
金
方
式
に
よ
る
特
別
償
却
（
積
立
不
足
額
）
1
9
1
28
6
8
,2
3
6
,1
5
5
13
,0
81
,6
47
2
,1
0
0
,2
1
9
3,
33
5,
81
9
合
　
　
　
計
3
1
,6
2
5
4
4
,3
9
1
66
,9
93
5
1
6
,3
7
6
,0
2
3
9
9
4
,8
0
6
,0
7
2
1,
85
7,
55
4,
14
7
1
3
1
,6
7
5
,8
8
5
2
5
3
,6
7
5
,5
4
8
47
3,
67
6,
30
7
256
〔
表
５
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
年
度
比
較
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
分
】
4
　
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
 用
 件
 数
適
　
用
　
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
1
海
外
投
資
等
損
失
準
備
金
1
0
1
2
7
1
7
,6
4
7
,1
3
2
1
1
,3
2
6
,4
2
8
18
,4
03
,8
13
4
,5
0
0
,0
1
8
2
,8
8
8
,2
3
9
4,
69
2,
97
2
2
特
定
事
業
再
編
投
資
損
失
準
備
金
6
27
3,
03
4,
16
1
69
,6
23
,7
11
3
金
属
鉱
業
等
鉱
害
防
止
準
備
金
7
8
9
2
8
,9
0
9
1
3
,6
1
0
25
,7
72
7
,3
7
1
3
,4
7
0
6,
57
1
4
特
定
災
害
防
止
準
備
金
1
3
2
1
0
5
11
9
4
,1
1
9
,4
9
8
3
,7
9
4
,8
2
3
2,
09
9,
45
4
1
,0
5
0
,4
7
1
9
6
7
,6
7
9
53
5,
36
0
5
新
幹
線
鉄
道
大
規
模
改
修
準
備
金
1
0
0
3
3
,3
3
3
,3
3
3
0
0
8
,4
9
9
,9
9
9
0
0
6
使
用
済
燃
料
再
処
理
準
備
金
9
9
9
1
3
3
,4
0
2
,2
8
7
1
2
6
,8
3
4
,4
7
5
12
3,
80
8,
28
2
3
4
,0
1
7
,5
8
3
3
2
,3
4
2
,7
9
1
31
,5
71
,1
11
7
原
子
力
発
電
施
設
解
体
準
備
金
9
0
9
1
7
,5
6
3
,8
1
5
0
26
,7
72
,8
44
4
,4
7
8
,7
7
2
0
6,
82
7,
07
5
8
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
5
3
5
6
60
1
1
5
,6
6
7
,2
9
8
1
3
3
,9
3
9
,4
5
7
16
5,
61
9,
62
8
2
9
,4
9
5
,1
6
0
3
4
,1
5
4
,5
6
1
42
,2
33
,0
05
9
原
子
力
保
険
又
は
地
震
保
険
に
係
る
異
常
危
険
準
備
金
1
6
1
7
17
5
4
,1
2
2
,3
9
8
4
7
,0
7
1
,3
8
0
56
,2
30
,5
39
1
3
,8
0
1
,2
1
1
1
2
,0
0
3
,2
0
1
14
,3
38
,7
87
1
0
関
西
国
際
空
港
用
地
整
備
準
備
金
1
1
7
3
7
,9
6
8
32
4,
17
6
1
8
8
,1
8
1
82
,6
64
1
1
中
部
国
際
空
港
整
備
準
備
金
1
1
8
8
4
,0
0
0
2,
56
3,
00
0
2
2
5
,4
2
0
65
3,
56
5
1
2
特
定
船
舶
に
係
る
特
定
修
繕
準
備
金
5
6
8
5
2
0
51
3
1
0
,1
9
6
,2
0
6
5
,6
4
9
,7
0
8
7,
37
0,
80
5
2
,6
0
0
,0
3
2
1
,4
4
0
,6
7
5
1,
87
9,
55
5
1
3
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
4
2
4
2
40
7
7
,5
9
3
,5
7
2
6
5
,1
5
5
,8
0
6
69
,3
09
,4
73
1
9
,7
8
6
,3
6
0
1
6
,6
1
4
,7
3
0
17
,6
73
,9
15
1
4
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
1
,6
4
0
1
,5
8
3
1,
31
0
1
2
,3
8
2
,3
6
3
1
0
,4
5
5
,2
7
8
8,
53
5,
73
7
3
,1
5
7
,5
0
2
2
,6
6
6
,0
9
5
2,
17
6,
61
2
合
　
　
　
計
2
,4
8
7
2
,3
5
4
2,
10
1
4
7
6
,0
5
6
,8
1
1
4
0
5
,8
6
2
,9
3
3
75
4,
09
7,
68
4
1
2
1
,3
9
4
,4
8
6
1
0
3
,4
9
5
,0
4
7
19
2,
29
4,
90
9
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〔
表
６
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
年
度
比
較
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
分
】
5
　
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
置
　
名
適
 用
 件
 数
適
　
用
　
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
1
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
8
,9
9
4
8
,7
4
5
8,
80
8
4
3
3
,9
6
5
,0
3
3
4
4
3
,9
8
9
,3
8
0
46
3,
55
9,
73
2
1
1
0
,6
6
1
,0
8
3
1
1
3
,2
1
7
,2
9
1
11
8,
20
7,
73
1
〔
表
７
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
年
度
比
較
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
分
】
6
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
　（
合
計
）】
N
o
措
　
置
　
名
適
 用
 件
 数
適
　
用
　
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
1
収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
等
の
課
税
の
特
例
3
8
2
3
9
3
34
6
1
3
5
,2
8
5
,7
7
4
1
6
2
,9
6
7
,1
9
2
23
9,
74
7,
53
2
3
4
,4
9
7
,8
7
2
4
1
,5
5
6
,6
3
3
61
,1
35
,6
20
2
換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
9
9
1
3
4
16
1
7
6
,7
6
8
,9
5
1
4
6
6
,3
9
6
,2
8
8
29
1,
74
2,
03
2
1
9
,5
7
6
,0
8
2
1
1
8
,9
3
1
,0
5
3
74
,3
94
,2
18
3
収
用
換
地
等
の
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
2
,7
3
9
2
,9
3
5
2,
69
1
3
8
,8
3
0
,4
1
5
3
9
,8
7
1
,4
5
7
37
,8
04
,2
88
9
,9
0
1
,7
5
5
1
0
,1
6
7
,2
2
1
9,
64
0,
09
3
258
4
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
5
8
8
9
12
3
4
7
2
,9
8
9
6
7
5
,6
4
1
92
9,
35
7
1
2
0
,6
1
2
1
7
2
,2
8
8
23
6,
98
6
5
特
定
住
宅
地
造
成
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
7
8
7
8
76
6
2
7
,8
4
7
6
6
1
,0
9
7
65
3,
24
0
1
6
0
,1
0
0
1
6
8
,5
7
9
16
6,
57
6
6
農
地
保
有
の
合
理
化
の
た
め
に
農
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
1
0
1
1
5
9
,7
1
9
2
7
,1
4
2
26
,2
29
2
,4
7
8
6
,9
2
1
6,
68
8
7
特
定
の
長
期
所
有
土
地
等
の
所
得
の
特
別
控
除
2
1
11
3
5
,2
3
7
5
7
0
72
,9
68
8
,9
8
5
1
4
5
18
,6
06
8
特
定
の
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
1
,1
9
7
1
,1
9
9
1,
19
7
3
4
8
,5
2
5
,8
1
1
3
6
4
,0
5
5
,3
0
1
51
7 ,
71
8,
95
2
8
8
,8
7
4
,0
8
1
9
2
,8
3
4
,1
0
1
13
2,
01
8,
33
2
9
大
規
模
な
住
宅
地
等
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
に
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
1
0
3
,6
0
0
0
9
1
8
0
1
0
認
定
事
業
用
地
適
正
化
計
画
の
事
業
用
地
の
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
1
2
0
2
,4
0
0
6
9
1
,9
0
6
0
6
1
2
1
7
6
,4
3
6
0
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1
1
特
定
普
通
財
産
と
そ
の
隣
接
す
る
土
地
等
の
交
換
の
場
合
の
課
税
の
特
例
1
0
1
2
,4
0
0
0
14
,0
75
6
1
2
0
3,
58
9
1
2
平
成
2
1
年
及
び
平
成
2
2
年
に
土
地
等
の
先
行
取
得
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
1
8
6
1
4
4
14
2
3
6
,7
5
8
,1
2
0
3
7
,1
7
8
,0
5
4
22
,5
31
,0
88
9
,3
7
3
,3
2
0
9
,4
8
0
,4
0
3
5,
74
5,
42
7
合
　
　
　
計
4
,7
5
3
4
,9
8
7
4,
75
3
6
3
7
,3
1
9
,6
6
3
1
,0
7
2
,5
2
8
,2
4
8
1,
11
1,
23
9,
76
1
1
6
2
,5
1
6
,5
1
4
2
7
3
,4
9
4
,7
0
3
28
3,
36
6,
13
9
〔
表
８
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
年
度
比
較
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
分
】
7
　
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
置
　
名
適
 用
 件
 数
適
　
用
　
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
1
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
1
2
1
4
13
1
0
0
,6
7
1
,5
9
9
9
3
,9
1
9
,3
1
3
12
3,
17
3,
21
5
2
5
,6
7
1
,2
5
7
2
3
,9
4
9
,4
2
4
31
,4
09
,1
69
260
〔
表
９
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
年
度
比
較
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
分
】
8
　
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
　（
合
計
）】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
適
用
件
数
適
　
用
　
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
1
植
林
費
の
損
金
算
入
の
特
例
6
0
0
5
,0
5
7
0
0
1
,2
8
9
0
0
2
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
特
別
控
除
2
0
2
1
26
2
5
,7
8
1
,0
0
1
3
0
,1
7
2
,5
6
7
23
,0
40
,9
77
6
,5
7
4
,1
5
5
7
,6
9
4
,0
0
4
5,
87
5,
44
9
3
対
外
船
舶
運
航
事
業
を
営
む
法
人
の
日
本
船
舶
に
よ
る
収
入
金
額
の
課
税
の
特
例
7
8
8
2
3
,4
9
4
,9
9
9
4
8
,3
6
4
,6
2
3
81
,2
03
,0
75
5
,9
9
1
,2
2
4
1
2
,3
3
2
,9
7
8
20
,7
06
,7
84
4
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
1
0
0
6
7
2
0
0
1
7
1
0
0
5
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
1
0
2
1
6
,1
1
1
0
18
,4
05
4
,1
0
8
0
4,
69
3
6
農
用
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
8
2
3
9
5
6
94
7
6
,0
9
9
,9
4
3
7
,3
4
8
,4
0
1
6,
88
9,
44
8
1
,5
5
5
,4
8
5
1
,8
7
3
,8
4
2
1,
75
6,
80
9
7
技
術
研
究
組
合
の
所
得
の
計
算
の
特
例
8
1
5
13
1
,0
3
4
,7
2
3
2
,7
3
9
,0
2
4
77
3,
28
6
2
6
3
,8
5
4
6
9
8
,4
5
1
19
7,
18
7
8
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
7
4
,1
3
1
9
5
,8
1
4
11
9,
40
6
1
1
8
,7
4
2
,4
0
8
1
4
6
,7
2
1
,3
7
8
16
8,
18
5,
35
3
3
0
, 2
7
9
,3
1
4
3
7
,4
1
3
,9
5
1
42
,8
87
,2
65
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9
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
み
な
し
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
1
8
3
8
47
6
0
,5
8
6
8
5
,1
3
8
12
9,
77
1
1
5
,4
4
9
2
1
,7
1
0
33
,0
91
1
0
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
等
に
対
す
る
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
1
4
4
1
8
7
22
0
4
9
1
,0
1
6
8
2
7
,5
6
7
77
3,
26
0
1
2
5
,2
0
9
2
1
1
,0
2
9
19
7,
18
1
1
1
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
の
計
算
の
特
例
4
0
5
2
47
2
8
3
,8
2
1
3
9
4
,9
0
5
36
5,
77
9
7
2
,3
7
4
1
0
0
,7
0
0
93
,2
73
1
2
農
業
生
産
法
人
の
肉
用
牛
の
売
却
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
1
,0
2
0
1
,1
1
7
1,
22
4
2
1
,4
4
8
,3
9
5
2
2
,9
4
2
,0
3
2
23
,4
37
,6
43
5
,4
6
9
,3
4
0
5
,8
5
0
,2
1
8
5,
97
6,
59
8
1
3
転
廃
業
助
成
金
等
に
係
る
課
税
の
特
例
1
3
7
3
5
5
1
,1
5
5
2
8
,2
3
9
27
,0
52
1
4
0
,5
4
4
7
,2
0
0
6,
89
8
1
4
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
4
3
1
,0
3
8
4
5
9
,7
2
9
50
4,
56
8
2
4
2
,3
0
7
,0
6
8
2
6
1
,2
8
6
,3
3
4
28
5,
10
8,
92
5
6
1
,7
8
8
,3
0
2
6
6
,6
2
8
,0
1
5
72
,7
02
,7
75
1
5
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
に
係
る
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
8
,5
8
4
6
,8
0
9
4,
04
8
5
7
,2
8
5
,7
5
5
7
7
,1
9
1
,2
2
1
10
0,
26
5,
22
2
1
4
,6
0
7
,8
6
7
1
9
,6
8
3
,7
6
1
25
,5
67
,6
31
1
6
特
定
目
的
会
社
に
係
る
課
税
の
特
例
5
0
1
4
8
9
51
4
2
6
6
,0
1
5
,6
3
4
2
8
7
,0
2
0
,8
8
6
48
0,
58
5,
42
0
6
7
,8
3
3
,9
8
6
7
3
,1
9
0
,3
2
5
12
2,
54
9,
28
2
1
7
投
資
法
人
の
係
る
課
税
の
特
例
7
6
9
0
10
7
1
9
6
,0
2
1
,9
9
5
2
5
4
,2
4
8
,5
8
5
31
6,
53
3,
92
0
4
9
,9
8
5
,6
0
8
6
4
,8
3
3
,3
8
9
80
,7
16
,1
49
合
　
　
　
計
5
2
9
,4
5
8
5
8
1
,6
1
6
64
8,
05
8
9
6
9
,4
0
1
,0
4
6
1
,1
4
9
,1
0
1
,1
6
8
1,
49
4,
88
1,
76
4
2
4
7
,1
9
7
,2
6
6
2
9
3
,0
2
0
,7
9
7
38
1,
19
4,
84
9
262
Ⅳ　種類別個別措置での減税相当額の年度別増減の比較
──2014年度の対2013年度と対2012年度──
１　法人税関係の租税特別措置の種類別個別措置別の減税相当額の年度
比較分析の意義
　租税特別措置については，常に整理縮減の必要なことが強調されてきて
いる。それは，政府や関係機関の公式な所見として租税特別措置の改革の
方向として，税制は企業活動に対して中立的なものであるべきであると
し，租税特別措置は，税負担に著しい歪みを生じさせる弊害があることか
ら，政策効果を厳しく評定して「廃止を含めてゼロベースで見直す」べき
であるとしてきた。
　問題は，当然のこととして論じられてきたこのような方針が，単に言葉
だけの建前論ではなく，その趣旨が実現しているのか。少なくとも，多少
なりとも，そのような方向性が現実のものとなっているか否かである。
　しかし，現実は，これまで明らかにしてきたように，租税特別措置は整
理・縮減どころか，逆に，創設・拡充により拡大化されているのである。
特に，安倍政権により税制が作られた2013年度から急速に増大化し，これ
に続く2014年度では爆発的に極端に増大化している。これは，大企業優遇
策を基本とするアベノミクス税制の特徴の象徴的な現象である。
　このように税制の公正化に逆行する歪んだ税制が益々増幅されている事
実を，具体的な数値を用いて客観的に立証し，伏魔殿化している「闇の税
制」に科学的照明の光を投ずることにより，その深層を鮮明にし，根本的
改革への問題提起をする意義は大きいものと考える。
２　種類別の個別措置ごとの減税相当額の年度別増減状況の分析
　極めて数が多く雑然としている租税特別措置におけるカテゴリの類似し
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ている個別措置を，いくつかの類型に分類整理するとともに，その種類別
の個別措置について，その適用状況を年度別に対比して減税相当額の増減
状況を分析し検証することとしている。
　種類別の個別措置について2012年度を起点として，2013年度，2014年度
の３年間にわたり，減税相当額につき，その増減差額と増減率につき分析
した結果をまとめたものが〔表10〕から〔表17〕である。
　この場合の租税特別措置の種類別区分は，次のようである。
　①　租税特別措置による税額控除額
　②　軽減税率適用特例対象所得金額
　③　特別償却限度額等
　④　準備金等のうち損金算入限度額
　⑤　協同組合等・中小企業等の貸倒引当金繰入限度額の特例
　⑥　土地税制による損金算入額
　⑦　損害保険会社の受取配当等の益金不算入に係る特別利子の額
　⑧　その他の特別措置による損金算入額
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2
,5
4
1
,6
4
9
2
1
.3
0
-1
4
,4
6
3
,0
9
6
-1
0
0
.0
-1
1
,9
2
1
,4
4
7
-1
0
0
.0
２
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
29
,5
68
,1
44
14
0,
87
5,
30
0
1
1
1
,3
0
7
,1
5
6
3
7
6
.4
21
6,
72
3,
15
0
7
5
,8
4
7
,8
5
0
5
3
.8
1
8
7
,1
5
5
,0
0
6
6
3
2
.9
３
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
58
,1
83
,0
32
67
,3
68
,3
78
9
,1
8
5
,3
4
6
1
5
.7
83
,4
39
,2
59
1
6
,0
7
0
,8
8
1
2
3
.8
2
5
,2
5
6
,2
2
7
4
3
.4
４
沖
縄
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
16
8,
03
0
37
,1
32
-1
3
0
,8
9
8
-7
7
.9
21
,9
07
-1
5
,2
2
5
-4
1
.0
-1
4
6
,1
2
3
-8
6
.9
５
沖
縄
の
特
定
中
小
企
業
者
が
経
営
革
新
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
27
,0
75
0
-2
7
,0
7
5
-1
0
0
.0
0
0
0
-2
7
,0
7
5
-1
0
0
.0
６
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
71
,3
64
13
9,
03
5
6
7
,6
7
1
9
4
.8
69
,0
79
-6
9
,9
5
6
-5
0
.3
-2
,2
8
5
-3
.2
７
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
の
特
別
償
却
6,
97
8,
55
4
6
,9
7
8
,5
5
4
－
1,
71
0,
42
0
-5
,2
6
8
,1
3
4
-7
5
.4
1
,7
1
0
,4
2
0
－
８
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
86
2,
34
5
8
6
2
,3
4
5
－
1,
48
6,
80
2
6
2
4
,4
5
7
7
2
.4
1
,4
8
6
,8
0
2
－
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９
生
産
性
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
－
14
6,
13
2,
34
6
1
4
6
,1
3
2
,3
4
6
－
1
4
6
,1
3
2
,3
4
6
－
1
0
公
害
防
止
用
設
備
の
特
別
償
却
54
5
13
,2
12
1
2
,6
6
7
2
,3
2
4
.2
4,
98
6
-8
,2
2
6
-6
2
.2
4
,4
4
1
8
1
4
.8
1
1
船
舶
の
特
別
償
却
15
,5
43
,5
30
6,
80
9,
13
7
-8
,7
3
4
,3
9
3
-5
6
.1
6,
51
7,
23
4
-2
9
1
,9
0
3
-4
.2
-9
,0
2
6
,2
9
6
-5
8
.0
1
2
耐
震
基
準
適
合
建
物
等
の
特
別
償
却
－
13
1,
03
5
1
3
1
,0
3
5
－
1
3
1
,0
3
5
－
1
3
関
西
文
化
学
術
研
究
都
市
の
文
化
学
術
研
究
地
区
に
お
け
る
文
化
学
術
研
究
施
設
の
特
別
償
却
40
4
77
0
3
6
6
9
0
.5
3,
62
8
2
,8
5
8
3
7
1
.1
3
,2
2
4
7
9
8
.0
1
4
地
震
防
災
対
策
用
資
産
の
特
別
償
却
23
,2
83
0
-2
3
,2
8
3
-1
0
0
.0
0
0
－
-2
3
,2
8
3
-1
0
0
.0
1
5
集
積
区
域
に
お
け
る
集
積
産
業
用
資
産
の
特
別
償
却
2,
53
2,
83
9
1,
03
4,
62
1
-1
,4
9
8
,2
1
8
-5
9
.1
72
0,
95
4
-3
1
3
,6
6
7
-3
0
.3
-1
,8
1
1
,8
8
5
-7
1
.5
1
6
事
業
革
新
設
備
等
の
特
別
償
却
22
1,
85
6
0
-2
2
1
,8
5
6
-1
0
0
. 0
0
0
-2
2
1
,8
5
6
-1
0
0
.0
1
7
特
定
農
産
加
工
品
生
産
設
備
等
の
特
別
償
却
19
0
62
,1
63
6
1
,9
7
3
3
2
,6
1
7
.3
95
6
-6
1
,2
0
7
-9
8
.4
7
6
6
4
0
3
.1
1
8
特
定
信
頼
性
向
上
設
備
の
特
別
償
却
60
,3
86
6
0
,3
8
6
－
0
-6
0
,3
8
6
-1
0
0
.0
0
－
1
9
特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
86
6,
92
1
27
6,
96
0
-5
8
9
,9
6
1
-6
8
.0
56
6,
98
7
2
9
0
,0
2
7
1
0
4
.7
-2
9
9
,9
3
4
-3
4
.5
2
0
沖
縄
の
産
業
高
度
化
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
3,
75
9
0
-3
,7
5
9
-1
0
0
.0
0
0
0
-3
,7
5
9
-1
0
0
.0
2
1
沖
縄
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
限
度
額
等
7,
37
4
0
-7
,3
7
4
-1
0
0
.0
0
0
0
-7
,3
7
4
-1
0
0
.0
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2
2
沖
縄
の
離
島
地
域
に
お
け
る
旅
館
業
用
建
物
等
の
特
別
償
却
1,
94
6
18
,1
33
1
6
,1
8
7
8
3
1
.8
0
-1
8
,1
3
3
-1
0
0
.0
-1
,9
4
6
-1
0
0
.0
2
3
医
療
用
機
器
等
の
特
別
償
却
96
9,
12
3
85
7,
63
7
-1
1
1
,4
8
6
-1
1
.5
61
3,
31
7
-2
4
4
,3
2
0
-2
8
.4
-3
5
5
,8
0
6
-3
6
.7
2
4
経
営
基
盤
強
化
計
画
を
実
施
す
る
指
定
中
小
企
業
者
の
機
械
等
の
割
増
償
却
46
,7
68
0
-4
6
,7
6
8
-1
0
0
.0
0
0
－
-4
6
,7
6
8
-1
0
0
.0
2
5
障
害
者
を
雇
用
す
る
場
合
の
機
械
等
の
割
増
償
却
13
9,
87
5
44
5,
95
2
3
0
6
,0
7
7
2
1
8
.8
36
1,
98
2
-8
3
,9
7
0
-1
8
.8
2
2
2
,1
0
7
1
5
8
.7
2
6
支
援
事
業
所
取
引
金
額
が
増
加
し
た
場
合
の
３
年
以
内
取
得
資
産
の
割
増
償
却
77
,0
02
86
,0
32
9
,0
3
0
1
1
.7
25
,7
03
-6
0
,3
2
9
-7
0
.1
-5
1
,2
9
9
-6
6
.6
2
7
事
業
所
内
託
児
施
設
等
の
割
増
償
却
3,
14
1
0
-3
,1
4
1
-1
0
0
.0
0
0
0
-3
,1
4
1
-1
0
0
.0
2
8
次
世
代
育
成
支
援
対
策
に
係
る
基
準
適
合
認
定
を
受
け
た
場
合
の
建
物
等
の
割
増
償
却
1,
88
3,
19
5
27
0,
38
0
-1
,6
1
2
,8
1
5
-8
5
.6
1,
13
5,
61
5
8
6
5
,2
3
5
3
2
0
. 0
-7
4
7
,5
8
0
-3
9
.6
2
9
高
齢
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
15
,1
22
0
-1
5
,1
2
2
-1
0
0
.0
0
0
0
-1
5
,1
2
2
-1
0
0
.0
3
0
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
19
,6
36
88
,9
14
6
9
,2
7
8
3
5
2
.8
11
3,
54
0
2
4
,6
2
6
2
7
.6
9
3
,9
0
4
4
7
8
.2
3
1
特
定
再
開
発
建
築
物
等
の
割
増
償
却
1,
52
2,
00
3
1,
30
0,
09
0
-2
2
1
,9
1
3
-1
4
.5
99
1,
10
2
-3
0
8
,9
8
8
-2
3
.7
-5
3
0
,9
0
1
-3
4
.8
3
2
倉
庫
用
建
物
等
の
割
増
償
却
23
1,
39
4
24
,5
63
-2
0
6
,8
3
1
-8
9
.3
27
,4
50
2
,8
8
7
1
1
.7
-2
0
3
,9
4
4
-8
8
.1
3
3
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
の
償
却
限
度
額
の
計
算
の
特
例
7,
62
6,
87
4
9,
50
2,
52
7
1
,8
7
5
,6
5
3
2
4
.5
9,
54
3,
02
4
4
0
,4
9
7
0
.4
1
,9
1
6
,1
5
0
2
5
.1
3
4
準
備
金
方
式
に
よ
る
特
別
償
却
（
積
立
不
足
額
）
2,
10
0,
21
9
2
,1
0
0
,2
1
9
－
3,
33
5,
81
9
1
,2
3
5
,6
0
0
5
8
.8
3
,3
3
5
,8
1
9
－
合
　
　
　
計
13
1,
67
5,
88
5
25
3,
67
5,
54
8
1
2
1
,9
9
9
,6
6
3
9
2
.6
47
3,
67
6,
30
7
2
2
0
,0
0
0
,7
5
9
8
6
.7
3
4
2
,0
0
0
,4
2
2
2
5
9
.7
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〔
表
1
3
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
減
税
相
当
額
の
増
減
の
年
度
比
較
【
減
税
相
当
額
の
対
2
0
1
3
年
度
増
減
・
対
2
0
1
2
年
度
増
減
】
4
　
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
海
外
投
資
等
損
失
準
備
金
4,
50
0,
01
8
2,
88
8,
23
9
-1
,6
1
1
,7
7
9
-3
5
.8
4,
69
2,
97
2
1
,8
0
4
,7
3
3
6
2
.4
1
9
2
,9
5
4
4
.2
２
特
定
事
業
再
編
投
資
損
失
準
備
金
－
－
69
,6
23
,7
11
6
9
,6
2
3
,7
1
1
－
6
9
,6
2
3
,7
1
1
－
３
金
属
鉱
業
等
鉱
害
防
止
準
備
金
7,
37
1
3,
47
0
-3
,9
0
1
-5
2
.9
6,
57
1
3
,1
0
1
8
9
.3
-8
0
0
-1
0
.8
４
特
定
災
害
防
止
準
備
金
1,
05
0,
47
1
96
7,
67
9
-8
2
,7
9
2
-7
.8
53
5,
36
0
-4
3
2
,3
1
9
-4
4
.6
-5
1
5
,1
1
1
-4
9
.0
５
新
幹
線
鉄
道
大
規
模
改
修
準
備
金
8,
49
9,
99
9
0
-8
,4
9
9
,9
9
9
-1
0
0
.0
0
0
－
-8
,4
9
9
,9
9
9
-1
0
0
.0
６
使
用
済
燃
料
再
処
理
準
備
金
34
,0
17
,5
83
32
,3
42
,7
91
-1
,6
7
4
,7
9
2
-4
.9
31
,5
71
,1
11
-7
7
1
,6
8
0
-2
.3
-2
,4
4
6
,4
7
2
-7
.1
７
原
子
力
発
電
施
設
解
体
準
備
金
4,
47
8,
77
2
0
-4
,4
7
8
,7
7
2
-1
0
0
.0
6,
82
7,
07
5
6
,8
2
7
,0
7
5
－
2
,3
4
8
,3
0
3
5
2
.4
８
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
29
,4
95
,1
60
34
,1
54
,5
61
4
,6
5
9
,4
0
1
1
5
.7
42
,2
33
,0
05
8
,0
7
8
,4
4
4
2
3
.6
1
2
,7
3
7
,8
4
5
4
3
.1
９
原
子
力
保
険
又
は
地
震
保
険
に
係
る
異
常
危
険
準
備
金
13
,8
01
,2
11
12
,0
03
,2
01
-1
,7
9
8
,0
1
0
-1
3
.0
14
,3
38
,7
87
2
,3
3
5
,5
8
6
1
9
.4
5
3
7
,5
7
6
3
.8
1
0
関
西
国
際
空
港
用
地
整
備
準
備
金
18
8,
18
1
1
8
8
,1
8
1
－
82
,6
64
-1
0
5
,5
1
7
-5
6
.0
8
2
,6
6
4
－
1
1
中
部
国
際
空
港
整
備
準
備
金
22
5,
42
0
2
2
5
,4
2
0
－
65
3,
56
5
4
2
8
,1
4
5
1
8
9
.9
6
5
3
,5
6
5
－
1
2
特
定
船
舶
に
係
る
特
別
修
繕
準
備
金
2,
60
0,
03
2
1,
44
0,
67
5
-1
,1
5
9
,3
5
7
-4
4
.5
1,
87
9,
55
5
4
3
8
,8
8
0
3
0
.4
-7
2
0
,4
7
7
-2
7
.7
1
3
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
19
,7
86
,3
60
16
,6
14
,7
30
-3
,1
7
1
,6
3
0
-1
6
.0
17
,6
73
,9
15
1
,0
5
9
,1
8
5
6
.3
-2
,1
1
2
,4
4
5
-1
0
.6
1
4
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
3,
15
7,
50
2
2,
66
6,
09
5
-4
9
1
,4
0
7
-1
5
.5
2,
17
6,
61
2
-4
8
9
,4
8
3
-1
8
.3
-9
8
0
,8
9
0
-3
1
.0
合
　
　
　
計
12
1,
39
4,
48
6
10
3,
49
5,
04
7
-1
7
,8
9
9
,4
3
9
-1
4
.7
19
2,
29
4,
90
9
8
8
,7
9
9
,8
6
2
8
5
.8
7
0
,9
0
0
,4
2
3
5
8
.4
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〔
表
1
4
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
減
税
相
当
額
の
年
度
比
較
【
減
税
相
当
額
の
対
2
0
1
3
年
度
増
減
・
対
2
0
1
2
年
度
増
減
】
5
　
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
11
0,
66
1,
08
3
11
3,
21
7,
29
1
2
,5
5
6
,2
0
8
2
.3
11
8,
20
7,
73
1
4
,9
9
0
,4
4
0
4
.4
7
,5
4
6
,6
4
8
6
.8
〔
表
1
5
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
減
税
相
当
額
の
増
減
の
年
度
比
較
【
減
税
相
当
額
の
対
2
0
1
3
年
度
増
減
・
対
2
0
1
2
年
度
増
減
】
6
　
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o　
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
等
の
課
税
の
特
例
34
,4
97
,8
72
41
,5
56
,6
33
7
,0
5
8
,7
6
1
2
0
.4
61
,1
35
,6
20
1
9
,5
7
8
,9
8
7
4
7
.1
2
6
,6
3
7
,7
4
8
7
7
.2
272
２
換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
19
,5
76
,0
82
11
8,
93
1,
05
3
9
9
,3
5
4
,9
7
1
5
0
7
.5
74
,3
94
,2
18
-4
4
,5
3
6
,8
3
5
-3
7
.4
5
4
,8
1
8
,1
3
6
2
8
0
.0
３
収
用
換
地
等
の
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
9,
90
1,
75
5
10
,1
67
,2
21
2
6
5
,4
6
6
2
.6
9,
64
0,
09
3
-5
2
7
,1
2
8
-5
.1
-2
6
1
,6
6
2
-2
.6
４
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
12
0,
61
2
17
2,
28
8
5
1
,6
7
6
4
2
.8
23
6,
98
6
6
4
,6
9
8
3
7
.5
1
1
6
,3
7
4
9
6
.4
５
特
定
住
宅
地
造
成
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
16
0,
10
0
16
8,
57
9
8
,4
7
9
5
.2
16
6,
57
6
-2
,0
0
3
-1
.1
6
,4
7
6
4
.0
６
農
地
保
有
の
合
理
化
の
た
め
に
農
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
2,
47
8
6,
92
1
4
,4
4
3
1
7
9
.2
6,
68
8
-2
3
3
-3
.3
4
,2
1
0
1
6
9
.8
７
特
定
の
長
期
所
有
土
地
等
の
所
得
の
特
別
控
除
8,
98
5
14
5
-8
,8
4
0
-9
8
.3
18
,6
06
1
8
,4
6
1
1
2
,7
3
1
.7
9
,6
2
1
1
0
7
.0
８
特
定
の
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
88
,8
74
,0
81
92
,8
34
,1
01
3
,9
6
0
,0
2
0
4
.4
13
2,
01
8,
33
2
3
9
,1
8
4
,2
3
1
4
2
.2
4
3
,1
4
4
,2
5
1
4
8
.5
９
大
規
模
な
住
宅
地
等
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
0
91
8
9
1
8
－
0
-9
1
8
-1
0
0
.0
0
－
1
0
認
定
事
業
用
地
適
正
化
計
画
の
事
業
用
地
の
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
61
2
17
6,
43
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1
7
5
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2
4
2
8
,7
2
9
.4
0
-1
7
6
,4
3
6
-1
0
0
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1
2
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0
0
.0
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1
1
特
定
普
通
財
産
と
そ
の
隣
接
す
る
土
地
等
の
交
換
の
場
合
の
課
税
の
特
例
61
2
0
-6
1
2
-1
0
0
.0
3,
58
9
3
,5
8
9
－
2
,9
7
7
4
8
6
.4
1
2
平
成
2
1
年
及
び
平
成
2
2
年
に
土
地
等
の
先
行
取
得
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
9,
37
3,
32
0
9,
48
0,
40
3
1
0
7
,0
8
3
1
.1
5,
74
5,
42
7
-3
,7
3
4
,9
7
6
-3
9
.3
-3
,6
2
7
,8
9
3
-3
8
.7
合
　
　
　
計
16
2,
51
6,
51
4
27
3,
49
4,
70
3
1
1
0
,9
7
8
,1
8
9
6
8
.2
28
3,
36
6,
13
9
9
,8
7
1
,4
3
6
3
.6
1
2
0
,8
4
9
,6
2
5
7
4
.3
〔
表
1
6
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
減
税
相
当
額
の
増
減
の
年
度
比
較
【
減
税
相
当
額
の
対
2
0
1
3
年
度
増
減
・
対
2
0
1
2
年
度
増
減
】
7
　
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
1
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
25
,6
71
,2
57
23
,9
49
,4
24
-1
,7
2
1
,8
3
3
-6
.7
31
,4
09
,1
69
7
,4
5
9
,7
4
5
3
1
.1
5
,7
3
7
,9
1
2
2
2
.3
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〔
表
1
7
〕　
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
個
別
措
置
の
減
税
相
当
額
の
増
減
の
年
度
比
較
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
分
】
8
　
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
　【
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）】
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
植
林
費
の
損
金
算
入
の
特
例
1,
28
9
0
-1
,2
8
9
-1
0
0
.0
0
0
－
-1
,2
8
9
-1
0
0
.0
２
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
特
別
控
除
6,
57
4,
15
5
7,
69
4,
00
4
1
,1
1
9
,8
4
9
1
7
.0
5,
87
5,
44
9
-1
,8
1
8
,5
5
5
-2
3
.6
-6
9
8
,7
0
6
-1
0
.6
３
対
外
船
舶
運
航
事
業
を
営
む
法
人
の
日
本
船
舶
に
よ
る
収
入
金
額
の
課
税
の
特
例
5,
99
1,
22
4
12
,3
32
,9
78
6
,3
4
1
,7
5
4
1
0
5
.8
20
,7
06
,7
84
8
,3
7
3
,8
0
6
6
7
.8
1
4
,7
1
5
,5
6
0
2
4
5
.6
４
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
17
1
0
-1
7
1
-1
0
0
.0
0
0
－
-1
7
1
-1
0
0
.0
５
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
4,
10
8
0
-4
,1
0
8
-1
0
0
.0
4,
69
3
4
,6
9
3
－
5
8
5
1
4
.2
６
農
用
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
1,
55
5,
48
5
1,
87
3,
84
2
3
1
8
,3
5
7
2
0
.4
1,
75
6,
80
9
-1
1
7
,0
3
3
-6
.2
2
0
1
,3
2
4
1
2
.9
７
技
術
研
究
組
合
の
所
得
の
計
算
の
特
例
26
3,
85
4
69
8,
45
1
4
3
4
,5
9
7
1
6
4
.7
19
7,
18
7
-5
0
1
,2
6
4
-7
1
.7
-6
6
,6
6
7
-2
5
.2
８
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
30
,2
79
,3
14
37
,4
13
,9
51
7
,1
3
4
,6
3
7
2
3
.5
42
,8
87
,2
65
5
,4
7
3
,3
1
4
1
4
.6
1
2
,6
0
7
,9
5
1
4
1
.6
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９
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
み
な
し
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
15
,4
49
21
,7
10
6
,2
6
1
4
0
.5
33
,0
91
1
1
,3
8
1
5
2
.4
1
7
,6
4
2
1
1
4
.1
1
0
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
等
に
対
す
る
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
12
5,
20
9
21
1,
02
9
8
5
,8
2
0
6
8
.5
19
7,
18
1
-1
3
,8
4
8
-6
.5
7
1
,9
7
2
5
7
.4
1
1
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
の
計
算
の
特
例
72
,3
74
10
0,
70
0
2
8
,3
2
6
3
9
.1
93
,2
73
-7
,4
2
7
-7
.3
2
0
,8
9
9
2
8
.8
1
2
農
業
生
産
法
人
の
肉
用
牛
の
売
却
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
5,
46
9,
34
0
5,
85
0,
21
8
3
8
0
,8
7
8
6
.9
5,
97
6 ,
59
8
1
2
6
,3
8
0
2
.1
5
0
7
,2
5
8
9
.2
1
3
転
廃
業
助
成
金
等
に
係
る
課
税
の
特
例
14
0,
54
4
7,
20
0
-1
3
3
,3
4
4
-9
4
.8
6,
89
8
-3
0
2
-4
.1
-1
3
3
,6
4
6
-9
5
.0
1
4
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
61
,7
88
,3
02
66
,6
28
,0
15
4
,8
3
9
,7
1
3
7
.8
72
,7
02
,7
75
6
,0
7
4
,7
6
0
9
.1
1
0
,9
1
4
,4
7
3
1
7
.6
1
5
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
に
係
る
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
14
,6
07
,8
67
19
,6
83
,7
61
5
,0
7
5
,8
9
4
3
4
.7
25
, 5
67
,6
31
5
,8
8
3
,8
7
0
2
9
.8
1
0
,9
5
9
,7
6
4
7
5
.0
1
6
特
定
目
的
会
社
に
係
る
課
税
の
特
例
67
,8
33
,9
86
73
,1
90
,3
25
5
,3
5
6
,3
3
9
7
.8
12
2,
54
9,
28
2
4
9
,3
5
8
,9
5
7
6
7
.4
5
4
,7
1
5
,2
9
6
8
0
.6
1
7
投
資
法
人
に
係
る
課
税
の
特
例
49
,9
85
,6
08
64
,8
33
,3
89
1
4
,8
4
7
,7
8
1
2
9
.7
80
,7
16
,1
49
1
5
,8
8
2
,7
6
0
2
4
.4
3
0
,7
3
0
,5
4
1
6
1
.4
合
　
　
　
計
24
7,
19
7,
26
6
29
3,
02
0,
79
7
4
5
,8
2
3
,5
3
1
1
8
.5
38
1,
19
4,
84
9
8
8
,1
7
4
,0
5
2
3
0
.0
1
3
3
,9
9
7
,5
8
3
5
4
.2
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Ⅴ　企業規模別減税相当額と１社当たり平均減税相当額
　　──減税相当額総額・１社当たり額の年度比較──
１　法人税関係の租税特別措置の企業の資本金階級別の減税相当額の適
用状況の年度比較分析の意義
　租税特別措置による政策減税は，租税負担公平の原則の例外であり，特
定の者の税負担を軽減することなどにより産業政策等の特定の政策目的の
実現に向け，経済活動を誘導する手段となっている。問題なのは，これが
特定の産業や特定の業種に偏り，しかも特定の企業に集中して特権的優遇
税制になっていることである。したがって，企業活動や業種に対し税制の
中立性を阻害し，最大の不公正税制となっている。
　現に，法人税関係の租税特別措置による政策減税は圧倒的に巨大企業に
集中的に傾斜して優遇税制化している。これは，2013年度分における政策
減税相当額の総額が１兆8,867億円に達しているが，その減税の恩恵は資
本金100億円超の巨大企業の単体法人が5,807億円で30.7％，連結法人が
4,379億円で23.2％で，合算すると53.9％にも達していることからいえる。
政策減税による同年度の減税全体の半分以上を，資本金100億円超の企業
の748社と，連結法人768社で占めているわけである。
　これが，2014年度分になると，減税相当額の総額が２兆6,748億円に急
増しているが，資本金100億円超の巨大企業の単体法人が7,698億円で28.7
％，連結法人が5,897億円で22.0％で，合算すると50.7％を占めている。
2012年度分に比較して２倍を超えて増加しながら圧倒的に資本金100億円
超の企業の864社と，連結法人912社の合計である1,776社の巨大企業に，
政策減税による恩恵がシフトしている構造は変わっていない。
　このように政策減税が限定された巨大企業の税負担削減の決定的要因と
して税負担の公平性を阻害し，課税の中立性を侵害し現存しているという
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重大事態を一段と明確にすることが緊要である。
　そこで，政策減税の適用状況を租税特別措置の種類別に，企業の規模の
区分別に，それぞれについて適用件数，減税相当額について詳細に分析し
検証することは，租税特別措置の抱えている問題の所在を解明するために
有用なことである。
２　企業規模別の法人税関係の租税特別措置での政策減税の適用につい
ての適用法人数・減税相当額・１社当たりの平均減税相当額の年度別
増減状況の分析
　法人税関係の租税特別措置による政策減税について，資本金階級別に区
分した適用件数，減税相当額，１社当たり減税相当額がどのようになって
いるかを詳細に分析する。
　このため政策減税の適用状況について，企業規模別に区分して，適用法
人数，減税相当額，１社当たりの減税相当額を2013年度分については対
2012年度分との増減状況（増減数，増減差額）と増減率を，2014年分につい
ては対2013年度分と対2012年度分との増減状況を詳細に分析している。こ
れにより，企業規模のどの階層において減税相当額が急速に増加したかが
鮮明になる。
　企業規模別に租税特別措置の適用法人数，減税相当額，１社当たり平均
減税相当額について，2012年度を起点として，2013年度，2014年度の３年
間にわたり，増減数，増減差額と増減率につき分析した結果をまとめたも
のが〔表18〕である。
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適
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注
）　
１
．
本
表
は
，「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
に
つ
い
て
，
資
本
金
階
級
別
に
区
分
し
た
企
業
の
規
模
別
の
適
用
に
よ
る
政
策
減
税
額
と
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
を
分
析
し
た
も
の
で
あ
る
。
　
　
　
　
２
．
法
人
税
関
係
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
，
2
0
1
2
年
度
，
2
0
1
3
年
度
及
び
2
0
1
4
年
度
と
を
対
比
さ
せ
，「
適
用
法
人
数
」「
減
税
相
当
額
」「
１
社
当
た
り
減
税
相
当
額
」
に
区
分
し
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
3
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
及
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
，
2
0
1
3
年
と
2
0
1
4
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
及
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
4
年
度
と
の
「
増
減
差
額
」
及
び
「
増
減
割
合
（
％
）」
を
分
析
し
て
い
る
が
，
そ
の
う
ち
，
単
体
・
連
結
法
人
（
合
計
）
に
つ
い
て
表
示
し
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
な
お
，
2
0
1
2
年
度
は
民
主
党
政
権
，
2
0
1
3
年
度
と
2
0
1
4
年
度
は
安
倍
政
権
が
税
制
改
正
を
決
め
た
も
の
で
あ
る
た
め
，
2
0
1
2
年
度
と
2
0
1
4
年
度
と
の
対
比
に
よ
り
政
権
交
代
に
よ
る
政
策
減
税
の
増
減
差
額
及
び
増
減
率
を
併
記
し
て
い
る
。
　
　
　
　
３
．
単
体
法
人
・
連
結
法
人
（
合
計
）
の
2
0
1
4
年
度
の
適
用
法
人
数
は
，
1
,0
9
3
,3
4
3
社
で
あ
り
，
2
0
1
3
年
度
に
比
し
，
7
8
,3
4
3
社
（
7
.7
％
）
増
加
し
て
お
り
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
1
3
8
,2
5
2
社
（
1
4
.4
％
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
４
．「
適
用
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
換
算
税
率
を
乗
じ
て
換
算
し
た
2
0
1
4
年
度
の
減
税
相
当
額
の
合
計
は
，
２
兆
6
,7
4
5
億
円
で
あ
り
，
2
0
1
3
年
度
に
比
し
，
7
,8
7
8
億
円
（
4
1
.7
％
）
増
加
し
，
2
0
1
2
年
度
に
比
し
，
１
兆
3
,5
2
7
億
円
（
1
0
2
.3
％
）
増
加
し
て
い
る
。
　
　
　
　
５
．
2
0
1
4
年
度
の
「
１
社
当
た
り
平
均
減
税
相
当
額
」（
構
成
比
）
の
最
上
位
の
階
級
は
，
資
本
金
1
0
0
億
円
超
の
階
級
，８
億
9
,0
9
8
万
円
（
5
1
.9
2
％
）
で
あ
り
，
第
２
位
の
階
級
は
，
連
結
法
人
６
億
4
,6
3
3
万
円
（
3
7
.6
6
％
）
が
占
め
て
い
る
。
こ
の
上
位
２
階
級
を
合
算
す
る
と
，
8
9
.5
8
％
を
占
め
る
こ
と
に
な
る
。
　
　
　
　
６
.端
数
処
理
　
　
　
　
　
⑴
　「
減
税
相
当
額
」
は
，「
適
用
額
」
に
「
換
算
税
率
」
を
乗
じ
て
算
出
し
た
数
値
の
千
円
未
満
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
い
る
。
　
　
　
　
　
⑵
　「
増
減
率
（
％
）」
は
，
％
の
少
数
第
１
位
未
満
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
い
る
。
〔
出
所
〕　
租
特
透
明
化
法
に
よ
り
，
2
0
1
4
年
３
月
，
2
0
1
5
年
２
月
及
び
2
0
1
6
年
２
月
に
内
閣
が
国
会
に
提
出
し
た
「
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態
調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
」（
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
）
に
基
づ
き
分
析
整
理
し
て
作
表
し
て
い
る
。
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３　安倍政権になり急増した租税特別措置の政策減税の適用による減税
相当額増加額は圧倒的に巨大企業に集中的にシフトして巨大企業優遇
税制の肥大化の実態が明確化
　企業規模別の法人税関係の租税特別措置の適用による減税相当額の増減
状況を年度別に比較して分析した〔表18〕からわかることは，次のようで
ある。
　⑴　企業規模別にみた減税相当額の増加状況
　民主党政権による最後の税制改正である2012年度の減税相当額と対比し
て増加額をみると，安倍政権の2013年度は5,649億5,820万円増（増加率42.7
％）で，2014年度は１兆3,527億7,626万円増（増加率102.3％）である。
　これを，企業規模別にみると巨大企業が主力である連結法人の減税相当
額の増加額は4,374億235万円増であり，増加率は実に287.1％に飛び上って
いる。資本金100億円超の巨大企業も2,823億4,903万円増（増加率57.9％）と
大きく増加している。
　特に，驚くべきは，１社当たりの平均減税相当額は，資本金100億円超
の巨大企業の１社当たり平均減税相当額が2013年度が７億7,645万円，
2014年度では８億9,098万円と減税恩恵・享受額が平均化してみても巨大
であり，しかも年次ごとに増大していることである。
　連結法人においても１社当たりの平均減税相当額は，2013年度５億
7,318万円，2014年度では６億4,633万円に増大しており巨額の政策減税を
受けている。
　このようにして，租税特別措置による政策減税の恩恵は圧倒的に巨大企
業に集中し，しかもこれが累年にわたり急増している。
⑵　企業の規模別にみた2014年度の租税特別措置の適用による減税相当額の民主
党政権最後の税制改正が行われた2012年度との比較による主要な増加要因
　安倍政権による第２年次の税制改正の行われた2014年度の租税特別措置
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による減税相当額は，民主党政権の最後の税制改正が行われた2012年度に
比し，１兆3,530億3,628万円（増加率102.3％）増加しているが，増加額が多
い階層と，その階層別における増加要因となった租税特別措置種類別の状
況は，次のようである。
適用法人数 増加額 増加率 1 社当たり増加額
1） 連結法人 912 4,374億円 287.1％ 4億7,960万円
2） 資本金100億円超 864 2,823億円 57.9％ 3億2,673万円
3） 資本金1,000万円以下 879,589 1,923億円 87.3％ 21万円
4） 資本金100億以下 3,127 1,078億円 60.4％ 3,447万円
5） 資本金１億円以下 28,654 1,074億円 155.3％ 374万円
1）　連結法人の「減税相当額」が4,374億円（287.1％）増加した主な要因
は，次のようである。
①　租税特別措置による税額控除額 3,009億円（  243.1％）
②　準備金等のうち損金算入限度額 805億円（2,641.7％）
③　土地税制による損金算入額 255億円（  139.7％）
④　特別償却限度額等 254億円（  571.0％）
2）　資本金100億円超の「減税相当額」が2,823億円（57.9％）増加した主
な要因は，次のようである。
①　租税特別措置による税額控除額 1,537億円（   86.6％）
②　土地税制による損金算入額 798億円（  128.0％）
③　その他の特別措置による損金算入額 466億円（    58.8％）
3）　資本金1,000万円以下の「減税相当額」が1,923億円（87.3％）増加し
た主な要因は，次のようである。
①　特別償却限度額等 1,265億円（  370.0％）
②　租税特別措置による税額控除額 294億円（  283.5％）
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③　その他の特別措置による損金算入額 176億円（    24.8％）
④　軽減税率適用特例対象所得金額 134億円（    18.9％）
4）　資本金100億円以下の「減税相当額」が1,078億円（60.4％）増加した
主な要因は，次のようである。
①　租税特別措置による税額控除額 583億円（  115.4％）
②　その他の特別措置による損金算入額 369億円（    77.1％）
5）　資本金１億円以下の「減税相当額」が1,074億円（155.3％）増加した
主な要因は，次のようである。
①　特別償却限度額等 521億円（  213.9％）
②　租税特別措置による税額控除額 338億円（  182.1％）
③　その他の特別措置による損金算入額 124億円（   112.5％）
6）　2014年度の「１社当たり平均減税相当額」（構成比）の最上位の階級
は，資本金100億円超の階級８億9,098万円（51.91％）であり，第２位
の階級は，連結法人６億4,662万円（37.67％）が占めている。この上位
２階級を合算すると，89.58％を占めることになる。
　以上は，企業の規模別にみて減税相当額の増加を押し上げている階層別
増加額の総額の多い階層について分析したのであるが，この階層について
１社当たりの増加額の状況に編成替をしてみると，次のようである。
適用法人数 １社当たり増加額
1） 連結法人 912 ４億7,960万円
2） 資本金100億円超 864 ３億2,673万円
3） 資本金100億円以下 3,127 3,447万円
4） 資本金１億円以下 28,654 374万円
5） 資本金1,000万円以下 879,589 21万円
　これでわかることは，減税相当額を１社当たりに踏み込んでみると，そ
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の増加額は明確に企業の規模別の大きさの順位に従っていることである。
　連結法人の階層は減税相当額の総額においても，１社当たりにおいても
トップである。総額では，第２位の小規模企業である資本金1,000万円以
下の階層では，１社当たりでは最下位である。適用法人数が879,589社と
いうように多数になっているからである。
　これらの検証の結果は，すべからく政策税制である租税特別措置が，あ
らゆる角度からの分析によっても巨大企業にその恩恵が偏在的に集中し，
力の強い巨大企業の税負担を著しく軽減している税制不公正の極限状態を
鮮やかに露呈している。
Ⅵ　租税特別措置の種類別減税相当額の規模別年度比較
──種類別政策減税の企業規模別での適用状況──
１　法人税関係の租税特別措置の種類別区分による減税相当額の年度比
較分析の意義
　財務省が国会に提出している「租税特別措置の適用実態調査の結果に関
する報告書」では，適用法人数，適用件数，適用額を表示しているが，
「減税額」は示していない。したがって，租税特別措置による税額控除額
以外の措置については「減税額」が判らない。そこで，この調査において
は，「適用額」にそれぞれの換算税率を乗じて換算した「減税相当額」を
試算し，適用全体の結果を，この減税相当額をベースに分析して検証して
いる。適用額から減税相当額を誘導して，減税相当額に換算して租税特別
措置の適用による「消えていく税金」の実態を総体的に把握して，その問
題状況を端的に把握することができる。
　しかし，適用状況について，減税相当額を一団の数値としてだけで監察
するのでは不十分であり，措置の種類別に区分して，企業規模別に，さら
に，それらの増減の推移を年次別に分析して租税特別措置の構造的実態を
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解析することが必要である。
　租税特別措置による政策減税の適用による減税相当額を措置の種類別に
区分して年度別の比較をすることは，どのような類型の特別措置が多く用
いられ，減税規模が高額になっているか。それとは逆に，どのような類型
の特別措置はあまり多く用いられることなく，減税規模も少額であるの
か。その内容に踏み込んで細部に及ぶ分析をすることは，租税特別措置の
適用状況の実態を鮮明にし，各措置の利用状況を踏まえながら，その必要
性や政策効果を吟味し，真に政策目的に合致しているか否かを評定して，
その整理縮減をするために有用な検証である。
２　租税特別措置の種類別での政策減税の適用について減税相当額・増
減差額・増減率を企業規模別に区分した年度別増減状況の分析
　法人税関係の租税特別措置による政策減税について，措置の種類別に区
分した減税相当額がどのようになっているかについて，企業規模別に詳細
に分析する。
　このため政策減税の適用状況について，租税特別措置を種類別に区分し
て減税相当額を年度別に把握し，2012年度を起点として，2013年度，2014
年度の３年間にわたり，増減差額と増減率につき分析し，租税特別措置の
適用の実態の深層に踏み込んで検証する必要がある。
　租税特別措置の種類別区分による減税相当額について，企業の規模別に
各年度の減税相当額，2013年度については，対2012年度との増減差額と増
減率，2014年度については，対2013年度との増減差額と増減率及び対2012
年度との増減差額と増減率につき分析した結果をまとめたものが〔表19〕
から〔表28〕である。
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4
4
2
9
0
.0
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
7,
60
8,
97
6
8,
01
9,
01
8
4
1
0
,0
4
2
5
.3
8,
29
6,
46
9
2
7
7
,4
5
1
3
.4
6
8
7
,4
9
3
9
.0
３
特
別
償
却
限
度
額
等
20
,1
34
,4
46
30
,7
56
,8
80
1
0
,6
2
2
,4
3
4
5
2
.7
68
,9
88
,1
93
3
8
,2
3
1
,3
1
3
1
2
4
.3
4
8
,8
5
3
,7
4
7
2
4
2
.6
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
35
5,
54
8
31
8,
45
6
-3
7
,0
9
2
-1
0
.4
25
5,
41
0
-6
3
,0
4
6
-1
9
.7
-1
0
0
,1
3
8
-2
8
.1
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
26
2,
95
1
21
5,
93
3
-4
7
,0
1
8
-1
7
.8
23
3,
06
5
1
7
,1
3
2
7
.9
-2
9
,8
8
6
-1
1
.3
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
5,
84
3,
36
5
6,
08
8,
65
6
2
4
5
,2
9
1
4
.1
9,
90
0,
54
6
3
,8
1
1
,8
9
0
6
2
.6
4
,0
5
7
,1
8
1
6
9
.4
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
－
－
－
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
7,
13
4,
98
2
7,
77
1,
55
9
6
3
6
,5
7
7
8
.9
8,
17
6,
75
9
4
0
5
,2
0
0
5
.2
1
,0
4
1
,7
7
7
1
4
.6
合
　
　
　
計
47
,5
95
,7
69
63
,1
80
,0
56
1
5
,5
8
4
,2
8
7
3
2
.7
12
0,
24
9,
18
7
5
7
,0
6
9
,1
3
1
9
0
.3
7
2
,6
5
3
,4
1
8
1
5
2
.6
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表
2
2
〕　
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
・
年
度
別
に
比
較
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
比
較
】
〈
資
本
金
１
億
円
以
下
〉
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
18
,5
96
,7
27
24
,4
44
,6
76
5
,8
4
7
,9
4
9
3
1
.4
52
,4
72
,0
19
2
8
,0
2
7
,3
4
3
1
1
4
.6
3
3
,8
7
5
,2
9
2
1
8
2
.1
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
5,
23
9,
35
5
5,
61
3,
85
7
3
7
4
,5
0
2
7
.1
5,
81
6,
88
2
2
0
3
,0
2
5
3
.6
5
7
7
,5
2
7
1
1
.0
３
特
別
償
却
限
度
額
等
24
,3
59
,5
23
43
,7
45
,0
01
1
9
,3
8
5
,4
7
8
7
9
.5
76
,4
85
,4
04
3
2
,7
4
0
,4
0
3
7
4
.8
5
2
,1
2
5
,8
8
1
2
1
3
.9
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
31
3,
14
6
41
8,
65
7
1
0
5
,5
1
1
3
3
.6
45
8,
82
8
4
0
,1
7
1
9
.5
1
4
5
,6
8
2
4
6
.5
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
43
8,
62
0
48
1,
38
2
4
2
,7
6
2
9
.7
46
7,
77
1
-1
3
,6
1
1
-2
.8
2
9
,1
5
1
6
.6
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
9,
14
7,
81
4
9,
95
2,
13
3
8
0
4
,3
1
9
8
.7
17
,3
88
,4
91
7
,4
3
6
,3
5
8
7
4
.7
8
,2
4
0
,6
7
7
9
0
.0
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
－
－
－
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
11
,0
43
,2
82
17
,0
37
,9
03
5
,9
9
4
,6
2
1
5
4
.2
23
,4
73
,3
79
6
,4
3
5
,4
7
6
3
7
.7
1
2
,4
3
0
,0
9
7
1
1
2
.5
合
　
　
　
計
69
,1
38
,4
67
10
1,
69
3,
60
9
3
2
,5
5
5
,1
4
2
4
7
.0
17
6,
56
2,
77
4
7
4
,8
6
9
,1
6
5
7
3
.6
1
0
7
,4
2
4
,3
0
7
1
5
5
.3
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表
2
3
〕　
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
・
年
度
別
に
比
較
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
比
較
】
〈
資
本
金
３
億
円
以
下
〉
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
6,
54
5,
55
9
10
,0
87
,8
74
3
,5
4
2
,3
1
5
5
4
.1
19
,5
39
,4
50
9
,4
5
1
,5
7
6
9
3
.6
1
2
,9
9
3
,8
9
1
1
9
8
.5
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
20
8,
18
5
23
0,
67
3
2
2
,4
8
8
1
0
.8
20
0,
06
4
-3
0
,6
0
9
-1
3
.2
-8
,1
2
1
-3
.9
３
特
別
償
却
限
度
額
等
1,
64
8,
95
2
4,
84
2,
77
8
3
,1
9
3
,8
2
6
1
9
3
.6
8,
80
8,
33
1
3
,9
6
5
,5
5
3
8
1
.8
7
,1
5
9
,3
7
9
4
3
4
.1
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
32
4,
75
8
22
5,
31
1
-9
9
,4
4
7
-3
0
.6
20
1,
81
3
-2
3
,4
9
8
-1
0
.4
-1
2
2
,9
4
5
-3
7
.8
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2,
11
3,
66
1
2,
01
8,
23
3
-9
5
,4
2
8
-4
.5
2,
03
4,
88
4
1
6
,6
5
1
0
.8
-7
8
,7
7
7
-3
.7
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
8,
18
0,
02
9
2,
73
6,
69
1
-5
,4
4
3
,3
3
8
-6
6
.5
4,
48
5,
99
2
1
,7
4
9
,3
0
1
6
3
.9
-3
,6
9
4
,0
3
7
-4
5
.1
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
－
－
－
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
6,
49
8,
37
4
3,
46
3,
34
4
-3
,0
3
5
,0
3
0
-4
6
.7
9,
45
4,
99
2
5
,9
9
1
,6
4
8
1
7
3
.0
2
,9
5
6
,6
1
8
4
5
.4
合
　
　
　
計
25
,5
19
,5
18
23
,6
04
,9
04
-1
,9
1
4
,6
1
4
-7
.5
44
,7
25
,5
26
2
1
,1
2
0
,6
2
2
8
9
.4
1
9
,2
0
6
,0
0
8
7
5
.2
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表
2
4
〕　
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
・
年
度
別
に
比
較
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
比
較
】
〈
資
本
金
５
億
円
以
下
〉
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
9,
68
6,
60
4
14
,0
30
,2
76
4
,3
4
3
,6
7
2
4
4
.8
25
,3
33
,0
07
1
1
,3
0
2
,7
3
1
8
0
.5
1
5
,6
4
6
,4
0
3
1
6
1
.5
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
60
,8
81
82
,0
83
2
1
,2
0
2
3
4
.8
61
,6
88
-2
0
,3
9
5
-2
4
.8
8
0
7
1
.3
３
特
別
償
却
限
度
額
等
1,
70
2,
21
0
3,
17
9,
88
5
1
,4
7
7
,6
7
5
8
6
.8
6,
07
7,
45
5
2
,8
9
7
,5
7
0
9
1
.1
4
,3
7
5
,2
4
5
2
5
7
.0
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
13
1,
98
3
90
,1
22
-4
1
,8
6
1
-3
1
.7
73
,8
41
-1
6
,2
8
1
-1
8
.0
-5
8
,1
4
2
-4
4
.0
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
2,
15
4,
03
1
2,
36
8,
73
3
2
1
4
,7
0
2
9
.9
2,
32
7,
83
6
-4
0
,8
9
7
-1
.7
1
7
3
,8
0
5
8
.0
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
3,
78
0,
22
8
1,
68
6,
90
5
-2
,0
9
3
,3
2
3
-5
5
.3
1,
78
6,
54
7
9
9
,6
4
2
5
.9
-1
,9
9
3
,6
8
1
-5
2
.7
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
16
,5
19
0
-1
6
,5
1
9
-1
0
0
.0
0
0
－
-1
6
,5
1
9
-1
0
0
.0
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
3,
16
9,
46
7
5,
88
5,
52
2
2
,7
1
6
,0
5
5
8
5
.6
1,
83
1,
15
5
-4
,0
5
4
,3
6
7
-6
8
.8
-1
,3
3
8
,3
1
2
-4
2
.2
合
　
　
　
計
20
,7
01
,9
23
27
,3
23
,5
26
6
,6
2
1
,6
0
3
3
1
.9
37
,4
91
,5
29
1
0
,1
6
8
,0
0
3
3
7
.2
1
6
,7
8
9
,6
0
6
8
1
.1
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表
2
5
〕　
租
税
特
別
措
置
の
種
類
別
の
減
税
相
当
額
の
企
業
規
模
別
の
年
度
比
較
─
政
策
減
税
の
種
類
別
適
用
状
況
を
企
業
規
模
別
・
年
度
別
に
比
較
し
て
い
る
─
【
2
0
1
2
年
度
・
2
0
1
3
年
度
・
2
0
1
4
年
度
比
較
】
〈
資
本
金
1
0
億
円
以
下
〉
N
o
措
　
　
置
　
　
名
減
　
　
税
　
　
相
　
　
当
　
　
額
　（
千
円
）
2
0
1
2
年
度
2
0
1
3
年
度
2
0
1
4
年
度
減
税
相
当
額
（
千
円
）
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
2
年
度
増
減
減
税
相
当
額
（
千
円
）
対
2
0
1
3
年
度
増
減
対
2
0
1
2
年
度
増
減
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
増
減
差
額
（
千
円
）
増
減
率
（
％
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
5,
74
0,
86
1
7,
56
4,
56
1
1
,8
2
3
,7
0
0
3
1
.7
16
,6
09
,7
99
9
,0
4
5
,2
3
8
1
1
9
.5
1
0
,8
6
8
,9
3
8
1
8
9
.3
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
94
,3
20
85
,6
31
-8
,6
8
9
-9
.2
88
,7
41
3
,1
1
0
3
.6
-5
,5
7
9
-5
.9
３
特
別
償
却
限
度
額
等
1,
07
1,
10
2
5,
44
4,
29
5
4
,3
7
3
,1
9
3
4
0
8
.2
8,
03
2,
71
7
2
,5
8
8
,4
2
2
4
7
.5
6
,9
6
1
,6
1
5
6
4
9
.9
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
限
度
額
12
,3
66
,2
75
10
,6
44
,7
91
-1
,7
2
1
,4
8
4
-1
3
.9
12
,5
49
,0
42
1
,9
0
4
,2
5
1
1
7
.8
1
8
2
,7
6
7
1
.4
５
協
同
組
合
等
・
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
繰
入
限
度
額
の
特
例
9,
47
6,
02
8
9,
04
5,
70
7
-4
3
0
,3
2
1
-4
.5
9,
62
1,
45
4
5
7
5
,7
4
7
6
.3
1
4
5
,4
2
6
1
.5
６
土
地
税
制
に
よ
る
損
金
算
入
額
1,
96
9,
41
0
7,
98
2,
34
0
6
,0
1
2
,9
3
0
3
0
5
.3
1,
83
1,
40
6
-6
,1
5
0
,9
3
4
-7
7
.0
-1
3
8
,0
0
4
-7
.0
７
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
に
係
る
特
別
利
子
の
額
－
－
－
８
そ
の
他
の
特
別
措
置
に
よ
る
損
金
算
入
額
4,
67
7,
06
3
12
,0
00
,5
48
7
,3
2
3
,4
8
5
1
5
6
.5
5,
55
7,
51
1
-6
,4
4
3
,0
3
7
-5
3
.6
8
8
0
,4
4
8
1
8
.8
合
　
　
　
計
35
,3
95
,0
59
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90
,6
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,5
2
2
,7
9
7
2
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1
1
5
3
.3
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％
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（
％
）
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円
）
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（
％
）
１
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
税
額
控
除
額
50
,5
19
,7
56
68
,9
28
,1
72
1
8
,4
0
8
,4
1
6
3
6
.4
10
8,
84
9,
26
0
3
9
,9
2
1
,0
8
8
5
7
.9
5
8
,3
2
9
,5
0
4
1
1
5
.4
２
軽
減
税
率
適
用
特
例
対
象
所
得
金
額
21
8,
11
3
22
2,
82
2
4
,7
0
9
2
.1
23
2,
78
1
9
,9
5
9
4
.4
1
4
,6
6
8
6
.7
３
特
別
償
却
限
度
額
等
4,
78
0,
42
7
13
,6
39
,2
12
8
,8
5
8
,7
8
5
1
8
5
.3
14
,6
14
,0
54
9
7
4
,8
4
2
7
.1
9
,8
3
3
,6
2
7
2
0
5
.7
４
準
備
金
等
の
う
ち
損
金
算
入
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度
額
6,
70
0,
13
0
2,
82
9,
95
3
-3
,8
7
0
,1
7
7
-5
7
.7
3,
16
2,
75
7
3
3
2
,8
0
4
1
1
.7
-3
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3
7
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５
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,3
68
,7
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52
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50
,6
24
2
8
1
,8
4
1
0
.5
57
,5
29
,6
20
4
,8
7
8
,9
9
6
9
.2
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,1
6
0
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3
7
9
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算
入
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,7
93
,8
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38
,9
44
,8
36
2
3
,1
5
0
,9
4
3
1
4
6
.5
17
,1
86
,4
09
-2
1
,7
5
8
,4
2
7
-5
5
.8
1
,3
9
2
,5
1
6
8
.8
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損
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の
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7
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53
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7
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2
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8
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9
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9
9
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8
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８
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,8
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,2
12
,4
84
-6
,6
2
8
,5
6
0
-1
3
.8
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,7
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,5
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4
3
,5
5
4
,0
7
1
1
0
5
.6
3
6
,9
2
5
,5
1
1
7
7
.1
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17
8,
50
5,
95
3
21
8,
43
3,
63
3
3
9
,9
2
7
,6
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0
2
2
.3
28
6,
34
5,
94
4
6
7
,9
1
2
,3
1
1
3
1
.0
1
0
7
,8
3
9
,9
9
1
6
0
.4
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Ⅶ　法人税関係租税特別措置の適用実態調査結果の概要
　　──規模別・業種別・個別措置別の適用状況調──
　租税特別措置の適用実態調査結果についての概要を整理して記述するこ
とにする。
　まず，平成26年度の適用法人数と適用件数を述べ，以下は，平成24年度か
ら平成26年度の３カ年度分につき，資本金階級別と所得階級別の適用件数
及び適用法人数，さらに，業種別の適用件数及び適用法人数を掲載する。
　次いで，法人税関係の特別措置の主な種類ごとの適用状況に関しては，
措置の種類別に，措置数・適用件数・適用額につき平成24年度から平成26
年度の３カ年度分につき要約して示すことにする。
　さらに，租税特別措置の個別措置ごとの適用概況に関しては，個別措置
別に適用件数・適用額（適用総額・上位10社適用額・上位10社割合）・主な適
用業種及び業種別割合につき平成24年度から平成26年度の３カ年度分につ
き詳細に表示したものを掲載する。
１　適用法人数等
　平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間に終了した事業年度又
は連結事業年度において，適用額明細書の提出があった法人数は1,093,343
法人（うち，単体法人1,092,431法人，連結法人912法人）で，適用件数は法人税
関係特別措置87項目について延べ1,662,909件（うち，単体法人1,660,541件，
連結法人2,368件）である。
（参考） 　平成25年４月１日から平成26年３月31日までの間に終了した事業年度又
は連結事業年度における適用法人数等
　　　・ 適用額明細書の提出があった法人数　1,015,000法人（うち，単体法人
1,014,236法人，連結法人764法人）
　　　・ 適用件数　法人関係特別措置83項目について延べ，1,443,402件（うち，
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単体法人1,441,714件，連結法人1,688件）
２　資本金階級・所得階級別の適用件数及び適用法人数
　資本金階級・所得階級別の法人税関係特別措置全体の適用状況は，次の
とおりである。
資本金
階　級
適 用 件 数（上段）
適用法人数（下段） 所得階級
適 用 件 数（上段）
適用法人数（下段）
24年度 25年度 26年度 24年度 25年度 26年度
1,000万円
以下
1,014,164 1,107,502 1,271,954 ０円
又は欠損
269,960 288,589 322,410
761,001 812,538 879,589 249,100 262,231 287,630
3,000万円
以下
182,884 197,262 227,380 100万円
以下
302,691 311,713 336,624
118,094 122,162 127,786 240,447 246,238 255,366
5,000万円
以下
68,405 73,690 84,233 800万円
以下
400,291 442,407 509,128
42,453 43,962 45,538 273,225 294,994 316,918
１億円
以下
43,596 47,853 56,344 1,000万円
以下
42,289 47,564 57,253
25,598 27,047 28,654 26,038 28,334 30,983
３億円
以下
3,715 4,390 5,858 5,000万円
以下
207,127 236,145 289,050
2,433 2,808 3,679 117,670 128,870 141,654
５億円
以下
1,763 2,194 3,402 １億円
以下
44,986 51,293 64,196
1,127 1,405 2,005 22,568 24,687 27,222
10億円
以下
1,483 1,731 2,195 10億円
以下
49,464 57,246 72,378
826 978 1,189 22,971 25,821 28,922
100億円
以下
4,586 5,374 6,884 100億円
以下
4,613 5,881 8,204
2,270 2,588 3,127 2,195 2,724 3,316
100億円
超
1,555 1,718 2,291 100億円
超
730 876 1,298
703 748 864 291 337 420
連結法人
1,245 1,688 2,368
連結法人
1,245 1,688 2,368
586 764 912 586 764 912
合　計
1,323,396 1,443,402 1,662,909
合　計
1,323,396 1,443,402 1,662,909
955,091 1,015,000 1,093,343 955,091 1,015,000 1,093,343
298
業　種
適 用 件 数（上段）
適用法人数（下段） 業　種
適 用 件 数（上段）
適用法人数（下段）
24年度 25年度 26年度 24年度 25年度 26年度
農林水産業
22,901 24,931 27,045 皮革，同製品
製造業
1,007 1,103 1,163
14,660 15,526 16,491 719 756 774
鉱業
2,349 2,722 3,104 窯業又は土石
製品製造業
6,879 8,062 9,332
1,468 1,542 1,641 4,600 4,985 5,251
建設業
209,626 246,269 308,456
鉄鋼業
4,235 4,619 5,727
152,525 170,903 194,318 2,644 2,780 3,090
製造業
199,261 210,513 250,590 非鉄金属製造
業
2,268 2,355 2,899
127,524 131,508 142,499 1,378 1,395 1,499
食料品製造業
24,581 25,230 27,639 金属製品製造
業
30,516 32,165 40,588
15,925 16,072 16,687 18,779 19,350 21,601
繊維工業
12,068 12,699 14,396
機械製造業
23,579 24,448 30,712
8,634 8,892 9,436 14,666 14,981 16,678
木材，木製品
製造業
4,989 5,722 6,642 産業用電気機
械器具製造業
10,874 11,239 13,672
3,415 3,695 4,025 6,708 6,769 7,389
家具，装備品
製造業
3,726 4,509 5,625 民生用電気機械
器具電球製造業
2,649 2,680 3,130
2,724 3,126 3,536 1,602 1,591 1,661
パルプ，紙，
紙製品製造業
4,553 4,666 5,242 通信機械器具
製造業
1,936 1,988 2,386
2,888 2,918 3,064 1,189 1,195 1,312
新聞業，出版
業又は印刷業
14,732 15,394 16,963 輸送用機械器
具製造業
10,135 10,678 13,190
10,237 10,476 10,913 6,061 6,194 6,796
化学工業
7,199 7,565 8,682 理化学機械器
具等製造業
2,587 2,693 3,123
3,990 4,096 4,244 1,545 1,592 1,684
石油製品製造
業
855 909 986 光学機械器具
等製造業
1,514 1,538 1,783
470 484 500 911 913 966
石炭製品製造
業
84 90 91 時計，同部品
製造業
186 198 236
52 50 49 123 119 128
ゴム製品製造
業
2,103 2,145 2,493
その他製造業
26,006 27,818 33,890
1,292 1,304 1,347 16,972 17,776 19,869
３　業種別の適用件数及び適用法人数
　業種別の法人税関係特別措置全体の適用状況（単体法人・連結法人合計）
は，次のとおりである。
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卸売業
130,877 139,232 155,912
不動産業
134,203 146,295 160,546
92,604 95,784 100,202 111,903 119,721 127,965
小売業
131,906 139,304 151,677 運輸通信公益事
業
49,249 54,120 63,096
98,706 101,926 105,481 33,199 35,301 38,403
料理飲食旅館業
43,498 46,846 52,780
サービス業
348,768 376,830 427,136
34,057 35,991 38,432 249,837 265,141 282,970
金融保険業
24,116 26,264 28,861
その他
26,642 30,076 33,706
17,664 18,781 20,092 20,944 22,876 24,849
種　類
24年度 25年度 26年度
措置数 適用件数 適用額 措置数 適用件数 適用額 措置数 適用件数 適用額
法人税率
の特例
2 704,725
特例対象
所得金額
25,573億円
2 744,720
特例対象
所得金額
27,678億円
2 793,567
特例対象
所得金額
29,841億円
税額控除 16 40,177
税額控除額
4,203億円
16 56,575
税額控除額
7,152億円
18 138,616
税額控除額
10,751億円
特別償却 33 32,790
特別償却
限度額等
5,167億円
27 44,391
特別償却
限度額等
9,948億円
28 66,993
特別償却
限度額等
18,576億円
準備金等 13 11,481
損金算入額等
9,100億円
13 11,099
損金算入額等
8,499億円
15 10,909
損金算入額等
12,177億円
（注） 　適用額の内容は，法人税関係特別措置の種類によってそれぞれ異なる。例えば，法人
税率の特例については対象となる所得金額，税額控除については税額控除額，特別償却
については特別償却限度額等，準備金については積立額のうち損金算入額を示している。
４　法人税関係特別措置の主な種類ごとの適用状況
　法人税関係特別措置の主な種類ごとの適用状況（単体法人・連結法人合計）
は，次のとおりである。
５　個別措置の適用概況一覧
　個別措置ごとの適用概況（単体法人・連結法人合計）は，以下のとおりで
ある。
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の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
2
3
0
0
0
金
属
製
品
製
造
業
1
0
0
.0
％
金
属
製
品
製
造
業
8
1
.1
％
金
属
製
品
製
造
業
5
8
.7
％
－
－
－
－
－
食
料
品
製
造
業
1
8
.9
％
運輸
通信
公益
事業
2
1
.3
％
－
－
－
－
－
－
－
理
化
学
機
械
器
具
等
製
造
業
2
0
.0
％
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
所
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
特
定
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
9
7
1
5
0
0
1
運輸
通信
公益
事業
4
8
.2
％
運輸
通信
公益
事業
6
0
.3
％
料
理
飲
食
旅
館
業
1
9
.7
％
－
－
1
食
料
品
製
造
業
4
0
.6
％
食
料
品
製
造
業
2
2
.8
％
運輸
通信
公益
事業
1
8
.3
％
－
－
9
7
.2
％
卸
売
業
8
.2
％
窯
業
又
は
土
石
製
品
製
造
業
5
.9
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
7
.9
％
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沖
縄
の
特
定
中
小
企
業
者
が
経
営
革
新
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
6
1
0
0
0
料
理
飲
食
旅
館
業
9
8
.5
％
そ
の
他
の
製
造
業
4
0
.1
％
食
料
品
製
造
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
食
料
品
製
造
業
1
.5
％
料
理
飲
食
旅
館
業
4
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
2
.0
％
－
－
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
5
8
6
3
5
3
金
融
保
険
業
9
9
.9
％
サ
ー
ビ
ス
業
5
9
.4
％
金
属
製
品
製
造
業
7
1
.4
％
－
－
－
卸
売
業
0
.1
％
鉄
鋼
業
1
7
.5
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
2
0
.8
％
－
－
－
－
－
機
械
製
造
業
1
0
.6
％
そ
の
他
の
製
造
業
7
.7
％
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
4
2
9
3
7
1
7
2
5
5
7
運輸
通信
公益
事業
6
1
.7
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
4
8
.5
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
5
2
.4
％
1
7
2
2
5
1
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
2
2
.1
％
化
学
工
業
2
0
.4
％
不
動
産
業
2
6
.2
％
9
8
.9
％
8
7
.0
％
9
0
.5
％
化
学
工
業
1
3
.9
％
鉄
鋼
業
1
5
.9
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
9
.8
％
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
4
,3
3
4
4
,6
3
0
5
,0
0
7
6
5
7
5
9
0
サ
ー
ビ
ス
業
3
7
.2
％
サ
ー
ビ
ス
業
4
2
.5
％
サ
ー
ビ
ス
業
3
8
.8
％
1
8
1
1
1
4
小
売
業
2
1
.5
％
小
売
業
2
0
.1
％
小
売
業
1
9
.4
％
2
6
.9
％
1
4
.8
％
1
5
.3
％
金
融
保
険
業
1
1
.9
％
卸
売
業
7
.2
％
卸
売
業
6
.9
％
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国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
の
特
別
償
却
1
5
6
1
9
7
2
7
4
6
7
鉱
業
4
7
.9
％
運輸
通信
公益
事業
3
2
.0
％
2
3
9
4
5
運輸
通信
公益
事業
3
0
.6
％
食
料
品
製
造
業
1
8
.2
％
8
7
.5
％
6
7
.7
％
食
料
品
製
造
業
3
.5
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
9
.3
％
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
に
係
る
法
人
税
額
の
特
別
控
除
8
3
1
7
6
0
1
9
4
1
3
3
運輸
通信
公益
事業
3
8
.0
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
2
7
.8
％
8
5
5
6
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
1
0
.1
％
化
学
工
業
1
9
.5
％
4
3
.8
％
4
2
.5
％
化
学
工
業
6
.8
％
鉄
鋼
業
9
.4
％
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
8
7
3
1
,1
7
3
3
4
5
8
小
売
業
3
9
.4
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
6
.1
％
1
0
1
0
サ
ー
ビ
ス
業
2
5
.1
％
小
売
業
2
2
.6
％
2
8
.7
％
1
6
.7
％
料
理
飲
食
旅
館
業
1
2
.2
％
料
理
飲
食
旅
館
業
1
6
.5
％
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
2
,4
2
0
4
,2
8
9
1
1
1
9
金
融
保
険
業
3
7
.0
％
金
融
保
険
業
2
4
.1
％
2
2
サ
ー
ビ
ス
業
2
1
.5
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
2
.8
％
1
4
.0
％
1
2
.2
％
小
売
業
1
7
.6
％
小
売
業
2
0
.7
％
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
0
,8
7
4
7
8
,2
6
1
4
2
0
2
,4
7
8
サ
ー
ビ
ス
業
1
6
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
7
.5
％
7
0
3
6
2
金
融
保
険
業
1
3
.5
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
1
3
.9
％
1
6
.7
％
1
4
.6
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
1
0
.2
％
建
設
業
8
.0
％
生
産
性
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
1
5
,3
9
8
5
,7
3
1
サ
ー
ビ
ス
業
1
3
.7
％
5
0
3
建
設
業
1
1
.4
％
8
.8
％
金
属
製
品
製
造
業
1
0
.0
％
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生
産
性
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
5
,4
8
9
9
6
9
運輸
通信
公益
事業
5
4
.7
％
5
3
1
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
6
.6
％
5
4
.8
％
化
学
工
業
5
.1
％
公
害
防
止
用
設
備
の
特
別
償
却
2
3
3
0
1
0
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
6
0
.6
％
木
材
，
木
製
品
製
造
業
9
3
.4
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
8
9
.5
％
－
－
－
食
料
品
製
造
業
3
9
.4
％
料
理
飲
食
旅
館
業
3
.6
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
0
.5
％
－
－
－
－
－
食
料
品
製
造
業
3
.0
％
－
－
船
舶
の
特
別
償
却
5
7
4
1
3
8
6
1
0
2
6
7
2
5
6
運輸
通信
公益
事業
5
5
.2
％
運輸
通信
公益
事業
6
3
.2
％
運輸
通信
公益
事業
6
1
.8
％
3
6
3
1
4
2
1
4
5
サ
ー
ビ
ス
業
2
3
.0
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
6
.1
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
3
.5
％
5
9
.5
％
5
3
.1
％
5
6
.8
％
そ
の
他
の
製
造
業
1
5
.0
％
卸
売
業
9
.1
％
金
融
保
険
業
9
.6
％
耐
震
基
準
適
合
建
物
等
の
特
別
償
却
1
6
5
不
動
産
業
5
7
.0
％
5
サ
ー
ビ
ス
業
1
4
.6
％
9
3
.6
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
8
.5
％
関
西
文
化
学
術
研
究
都
市
の
文
化
学
術
研
究
地
区
に
お
け
る
文
化
学
術
研
究
施
設
の
特
別
償
却
2
2
2
0
0
0
民
生
用
電
気
機
械
器
具
電
球
製
造
業
8
1
.4
％
民
生
用
電
気
機
械
器
具
電
球
製
造
業
8
8
.3
％
建
設
業
7
3
.5
％
－
－
－
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
8
.6
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
1
.7
％
民
生
用
電
気
機
械
器
具
電
球
製
造
業
2
6
.5
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
集
積
区
域
に
お
け
る
集
積
産
業
用
資
産
の
特
別
償
却
5
0
3
5
2
6
9
9
4
1
2
8
金
融
保
険
業
3
8
.8
％
金
融
保
険
業
3
4
.3
％
金
融
保
険
業
6
2
.9
％
8
8
3
3
2
6
化
学
工
業
3
1
.0
％
化
学
工
業
2
1
.1
％
金
属
製
品
製
造
業
1
2
.4
％
8
8
.7
％
8
0
.2
％
9
3
.7
％
機
械
製
造
業
7
.9
％
食
料
品
製
造
業
1
9
.8
％
建
設
業
8
.5
％
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共
同
利
用
施
設
の
特
別
償
却
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
特
定
農
産
加
工
品
生
産
設
備
等
の
特
別
償
却
1
2
1
0
0
0
建
設
業
1
0
0
.0
％
建
設
業
9
7
.9
％
農
林
水
産
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
卸
売
業
2
.1
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
特
定
信
頼
性
向
上
設
備
等
の
特
別
償
却
1
0
2
－
サ
ー
ビ
ス
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
1
2
8
1
2
4
1
2
7
3
4
1
3
2
2
窯
業
又
は
土
石
製
品
製
造
業
2
9
.2
％
食
料
品
製
造
業
1
7
.8
％
不
動
産
業
2
6
.3
％
5
1
3
食
料
品
製
造
業
1
2
.5
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
4
.1
％
卸
売
業
1
5
.6
％
4
0
.7
％
5
6
.8
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
1
1
.5
％
機
械
製
造
業
1
0
.0
％
食
料
品
製
造
業
1
3
.2
％
⑴
①
 　
過
疎
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
7
6
7
5
7
2
2
3
9
1
8
窯
業
又
は
土
石
製
品
製
造
業
4
1
.6
％
食
料
品
製
造
業
1
9
.4
％
不
動
産
業
3
2
.3
％
1
6
4
1
2
食
料
品
製
造
業
1
1
.8
％
機
械
製
造
業
1
1
.6
％
卸
売
業
1
6
.9
％
7
0
.5
％
4
7
.1
％
6
7
.5
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
9
.3
％
木
材
，
木
製
品
製
造
業
1
0
.2
％
食
料
品
製
造
業
1
0
.6
％
　
②
 　
振
興
山
村
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
4
1
6
1
5
0
1
2
通
信
機
械
器
具
製
造
業
6
6
.8
％
食
料
品
製
造
業
2
6
.1
％
食
料
品
製
造
業
3
1
.6
％
－
1
2
不
動
産
業
2
4
.9
％
機
械
製
造
業
1
5
.6
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
2
1
.2
％
－
9
5
.1
％
9
7
.5
％
木
材
，
木
製
品
製
造
業
8
.3
％
料
理
飲
食
旅
館
業
1
2
.8
％
化
学
工
業
2
0
.9
％
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⑵
①
 　
半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
お
け
る
産
業
振
興
機
械
等
の
割
増
償
却
1
3
3
7
1
2
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
4
3
.9
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
4
2
.1
％
1
1
化
学
工
業
3
8
.0
％
食
料
品
製
造
業
1
3
.6
％
9
9
.0
％
8
3
.4
％
食
料
品
製
造
業
4
.2
％
鉄
鋼
業
9
.8
％
　
②
 　
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
お
け
る
産
業
振
興
機
械
等
の
割
増
償
却
0
2
－
0
－
－
ゴ
ム
製
品
製
造
業
9
8
.5
％
－
－
－
－
非
鉄
金
属
製
造
業
1
.5
％
－
－
－
－
－
－
　
③
 　
奄
美
群
島
に
お
け
る
産
業
振
興
機
械
等
の
割
増
償
却
0
1
－
0
－
－
食
料
品
製
造
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
離
島
地
域
に
お
け
る
旅
館
業
用
建
物
等
の
特
別
償
却
1
1
0
0
1
－
そ
の
他
の
製
造
業
1
0
0
.0
％
そ
の
他
の
製
造
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
医
療
用
機
器
等
の
特
別
償
却
1
,1
6
7
1
,0
7
5
8
8
3
3
8
3
4
2
4
サ
ー
ビ
ス
業
9
1
.1
％
サ
ー
ビ
ス
業
9
4
.4
％
サ
ー
ビ
ス
業
9
2
.8
％
8
8
4
運輸
通信
公益
事業
4
.2
％
そ
の
他
1
.8
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
2
.9
％
2
0
.9
％
2
2
.9
％
1
7
.3
％
そ
の
他
2
.5
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
1
.6
％
そ
の
他
2
.5
％
障
害
者
を
雇
用
す
る
場
合
の
機
械
等
の
割
増
償
却
4
5
4
3
3
7
5
1
7
1
4
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
9
0
.3
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
9
6
.0
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
9
6
.5
％
5
1
7
1
4
サ
ー
ビ
ス
業
3
.9
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
.2
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
.5
％
9
5
.6
％
9
8
.5
 ％
9
9
.1
％
パ
ル
プ
，
紙
，
紙
製
品
製
造
業
1
.7
％
パ
ル
プ
，
紙
，
紙
製
品
製
造
業
0
.5
％
民
生
用
電
気
機
械
器
具
電
球
製
造
業
0
.4
％
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支
援
事
業
所
取
引
金
額
が
増
加
し
た
場
合
の
３
年
以
内
取
得
資
産
の
割
増
償
却
5
0
6
2
5
7
3
3
1
サ
ー
ビ
ス
業
3
9
.1
％
運輸
通信
公益
事業
4
6
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
5
2
.4
％
3
3
1
運輸
通信
公益
事業
3
3
.6
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
8
.7
％
農
林
水
産
業
9
.2
％
8
3
.7
％
7
5
.8
％
5
9
.5
％
料
理
飲
食
旅
館
業
9
.3
％
料
理
飲
食
旅
館
業
8
.1
％
金
融
保
険
業
8
.1
％
次
世
代
育
成
支
援
対
策
に
係
る
基
準
適
合
認
定
を
受
け
た
場
合
の
建
物
等
の
割
増
償
却
3
5
3
3
2
6
7
4
1
1
4
5
運輸
通信
公益
事業
8
4
.0
％
サ
ー
ビ
ス
業
4
1
.6
％
不
動
産
業
6
3
.0
％
7
2
1
0
4
4
化
学
工
業
6
.4
％
建
設
業
2
9
.3
％
運輸
通信
公益
事業
1
8
.8
％
9
7
.7
％
9
8
.2
％
9
9
.3
％
小
売
業
5
.5
％
化
学
工
業
9
.8
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
8
.7
％
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
3
0
1
0
3
1
4
6
1
3
4
サ
ー
ビ
ス
業
7
2
.5
％
サ
ー
ビ
ス
業
5
0
.6
％
サ
ー
ビ
ス
業
4
6
.9
％
1
2
1
不
動
産
業
1
3
.2
％
不
動
産
業
3
0
.3
％
不
動
産
業
3
1
.0
％
7
1
.6
％
4
4
.0
％
2
7
.2
％
小
売
業
9
.7
％
そ
の
他
8
.0
％
卸
売
業
6
.2
％
特
定
再
開
発
建
築
物
等
の
割
増
償
却
4
8
3
3
3
0
6
0
5
1
3
9
不
動
産
業
4
2
.8
％
不
動
産
業
6
1
.2
％
不
動
産
業
8
7
.0
％
5
6
5
0
3
8
小
売
業
3
3
.3
％
新
聞
業
，
出
版
業
又
は
印
刷
業
2
2
.7
％
機
械
製
造
業
4
.5
％
9
4
.6
％
9
8
.6
％
9
6
.6
％
運輸
通信
公益
事業
1
1
.6
％
小
売
業
1
2
.2
％
繊
維
工
業
2
.8
％
倉
庫
用
建
物
等
の
割
増
償
却
2
4
1
9
2
0
9
1
1
卸
売
業
7
8
.5
％
運輸
通信
公益
事業
6
6
.8
％
運輸
通信
公益
事業
7
2
.9
％
9
1
1
運輸
通信
公益
事業
1
5
.9
％
卸
売
業
2
0
.1
％
卸
売
業
1
6
.2
％
9
6
.7
％
8
7
.3
％
9
0
.4
％
農
林
水
産
業
5
.5
％
パ
ル
プ
，
紙
，
紙
製
品
製
造
業
1
2
.0
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
0
.9
％
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
の
償
却
限
度
額
の
計
算
の
特
例
1
,8
2
8
2
,0
6
9
2
,5
3
7
3
0
3
3
7
3
3
7
4
運輸
通信
公益
事業
5
3
.6
％
運輸
通信
公益
事業
5
6
.8
％
運輸
通信
公益
事業
2
5
.3
％
1
4
3
1
5
7
6
1
金
属
製
品
製
造
業
6
.2
％
サ
ー
ビ
ス
業
7
.2
％
建
設
業
1
2
.0
％
4
7
.3
％
4
2
.1
％
1
6
.4
％
建
設
業
6
.0
 ％
建
設
業
6
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
9
.7
％
準
備
金
方
式
に
よ
る
特
別
償
却（
特
別
償
却
準
備
金
積
立
不
足
額
）
1
9
1
2
8
6
8
2
1
3
1
運輸
通信
公益
事業
5
0
.9
％
運輸
通信
公益
事業
3
5
.6
％
6
6
7
4
そ
の
他
1
9
.8
％
建
設
業
1
3
.2
％
7
9
.9
％
5
6
.6
％
食
料
品
製
造
業
5
.9
％
繊
維
工
業
7
.4
％
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海
外
投
資
等
損
失
準
備
金
1
0
1
2
7
1
7
6
1
1
3
1
8
4
運輸
通信
公益
事業
7
4
.9
％
鉱
業
6
0
.2
％
運輸
通信
公益
事業
5
6
.4
％
－
－
－
鉱
業
2
3
.1
％
石
油
製
品
製
造
業
2
1
.2
％
石
油
製
品
製
造
業
3
1
.5
％
－
－
－
石
油
製
品
製
造
業
2
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
8
.6
％
鉱
業
1
2
.1
％
新
事
業
開
拓
事
業
者
投
資
損
失
準
備
金
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
特
定
事
業
再
編
投
資
損
失
準
備
金
6
2
,7
3
0
機
械
製
造
業
4
8
.6
％
－
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
4
8
.5
％
－
非
鉄
金
属
製
造
業
1
.4
％
金
属
鉱
業
等
鉱
害
防
止
準
備
金
7
8
9
0
0
0
非
鉄
金
属
製
造
業
5
3
.9
％
鉱
業
7
2
.4
％
鉱
業
8
1
.9
％
－
－
－
鉱
業
4
4
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
5
.4
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
3
.9
％
－
－
－
サ
ー
ビ
ス
業
1
.0
％
非
鉄
金
属
製
造
業
1
1
.4
％
非
鉄
金
属
製
造
業
2
.2
％
特
定
災
害
防
止
準
備
金
1
3
2
1
0
5
1
1
9
4
1
3
8
2
1
サ
ー
ビ
ス
業
8
8
.2
％
サ
ー
ビ
ス
業
8
3
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
7
7
.4
％
2
8
2
6
1
3
運輸
通信
公益
事業
4
.4
％
運輸
通信
公益
事業
7
.4
％
運輸
通信
公益
事業
1
1
.1
％
6
8
.6
％
6
9
.7
％
6
2
.1
％
そ
の
他
2
.5
％
不
動
産
業
2
.6
％
そ
の
他
4
.5
％
新
幹
線
鉄
道
大
規
模
改
修
準
備
金
1
0
0
3
3
3
－
－
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
使
用
済
燃
料
再
処
理
準
備
金
9
9
9
1
,3
3
4
1
,2
6
8
1
,2
3
8
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
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原
子
力
発
電
施
設
解
体
準
備
金
9
1
9
1
7
6
1
0
2
6
8
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
5
3
5
6
6
0
1
,1
5
7
1
,3
3
9
1
,6
5
6
金
融
保
険
業
5
0
.9
％
金
融
保
険
業
5
8
.0
％
金
融
保
険
業
6
6
.8
％
1
,1
1
8
1
,3
0
3
1
,6
0
4
そ
の
他
4
9
.1
％
そ
の
他
4
2
.0
％
そ
の
他
3
3
.2
％
9
6
.7
％
9
7
.3
％
9
6
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
0
.0
％
サ
ー
ビ
ス
業
0
.0
％
サ
ー
ビ
ス
業
0
.0
％
原
子
力
保
険
又
は
地
震
保
険
に
係
る
異
常
危
険
準
備
金
1
6
1
6
1
7
5
4
1
4
6
1
5
6
2
金
融
保
険
業
1
0
0
.0
％
金
融
保
険
業
1
0
0
.0
％
金
融
保
険
業
1
0
0
.0
％
5
4
1
4
6
1
5
6
2
－
－
－
－
－
－
9
9
.9
％
9
9
.9
％
9
9
.9
％
－
－
－
－
－
－
関
西
国
際
空
港
用
地
整
備
準
備
金
0
1
1
－
7
3
－
－
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
中
部
国
際
空
港
整
備
準
備
金
1
1
9
2
6
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
特
定
船
舶
に
係
る
特
別
修
繕
準
備
金
5
6
8
5
2
0
5
1
3
1
0
2
5
6
7
4
運輸
通信
公益
事業
6
7
.4
％
運輸
通信
公益
事業
8
2
.9
％
運輸
通信
公益
事業
8
5
.2
％
4
9
1
4
2
8
卸
売
業
1
4
.9
％
農
林
水
産
業
1
1
.0
％
農
林
水
産
業
9
.5
％
4
8
.5
％
2
4
.4
％
3
8
.0
％
石
油
製
品
製
造
業
8
.9
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
.3
％
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
1
.9
％
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
の
特
例
8
,9
9
4
8
,7
4
5
8
,8
0
8
4
,3
4
0
4
,4
4
0
4
,6
3
6
金
融
保
険
業
9
3
.0
％
金
融
保
険
業
9
4
.2
％
金
融
保
険
業
9
3
.4
％
8
0
6
8
3
6
8
3
8
そ
の
他
2
.4
％
そ
の
他
2
.5
％
そ
の
他
2
.3
％
1
8
.6
％
1
8
.8
％
1
8
.1
％
卸
売
業
2
.1
％
卸
売
業
1
.0
％
卸
売
業
1
.9
％
312
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
4
2
4
2
4
0
7
7
6
6
5
2
6
9
3
鉱
業
9
8
.0
％
鉱
業
9
6
.4
％
鉱
業
9
7
.5
％
6
5
7
5
8
2
6
0
5
化
学
工
業
1
.5
％
化
学
工
業
1
.7
％
化
学
工
業
1
.6
％
8
4
.7
％
8
9
.3
％
8
7
.3
％
窯
業
又
は
土
石
製
品
製
造
業
0
.4
％
非
鉄
金
属
製
造
業
1
.2
％
窯
業
又
は
土
石
製
品
製
造
業
0
.4
％
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
特
別
控
除
2
0
2
1
2
6
2
5
8
3
0
2
2
3
0
鉱
業
9
9
.4
％
鉱
業
9
5
.5
％
鉱
業
9
9
.4
％
2
5
6
2
9
6
2
2
3
窯
業
又
は
土
石
製
品
製
造
業
0
.4
％
化
学
工
業
2
.2
％
非
鉄
金
属
製
造
業
0
.3
％
9
9
.1
％
9
8
.2
％
9
6
.8
％
石
油
製
品
製
造
業
0
.2
％
非
鉄
金
属
製
造
業
1
.6
％
石
油
製
品
製
造
業
0
.2
％
対
外
船
舶
運
航
事
業
を
営
む
法
人
の
日
本
船
舶
に
よ
る
収
入
金
額
の
課
税
の
特
例
7
8
8
2
3
5
4
8
4
8
1
2
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
1
0
0
0
－
－
サ
ー
ビ
ス
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
1
0
2
0
－
0
そ
の
他
の
製
造
業
1
0
0
.0
％
－
－
そ
の
他
の
製
造
業
9
8
.9
％
－
－
－
－
－
－
－
食
料
品
製
造
業
1
.1
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
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国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
け
る
指
定
特
定
事
業
法
人
の
課
税
の
特
例
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
認
定
研
究
開
発
事
業
法
人
等
の
課
税
の
特
例
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
1
,6
4
0
1
,5
8
3
1
,3
1
0
1
2
4
1
0
5
8
5
農
林
水
産
業
9
7
.6
％
農
林
水
産
業
9
7
.6
％
農
林
水
産
業
9
6
.2
％
8
6
8
食
料
品
製
造
業
0
.9
％
そ
の
他
0
.6
％
食
料
品
製
造
業
1
.7
％
6
.3
％
5
.8
％
9
.5
％
そ
の
他
の
製
造
業
0
.5
％
食
料
品
製
造
業
0
.4
％
そ
の
他
の
製
造
業
0
.8
％
農
用
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
8
2
3
9
5
6
9
4
7
6
1
7
3
6
9
農
林
水
産
業
9
8
.3
％
農
林
水
産
業
9
7
.8
％
農
林
水
産
業
9
6
.8
％
4
7
5
そ
の
他
0
.4
％
食
料
品
製
造
業
0
.8
％
そ
の
他
の
製
造
業
0
.9
％
7
.3
％
9
.3
％
6
.9
％
金
融
保
険
業
0
.3
％
そ
の
他
0
.4
％
食
料
品
製
造
業
0
.8
％
収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
等
の
課
税
の
特
例
3
8
2
3
9
3
3
4
6
1
,3
5
3
1
,6
3
0
2
,3
9
7
運輸
通信
公益
事業
4
5
.2
％
運輸
通信
公益
事業
5
4
.9
％
運輸
通信
公益
事業
5
9
.5
％
7
4
6
1
,0
0
7
1
,9
1
5
不
動
産
業
8
.2
％
不
動
産
業
6
.1
％
小
売
業
2
3
.8
％
5
5
.1
％
6
1
.8
％
7
9
.9
％
非
鉄
金
属
製
造
業
7
.5
％
パ
ル
プ
，
紙
，
紙
製
品
製
造
業
5
.3
％
不
動
産
業
3
.9
％
換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
9
9
1
3
4
1
6
1
7
6
8
4
,6
6
4
2
,9
1
7
機
械
製
造
業
3
5
.2
％
運輸
通信
公益
事業
5
9
.6
％
不
動
産
業
6
8
.6
％
6
1
3
4
,2
9
7
2
,4
7
5
不
動
産
業
2
9
.4
％
小
売
業
1
8
.6
％
運輸
通信
公益
事業
1
2
.6
％
7
9
.9
％
9
2
.1
％
8
4
.8
％
運輸
通信
公益
事業
1
6
.0
％
そ
の
他
1
2
.9
％
そ
の
他
8
.2
％
収
用
換
地
等
の
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
2
,7
3
9
2
,9
3
5
2
,6
9
1
3
8
8
3
9
9
3
7
8
不
動
産
業
1
9
.1
％
不
動
産
業
1
9
.2
％
不
動
産
業
2
1
.8
％
7
5
7
小
売
業
1
3
.9
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
4
.5
％
小
売
業
1
2
.6
％
1
.9
％
1
.3
％
1
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
2
.1
％
小
売
業
1
3
.6
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
1
.1
％
314
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
5
8
8
9
1
2
3
5
7
9
不
動
産
業
2
1
.1
％
不
動
産
業
2
3
.7
％
不
動
産
業
2
0
.3
％
2
2
2
サ
ー
ビ
ス
業
1
6
.3
％
建
設
業
1
3
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
5
.0
％
4
7
.5
％
2
9
.6
％
2
1
.5
％
卸
売
業
1
1
.9
％
小
売
業
1
1
.3
％
卸
売
業
1
3
.5
％
特
定
住
宅
地
造
成
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
7
8
7
8
7
6
6
7
7
不
動
産
業
2
5
.9
％
金
融
保
険
業
1
9
.9
％
不
動
産
業
2
5
.5
％
2
2
2
サ
ー
ビ
ス
業
1
4
.4
％
不
動
産
業
1
5
.9
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
1
.2
％
2
3
.9
％
2
2
.7
％
2
3
.0
％
運輸
通信
公益
事業
1
3
.7
％
卸
売
業
1
2
.5
％
建
設
業
9
.3
％
農
地
保
有
の
合
理
化
の
た
め
に
農
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
1
0
1
1
5
0
0
0
農
林
水
産
業
8
3
.2
％
農
林
水
産
業
9
6
.1
％
農
林
水
産
業
1
0
0
.0
％
－
0
－
金
融
保
険
業
6
.8
％
そ
の
他
1
.2
％
－
－
－
9
9
.6
％
－
サ
ー
ビ
ス
業
4
.8
％
運輸
通信
公益
事業
0
.9
％
－
－
特
定
の
長
期
所
有
土
地
等
の
所
得
の
特
別
控
除
2
1
1
1
0
0
1
建
設
業
1
0
0
.0
％
卸
売
業
1
0
0
.0
％
不
動
産
業
8
9
.2
％
－
－
1
－
－
－
－
小
売
業
1
0
.5
％
－
－
9
9
.8
％
－
－
－
－
サ
ー
ビ
ス
業
0
.2
％
特
定
の
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
1
,1
9
7
1
,1
9
9
1
,1
9
7
3
,4
8
5
3
,6
4
1
5
,1
7
7
不
動
産
業
2
4
.7
％
運輸
通信
公益
事業
1
8
.5
％
不
動
産
業
3
4
.7
％
1
,3
3
0
2
,3
9
2
そ
の
他
の
製
造
業
1
5
.8
％
不
動
産
業
1
8
.4
％
そ
の
他
の
製
造
業
9
.6
％
3
6
.5
％
4
6
.2
％
運輸
通信
公益
事業
1
3
.3
％
そ
の
他
の
製
造
業
9
.3
％
運輸
通信
公益
事業
9
.2
％
⑴
 　
所
有
期
間
が
1
0
年
を
超
え
る
建
物
等
の
既
成
市
街
地
等
の
う
ち
か
ら
外
へ
の
買
換
え
6
8
7
0
6
2
1
3
7
1
0
0
5
6
運輸
通信
公益
事業
4
3
.8
％
卸
売
業
3
0
.8
％
不
動
産
業
2
9
.5
％
9
5
6
0
3
3
不
動
産
業
1
4
.4
％
不
動
産
業
2
4
.8
％
卸
売
業
2
3
.8
％
6
9
.4
％
5
9
.9
％
5
8
.2
％
食
料
品
製
造
業
1
2
.6
％
食
料
品
製
造
業
9
.5
％
小
売
業
1
0
.5
％
⑵
 　
市
街
化
区
域
又
は
既
成
市
街
地
等
の
内
か
ら
外
へ
の
農
業
用
資
産
の
買
換
え
4
4
5
3
4
7
木
材
，
木
製
品
製
造
業
5
7
.1
％
金
属
製
品
製
造
業
5
2
.0
％
建
設
業
6
4
.2
％
－
－
－
不
動
産
業
2
1
.5
％
そ
の
他
の
製
造
業
2
7
.3
％
卸
売
業
2
8
.8
％
－
－
－
卸
売
業
2
1
.4
％
農
林
水
産
業
1
8
.2
％
金
融
保
険
業
6
.0
％
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⑶
 　
航
空
機
騒
音
障
害
区
域
の
内
か
ら
外
へ
の
買
換
え
8
7
9
5
9
3
2
1
8
8
運輸
通信
公益
事業
7
9
.7
％
化
学
工
業
4
7
.1
％
新
聞
業
，
出
版
業
又
は
印
刷
業
4
3
.7
％
3
1
1
8
－
通
信
機
械
器
具
製
造
業
1
0
.6
％
不
動
産
業
3
0
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
3
.6
％
9
9
.1
％
9
6
.1
％
－
不
動
産
業
6
.1
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
1
.4
％
卸
売
業
1
9
.9
％
⑷
 　
過
疎
地
域
の
外
か
ら
内
へ
の
買
換
え
3
8
不
動
産
業
5
5
.2
％
－
パ
ル
プ
，
紙
，
紙
製
品
製
造
業
3
4
.3
％
－
運輸
通信
公益
事業
1
0
.5
％
⑸
 　
都
市
機
能
誘
導
区
域
の
外
か
ら
内
へ
の
買
換
え
2
3
建
設
業
5
0
.1
％
－
不
動
産
業
4
9
.9
％
－
－
－
⑹
 　
既
成
市
街
地
等
及
び
こ
れ
に
類
す
る
一
定
の
区
域
（
人
口
集
中
地
区
）
内
に
お
け
る
土
地
の
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
利
用
に
資
す
る
施
策
の
実
施
に
伴
う
土
地
等
の
買
換
え
6
4
5
8
1
4
サ
ー
ビ
ス
業
4
5
.4
％
農
林
水
産
業
4
0
.9
％
不
動
産
業
6
0
.4
％
－
－
－
不
動
産
業
2
5
.7
％
小
売
業
3
5
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
3
.0
％
－
－
－
運輸
通信
公益
事業
1
6
.6
％
卸
売
業
2
3
.4
％
産
業
用
電
気
機
械
器
具
製
造
業
1
0
.5
％
⑺
 　
農
用
地
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
買
換
え
4
5
8
3
1
3
8
3
不
動
産
業
5
3
.1
％
不
動
産
業
8
3
.5
％
不
動
産
業
4
4
.0
％
－
－
4
6
卸
売
業
4
6
.9
％
卸
売
業
6
.1
％
運輸
通信
公益
事業
1
6
.9
％
－
－
5
5
.1
％
－
－
建
設
業
5
.3
％
小
売
業
1
1
.3
％
⑻
 　
防
災
再
開
発
促
進
地
区
の
う
ち
危
険
密
集
市
街
地
内
に
お
け
る
防
災
街
区
整
備
事
業
に
関
す
る
都
市
計
画
の
実
施
に
伴
う
土
地
等
の
買
換
え
4
1
1
7
2
1
2
5
不
動
産
業
5
1
.2
％
建
設
業
1
0
0
.0
％
食
料
品
製
造
業
3
1
.7
％
－
－
2
4
運輸
通信
公益
事業
3
4
.8
％
－
－
不
動
産
業
2
2
.4
％
－
－
9
4
.0
％
木
材
，
木
製
品
製
造
業
1
4
.0
％
－
－
金
融
保
険
業
1
9
.5
％
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⑼
 　
所
有
期
間
が1
0年
を
超
え
る
国
内
に
あ
る
土
地
等，
建
物
又
は
構
築
物
か
ら
国
内
に
あ
る
一
定
の
土
地
等，
建
物，
構
築
物
若
し
く
は
機
械
装
置
又
は
国
内
に
あ
る
鉄道
事業
用車
両運
搬具
への
買換
え
8
1
8
9
0
8
8
8
3
2
,7
9
0
3
,3
2
3
4
,4
8
9
不
動
産
業
2
1
.7
％
運輸
通信
公益
事業
1
8
.4
％
不
動
産
業
3
3
.9
％
1
,0
8
5
1
,3
3
0
2
,1
7
6
そ
の
他
の
製
造
業
1
9
.4
％
不
動
産
業
1
6
.3
％
そ
の
他
の
製
造
業
1
1
.1
％
3
8
.9
％
4
0
.0
％
4
8
.5
％
運輸
通信
公益
事業
9
.3
％
そ
の
他
の
製
造
業
1
0
.1
％
石
油
製
品
製
造
業
9
.7
％
⑽
 　
日
本
船
舶
か
ら
日
本
船
舶
へ
の
買
換
え
5
5
5
3
6
3
8
3
7
6
1
2
7
運輸
通信
公益
事業
8
6
.0
％
運輸
通信
公益
事業
7
6
.3
％
運輸
通信
公益
事業
8
4
.4
％
6
2
4
8
8
6
サ
ー
ビ
ス
業
4
.8
％
不
動
産
業
1
1
.8
％
卸
売
業
4
.9
％
7
5
.6
％
6
3
.8
％
6
7
.7
％
不
動
産
業
3
.3
％
農
林
水
産
業
8
.9
％
そ
の
他
3
.8
％
⑾
 　
特
別
勘
定
の
設
定
に
よ
り
課
税
の
特
例
を
受
け
た
場
合
の
そ
の
特
別
勘
定
に
係
る
買
換
え
5
5
2
1
2
不
動
産
業
2
3
.9
％
1
8
3
輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
2
2
.8
％
8
6
.1
％
化
学
工
業
2
1
.7
％
⑿
 　
誘
致
区
域
（
工
業
団
地
造
成
事
業
に
よ
り
造
成
さ
れ
た
敷
地
の
区
域
）
の
外
か
ら
内
へ
の
買
換
え
2
2
5
1
0
6
不
動
産
業
1
0
0
.0
％
小
売
業
9
4
.8
％
不
動
産
業
9
9
.9
％
－
－
－
－
－
そ
の
他
の
製
造
業
5
.2
％
建
設
業
0
.1
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
⒀
 　
都
市
開
発
区
域
等
（
一
定
の
都
市
開
発
区
域
及
び
過
疎
地
域
）
及
び
誘
致
区
域
の
外
か
ら
都
市
開
発
区
域
等
の
内
へ
の
買
換
え
9
1
4
6
5
3
0
2
1
0
3
1
5
0
不
動
産
業
5
7
.8
％
不
動
産
業
8
2
.0
％
不
動
産
業
9
9
.4
％
2
4
8
8
1
－
化
学
工
業
2
5
.1
％
サ
ー
ビ
ス
業
4
.1
％
食
料
品
製
造
業
0
.3
％
8
2
.1
％
7
9
.0
％
－
運輸
通信
公益
事業
4
.0
％
繊
維
工
業
2
.8
％
建
設
業
0
.2
％
特
定
の
交
換
分
合
に
よ
り
土
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
大
規
模
な
住
宅
地
等
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
0
1
0
－
0
－
－
－
不
動
産
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
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特
定
普
通
財
産
と
そ
の
隣
接
す
る
土
地
等
の
交
換
の
場
合
の
課
税
の
特
例
1
0
1
0
－
0
食
料
品
製
造
業
1
0
0
.0
％
－
－
化
学
工
業
1
0
0
.0
％
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
平
成
2
1
年
及
び
平
成
2
2
年
に
土
地
等
の
先
行
取
得
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
1
8
6
1
4
4
1
4
2
3
6
8
3
7
2
2
2
5
金
融
保
険
業
4
4
.8
％
金
融
保
険
業
4
0
.6
％
金
融
保
険
業
4
4
.1
％
2
7
2
2
9
8
1
3
7
不
動
産
業
3
0
.7
％
不
動
産
業
3
6
.6
％
不
動
産
業
2
1
.4
％
7
3
.9
％
8
0
.1
％
6
0
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
7
.0
％
小
売
業
6
.7
％
運輸
通信
公益
事業
9
.9
％
技
術
研
究
組
合
の
所
得
の
計
算
の
特
例
8
1
5
1
3
1
0
2
7
8
サ
ー
ビ
ス
業
9
3
.1
％
サ
ー
ビ
ス
業
6
8
.3
％
そ
の
他
5
3
.9
％
－
2
7
8
そ
の
他
6
.9
％
そ
の
他
3
1
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
4
.1
％
－
9
9
.3
％
9
9
.8
％
－
－
－
－
小
売
業
2
1
.7
％
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
7
4
,1
3
1
9
5
,8
1
4
1
1
9
,4
0
6
1
,1
8
7
1
,4
6
7
1
,6
8
2
金
融
保
険
業
3
2
.6
％
金
融
保
険
業
2
5
.8
％
金
融
保
険
業
1
9
.0
％
3
3
7
3
4
6
3
0
3
サ
ー
ビ
ス
業
1
4
.0
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
5
.6
％
建
設
業
1
7
.7
％
2
8
.4
％
2
3
.6
％
1
8
.0
％
建
設
業
1
1
.0
％
建
設
業
1
3
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
7
.4
％
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
み
な
し
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
1
8
3
8
4
7
1
1
1
そ
の
他
7
8
.5
％
そ
の
他
5
0
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
4
7
.6
％
1
1
1
小
売
業
1
1
.5
％
サ
ー
ビ
ス
業
3
9
.7
％
そ
の
他
3
6
.6
％
9
4
.0
％
7
2
.2
％
6
7
.6
％
サ
ー
ビ
ス
業
8
.6
％
小
売
業
1
0
.0
％
小
売
業
1
3
.9
％
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
等
に
対
す
る
寄
附
金
の
損
金
算
入
の
特
例
1
3
,1
7
7
1
6
,4
7
1
1
7
,0
9
8
1
0
3
1
0
6
8
3
サ
ー
ビ
ス
業
3
5
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
8
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
2
5
.7
％
5
9
4
2
1
7
化
学
工
業
1
8
.9
％
運輸
通信
公益
事業
1
5
.9
％
金
融
保
険
業
1
0
.9
％
5
7
.9
％
3
9
.6
％
2
0
.4
％
金
融
保
険
業
1
2
.6
％
金
融
保
険
業
1
3
.1
％
卸
売
業
1
0
.8
％
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
の
計
算
の
特
例
4
0
5
2
4
7
3
4
4
サ
ー
ビ
ス
業
9
7
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
9
9
.2
％
サ
ー
ビ
ス
業
8
6
.3
％
1
2
2
そ
の
他
2
.2
％
そ
の
他
0
.8
％
そ
の
他
1
3
.7
％
5
1
.6
％
4
0
.1
％
4
2
.9
％
－
－
－
－
－
－
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特
定
の
医
療
法
人
の
法
人
税
率
の
特
例
2
3
4
2
3
2
2
3
0
5
9
4
5
6
6
4
4
5
サ
ー
ビ
ス
業
9
8
.2
％
サ
ー
ビ
ス
業
9
7
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
9
6
.6
％
2
1
8
2
1
1
1
1
2
そ
の
他
1
.8
％
そ
の
他
2
.7
％
そ
の
他
3
.4
％
3
6
.8
％
3
7
.3
％
2
5
.1
％
－
－
－
－
－
－
農
業
生
産
法
人
の
肉
用
牛
の
売
却
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
1
,0
2
0
1
,1
1
7
1
,2
2
4
2
1
4
2
2
9
2
3
4
農
林
水
産
業
9
4
.8
％
農
林
水
産
業
9
6
.4
％
農
林
水
産
業
9
4
.1
％
3
9
4
1
3
2
そ
の
他
2
.6
％
食
料
品
製
造
業
1
.5
％
そ
の
他
2
.4
％
1
8
.3
％
1
7
.8
％
1
3
.5
％
卸
売
業
1
.3
％
そ
の
他
1
.3
％
卸
売
業
1
.6
％
転
廃
業
助
成
金
等
に
係
る
課
税
の
特
例
1
3
7
3
6
0
0
サ
ー
ビ
ス
業
6
3
.4
％
サ
ー
ビ
ス
業
7
6
.7
％
サ
ー
ビ
ス
業
1
0
0
.0
％
6
－
－
農
林
水
産
業
3
6
.5
％
農
林
水
産
業
1
0
.8
％
－
－
9
9
.9
％
－
－
不
動
産
業
0
.0
％
不
動
産
業
1
0
.5
％
－
－
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
4
3
1
,0
3
8
4
5
9
,7
2
9
5
0
4
,5
6
8
2
,4
2
3
2
,6
1
3
2
,8
5
1
サ
ー
ビ
ス
業
3
2
.3
％
サ
ー
ビ
ス
業
3
1
.8
％
サ
ー
ビ
ス
業
3
0
.7
％
0
0
0
建
設
業
1
1
.9
％
建
設
業
1
3
.4
％
建
設
業
1
5
.4
％
0
.0
1
％
0
.0
1
％
0
.0
1
％
小
売
業
9
.8
％
小
売
業
9
.5
％
小
売
業
9
.0
％
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
に
係
る
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
8
,5
8
4
6
,8
0
9
4
,0
4
8
5
7
3
7
7
2
1
,0
0
3
金
融
保
険
業
6
9
.5
％
金
融
保
険
業
7
9
.4
％
金
融
保
険
業
8
7
.3
％
3
1
1
5
0
1
7
3
7
卸
売
業
4
.5
％
卸
売
業
2
.5
％
不
動
産
業
2
.3
％
5
4
.3
％
6
4
.8
％
7
3
.5
％
不
動
産
業
3
.9
％
運輸
通信
公益
事業
2
.2
％
運輸
通信
公益
事業
1
.7
％
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
1
2
1
4
1
3
1
,0
0
7
9
3
9
1
,2
3
2
金
融
保
険
業
1
0
0
.0
％
金
融
保
険
業
1
0
0
.0
％
金
融
保
険
業
1
0
0
.0
％
1
,0
0
7
9
3
9
1
,2
3
2
－
－
－
－
－
－
9
9
.9
％
9
9
.9
％
9
9
.9
％
－
－
－
－
－
－
特
定
目
的
会
社
に
係
る
課
税
の
特
例
5
0
1
4
8
9
5
1
4
2
,6
6
0
2
,8
7
0
4
,8
0
6
金
融
保
険
業
9
7
.5
％
金
融
保
険
業
9
2
.3
％
金
融
保
険
業
9
0
.4
％
9
8
4
9
5
2
1
,6
3
0
不
動
産
業
1
.3
％
不
動
産
業
6
.8
％
不
動
産
業
7
.3
％
3
7
.0
％
3
3
.2
％
3
3
.9
％
そ
の
他
1
.0
％
そ
の
他
0
.8
％
そ
の
他
1
.1
％
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投
資
法
人
に
係
る
課
税
の
特
例
7
6
9
0
1
0
7
1
,9
6
0
2
,5
4
2
3
,1
6
5
金
融
保
険
業
9
7
.5
％
金
融
保
険
業
9
7
.9
％
金
融
保
険
業
9
7
.6
％
1
,0
9
0
8
1
1
1
,3
4
4
不
動
産
業
2
.5
％
不
動
産
業
2
.1
％
不
動
産
業
2
.4
％
5
5
.6
％
3
1
.9
％
4
2
.4
％
－
－
－
－
－
－
特
定
目
的
信
託
に
係
る
受
託
法
人
の
課
税
の
特
例
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
特
定
投
資
信
託
に
係
る
受
託
法
人
の
課
税
の
特
例
0
0
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
（
注
）　
１
 ．「
適
用
額
（
億
円
）」
の
欄
に
つ
い
て
は
，
上
段
は
適
用
総
額
を
，
中
段
は
上
位
1
0
社
の
適
用
額
合
計
を
，
下
段
の
割
合
は
各
措
置
の
適
用
総
額
に
占
め
る
上
位
1
0
社
の
適
用
額
合
計
の
割
合
を
，
そ
れ
ぞ
れ
記
載
し
て
い
る
。
　
　
　
２
 ．
適
用
件
数
が
1
0
件
以
下
で
あ
る
措
置
又
は
適
用
額
の
上
限
が
定
額
で
あ
る
措
置
に
つ
い
て
は
，
上
位
1
0
社
の
適
用
額
合
計
（
億
円
）
の
記
載
を
省
略
し
て
い
る
。
　
　
　
３
．「
主
な
適
用
業
種
及
び
業
種
別
割
合
」
の
欄
は
各
措
置
の
適
用
総
額
に
占
め
る
適
用
業
種
ご
と
の
適
用
額
の
割
合
を
記
載
し
て
い
る
。
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Ⅷ　法人税関係租税特別措置の概要と適用状況の総括表
　　──概要説明・適用期限・適用法人数・適用額──
　租税特別措置の適用実態調査の対象になった法人税関係の特別措置に関
して，根拠条文，措置名，措置の概要，適用期限を記載し，平成24年から
平成26年度の３カ年度分について，適用件数，適用法人数，適用総額につ
き詳細に示した総括表を掲載する。
　この総括表の作成要領は，次のようである。
　① 　根拠条文，措置名及び措置の概要は，いずれも平成27年３月31日現
在のものである。ただし，改正により同年４月１日以後適用される措
置については，その改正内容を記載している。
　② 　適用期限は，平成27年４月１日現在のものであり，同日前に廃止さ
れた措置又は措置の一部については，その旨を記載している。
　③ 　適用件数，適用法人数及び適用総額の各欄については，上段は単体
法人，下段は連結法人の計数を記載している。
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根
拠
条
文
措
置
名
措
置
の
概
要
適
用
期
限
2
4
年
度
2
5
年
度
2
6
年
度
適
用
件
数
適
用
法
人
数
適
用
総
額
（
千
円
）
適
用
件
数
適
用
法
人
数
適
用
総
額
（
千
円
）
適
用
件
数
適
用
法
人
数
適
用
総
額
（
千
円
）
4
2
の
3
の
2
，
6
8
の
8
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例
　
中
小
企
業
者
等
の
各
事
業
年
度
の
所
得
金
額
の
う
ち
年
8
0
0
万
円
以
下
の
金
額
に
対
す
る
法
人
税
の
軽
減
税
率
を
1
5
％
（
本
則
：
1
9
％
）
と
す
る
。
※
　
中
小
企
業
者
等
　
①
 　
普
通
法
人
の
う
ち
各
事
業
年
度
終
了
の
時
に
お
い
て
資
本
金
の
額
若
し
く
は
出
資
金
の
額
が
１
億
円
以
下
で
あ
る
も
の
若
し
く
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し
な
い
も
の
（
保
険
業
法
に
規
定
す
る
相
互
会
社
等
を
除
く
。）
又
は
人
格
の
な
い
社
団
等
　
②
　
一
般
社
団
法
人
等
又
は
み
な
し
公
益
法
人
等
　
③
 　
公
益
法
人
等
（
②
を
除
く
。）
又
は
協
同
組
合
等
　
④
　
特
定
の
医
療
法
人
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
. 3
. 3
1
①
6
6
1
, 8
0
1
2
1
1
6
6
0
, 3
6
3
2
1
0
2
, 40
0
, 53
6
, 71
2
1
, 5
7
1
, 1
1
2
7
0
6
, 8
7
4
2
7
9
7
0
5
, 2
8
4
2
7
6
2
, 61
9
, 13
4
, 04
8
2
, 0
5
5
, 4
8
2
7
5
5
, 6
9
7
3
1
2
7
5
3
, 9
5
9
3
0
9
2
, 84
7
, 05
9
, 74
2
2
, 2
6
6
, 2
3
1
②
9
, 9
4
5 －
9
, 9
2
3 －
2
0
, 1
4
9
, 5
9
8 －
5
, 9
6
3 －
5
, 9
5
0 －
1
8
, 9
9
6
, 1
3
3 －
6
, 5
7
0 －
6
, 5
6
1 －
2
0
, 4
9
0
, 8
8
8 －
③
3
2
, 2
1
6 6
3
2
, 1
5
7 6
7
3
, 6
0
0
, 1
3
7
3
5
, 7
3
1
3
1
, 0
7
7 7
3
1
, 0
2
9 7
6
9
, 0
8
9
, 7
1
3
4
8
, 0
5
4
3
0
, 4
6
6 7
3
0
, 4
3
7 7
6
7
, 7
9
5
, 0
8
1
5
3
, 2
3
7
④
3
1
2 －
3
1
2 －
2
, 0
0
9
, 5
0
4 －
2
8
8 －
2
8
8 －
1
, 9
0
1
, 6
7
2 －
2
8
5 －
2
8
4 －
1
, 9
2
3
, 8
8
0 －
4
2
の
4
，
4
2
の
4
の
2
，
6
8
の
9
，
6
8
の
9
の
2
試
験
研
究
を
行
っ
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
（
研
究
開
発
税
制
）
⑴
 　
試
験
研
究
費
総
額
の
８
～
1
0
％
（
試
験
研
究
費
割
合
に
応
じ
た
税
額
控
除
割
合
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
⑵
 　
特
別
試
験
研
究
費
の
額
に
つ
い
て
1
2
％
か
ら
⑴
の
税
額
控
除
割
合
を
控
除
し
た
割
合
に
よ
る
税
額
控
除
（
⑴
と
合
わ
せ
て
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
⑶
 　
中
小
企
業
者
等
の
試
験
研
究
費
の
額
に
つ
い
て
は
，
⑴
・
⑵
・
⑷
の
適
用
に
代
え
て
，
そ
の
総
額
の
1
2
％
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
⑷
 　
当
期
の
試
験
研
究
費
の
額
が
前
期
を
超
え
て
い
る
事
業
年
度
に
，
⑴
及
び
⑵
の
控
除
限
度
超
過
額
が
あ
る
場
合
に
は
，
１
年
間
の
繰
越
控
除
（
⑴
及
び
⑵
と
⑴
～
⑶
な
し
⑴
3
, 1
4
4
1
5
3
3
, 1
2
9
1
5
3
2
0
4
, 2
0
4
,9
6
5
9
7
, 4
6
4
, 2
6
2
3
, 5
1
4
2
1
9
3
, 5
0
4
2
1
9
2
6
9
, 8
2
7
, 1
0
1
2
0
9
, 8
1
7
, 8
8
4
3
, 4
4
8
2
5
9
3
, 4
3
6
2
5
8
2
5
8
, 2
3
0
, 4
8
0
2
6
9
, 9
1
6
, 7
7
7
⑵
9
4 6
9
4 6
5
1
, 4
9
6
1
1
, 9
6
4
1
3
0
1
7
1
3
0
1
7
1
3
7
, 3
3
6
2
0
, 6
0
3
1
4
1
2
0
1
4
1
2
0
1
2
6
, 5
3
3
1
7
9
, 8
8
8
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合
わ
せ
て
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
⑸
 　
当
期
の
試
験
研
究
費
の
額
が
前
期
を
超
え
て
い
る
事
業
年
度
に
，
⑶
の
控
除
限
度
超
過
額
が
あ
る
場
合
に
は
，
１
年
間
の
繰
越
控
除
（
⑶
と
合
わ
せ
て
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
※
 　
⑴
～
⑸
に
つ
い
て
，
平
成
2
5
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
7
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
お
い
て
，
控
除
税
額
の
上
限
を
当
期
の
法
人
税
額
の
3
0
％
と
す
る
特
例
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。
⑹
 　
平
成
2
0
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
お
い
て
，
⑴
～
⑸
と
は
別
枠
で
，
次
の
①
又
は
②
の
い
ず
れ
か
の
選
択
適
用
（
当
期
の
法
人
税
額
の
1
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
　
①
 　
増
加
型
：
増
加
試
験
研
究
費
の
額
の
3
0
％
（
増
加
試
験
研
究
費
割
合
が
3
0
％
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
，
そ
の
増
加
試
験
研
究
費
割
合
）
の
税
額
控
除
（
※
2
6
改
正
前
：
増
加
試
験
研
究
費
の
額
の
５
％
の
税
額
控
除
）
　
②
 　
高
水
準
型
：
試
験
研
究
費
の
額
の
う
ち
平
均
売
上
金
額
の
1
0
％
を
超
え
る
部
分
の
金
額
に
つ
い
て
超
過
税
額
控
除
割
合
の
税
額
控
除
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
・
控
除
税
額
の
上
限
を
当
期
の
法
人
税
額
の
3
0
％
と
す
る
特
例
の
廃
止
と
と
も
に
新
た
に
以
下
の
措
置
に
よ
り
控
除
税
額
の
上
限
の
総
枠
を
当
期
の
法
人
税
額
の
3
0
％
と
し
た
・
上
記
⑵
の
制
度
の
税
額
控
除
率
を
特
別
試
験
研
究
の
区
分
に
応
じ
2
0
％
又
は
3
0
％
（
改
正
前
：
1
2
％
）
に
引
き
上
げ
，
控
除
税
額
の
上
限
を
上
記
⑴
及
び
⑶
の
制
度
と
は
別
枠
で
当
期
の
法
人
税
額
の
５
％
と
し
た
・
特
別
試
験
研
究
費
の
範
囲
に
つ
い
て
見
直
し
た
⑶
4
, 6
9
2
1
4
4
, 6
8
1
1
4
2
0
, 9
6
7
, 0
3
0
1
9
6
, 8
5
4
5
, 1
7
3
2
4
5
, 1
7
1
2
4
2
1
, 4
1
4
, 6
5
8
2
, 7
0
8
, 3
7
8
5
, 3
5
4
2
6
5
, 3
4
5
2
6
2
4
, 8
0
2
, 2
7
5
2
, 5
8
5
, 2
4
2
⑷
・
⑸
廃
止
（
2
7
改
正
）
⑷
3
1
2
4
3
3
1
1
4
3
2
5
, 4
8
9
, 2
6
9
1
8
, 5
1
2
, 6
3
3
2
9
2
3
8
2
9
2
3
8
1
5
, 4
7
0
, 1
8
2
6
1
, 8
1
5
, 0
3
1
1
5
9
1
9
1
5
9
1
9
3
, 7
9
1
, 5
7
7
5
, 4
2
0
, 9
0
1
⑸
3
7
6 2
3
7
6 2
1
, 6
0
3
, 9
6
4
2
7
, 5
6
1
5
2
0 2
5
2
0 2
1
, 1
0
7
, 2
7
3
3
7
, 2
4
4
2
6
7 2
2
6
7 2
5
2
7
, 7
2
1
8
, 6
5
3
⑹ H
2
9
. 3
. 3
1
⑹ ①
2
, 1
5
3
5
7
2
, 1
4
8
5
7
1
1
, 8
0
4
, 7
4
6
5
, 5
0
6
, 3
5
8
2
, 5
7
3
7
6
2
, 5
6
6
7
6
1
6
, 9
4
6
, 2
6
5
1
3
, 7
0
1
, 8
9
8
2
, 5
9
8
1
0
4
2
, 5
9
7
1
0
4
4
6
, 9
6
9
, 1
7
4
5
6
, 5
2
3
, 9
6
8
⑹ ②
1
2
5
1
2
5
7
, 9
6
3
, 9
2
0
1
2
3
1
2
3
1
0
, 6
6
9
, 9
4
7
1
2
9
1
2
8
5
, 5
3
0
, 6
9
3
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・
上
記
⑴
及
び
⑶
の
制
度
の
控
除
税
額
の
上
限
を
当
期
の
法
人
税
額
の
2
5
％
（
改
正
前
：
2
0
％
）
と
し
た
・
上
記
⑷
及
び
⑸
の
制
度
を
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
分
の
法
人
税
に
つ
い
て
適
用
）
6
6
1
, 3
5
3
, 1
3
2
2
2
3
0
0
, 8
9
7
1
1
1
7
0
旧
4
2
の
5
，
旧
6
8
の
1
0
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
投
資
促
進
税
制
）
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
設
備
等
の
取
得
等
を
し
て
，
こ
れ
を
１
年
以
内
に
事
業
供
用
し
た
場
合
に
は
，
基
準
取
得
価
額
の
①
3
0
％
の
特
別
償
却
（
平
成
2
1
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
4
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
取
得
等
を
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改
革
推
進
設
備
等
は
即
時
償
却
）
又
は
②
７
％
の
税
額
控
除
（
中
小
企
業
者
等
の
み
適
用
が
で
き
，
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
※
 　
平
成
2
4
年
４
月
１
日
前
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
適
用
廃
止
（
2
3
改
正
）
①
1
, 9
3
3 8
1
, 9
3
3 8
4
6
, 1
1
0
, 5
2
1
6
4
0
, 2
5
4
1
, 5
3
3 7
1
, 5
3
3 7
5
5
, 0
1
9
, 2
9
8
1
, 6
9
8
, 7
2
9
②
4
0
9 －
4
0
8 －
2
3
8
, 6
4
5 －
1
4
5 1
1
4
5 1
1
0
9
, 8
9
8
3
, 7
7
2
4
2 －
4
2 －
2
3
1
, 0
9
5 －
4
2
の
5
，
6
8
の
1
0
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
（
環
境
関
連
投
資
促
進
税
制
）
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
の
取
得
等
を
し
て
，
こ
れ
を
１
年
以
内
に
事
業
供
用
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
3
0
％
の
特
別
償
却
（
平
成
2
5
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
7
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
取
得
等
を
し
た
太
陽
光
発
電
設
備
及
び
風
力
発
電
設
備
は
即
時
償
却
）
又
は
②
７
％
の
税
額
控
除
（
中
小
企
業
者
等
の
み
適
用
が
で
き
，
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
即
時
償
却
に
つ
い
て
，
対
象
資
産
か
ら
太
陽
光
発
電
設
備
を
除
外
し
た
上
，
適
用
期
限
を
１
年
延
長
H
2
8
. 3
. 3
1
（
即
時
償
却
も
同
じ
）
①
2
,7
9
9
3
5
2
,7
9
8
3
5
1
0
7
,9
3
4
,8
8
9
8
,0
1
8
,6
1
8
1
0
,0
4
7
7
8
1
0
, 0
4
6
7
8
4
9
1
, 1
3
2
, 2
2
4
6
1
, 3
1
9
, 9
3
4
1
4
, 1
9
0
6
2
1
4
, 1
8
5
6
2
7
8
7
, 7
3
5
, 5
9
6
6
2
, 1
5
9
, 1
1
2
②
7
1
0 －
7
1
0 －
6
3
3
,7
0
4 －
1
,8
0
7 5
1
,8
0
7 5
2
,2
4
2
,3
4
4
2
5
,4
7
0
2
,3
2
5 6
2
,3
2
2 6
3
,2
5
7
,4
4
4
7
,0
6
2
4
2
の
6
，
6
8
の
1
1
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
　
中
小
企
業
者
等
が
，
特
定
機
械
装
置
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
（
船
舶
は
取
得
価
額
の
7
5
％
）
の
①
3
0
％
の
特
別
償
却
又
は
②
７
％
の
税
額
控
除
（
特
定
中
小
企
業
者
等
に
限
り
，
当
期
の
法
人
税
額
の
H
2
9
. 3
. 3
1
①
2
4
,2
9
3
4
9
2
4
,2
8
4
4
9
2
2
6
,4
1
9
,3
3
5
1
,7
4
9
,4
1
9
2
7
,7
8
5
6
2
2
7
,7
6
7
6
2
2
5
7
,7
7
8
,2
2
2
6
,4
1
1
,4
9
9
3
1
,6
5
4
7
4
3
1
,6
4
1
7
3
3
2
0
,0
9
1
,5
3
8
7
,1
2
1
,2
4
5
324
の
特
別
控
除
（
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
）
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
　
ま
た
，
中
小
企
業
者
等
が
，
特
定
機
械
装
置
等
の
う
ち
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
に
該
当
す
る
も
の
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
①
即
時
償
却
又
は
②
取
得
価
額
の
７
％
（
特
定
中
小
企
業
者
等
は
1
0
％
）
の
税
額
控
除
（
上
記
の
税
額
控
除
と
合
計
し
て
当
期
の
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
②
1
8
,4
6
4
1
5
1
8
,4
6
1
1
5
1
3
,1
2
9
,0
8
0
3
9
,1
1
9
2
2
,9
6
6
1
7
2
2
,9
5
4
1
7
1
4
, 8
8
3
, 7
3
9
4
2
, 8
0
2
2
9
, 7
7
3
3
7
2
9
, 7
6
3
3
7
2
0
, 9
9
8
, 0
8
3
3
9
1
, 1
1
7
4
2
の
9
，
6
8
の
1
3
沖
縄
の
観
光
地
形
成
促
進
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
観
光
地
形
成
促
進
地
域
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
4
2
の
9
，
6
8
の
1
3
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
振
興
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
振
興
地
域
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
9 2
9 2
5
5
7
,7
0
7
2
9
4
,9
2
6
9 2
9 2
4
1
7
,1
6
5
2
6
2
,9
8
4
1
1 2
1
1 2
4
3
5
,6
2
5
2
5
7
,6
2
9
4
2
の
9
，
4
5
,
6
8
の
1
3
,
6
8
の
2
7
沖
縄
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
3
4
％
（
建
物
等
は
2
0
％
）
の
特
別
償
却
又
は
②
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
H
2
9
. 3
. 3
1
①
2 －
2 －
2
8
,9
1
8 －
5 －
5 －
1
4
5
,6
1
6 －
4 －
4 －
8
5
,9
1
2 －
②
6 －
6 －
2
0
0
,6
0
8 －
2
5 －
2
5 －
5
6
1
,0
8
3 －
3
1 －
3
1 －
3
5
3
,8
9
7 －
4
2
の
9
，
4
5
，
6
8
の
1
3
，
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
い
て
工
業
　
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
5
0
％
（
建
物
等
は
2
5
％
）
の
特
別
償
却
又
は
②
H
2
9
.3
.3
1
①
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
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6
8
の
2
7
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
②
1 －
1 －
1
1
,5
0
5 －
2 －
2 －
1
2
,7
4
0 －
3 －
3 －
4
,7
7
9 －
4
2
の
9
，
4
5
，
6
8
の
1
3
，
6
8
の
2
7
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
5
0
％
（
建
物
等
は
2
5
％
）
の
特
別
償
却
又
は
②
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
①
－ －
－ －
－ －
②
－ －
－ －
－ －
旧
4
2
の
9
，
旧
6
8
の
1
3
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
※
 　
2
6
改
正
：
本
措
置
を
上
記
「
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
係
る
措
置
」
に
改
組
廃
止
（
2
6
改
正
）
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
4
2
の
9
，
6
8
の
1
3
沖
縄
の
特
定
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
上
記
「
沖
縄
の
観
光
地
形
成
促
進
地
域
」
か
ら
「
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
」
ま
で
の
税
額
控
除
制
度
に
お
け
る
繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過
額
が
あ
る
場
合
に
は
，
そ
の
繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過
額
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
8 1
8 1
1
4
,2
9
1
3
,6
9
6
7 －
7 －
1
9
,0
3
3 －
1
5 －
1
4 －
5
4
,7
0
6 －
旧
4
2
の
1
0
,
旧
6
8
の
1
4
沖
縄
の
特
定
中
小
企
業
者
が
経
営
革
新
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
承
認
経
営
革
新
計
画
に
従
っ
て
経
営
革
新
の
た
め
の
事
業
を
行
う
特
定
中
小
企
業
者
が
，
経
営
革
新
設
備
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
3
4
％
（
建
物
等
は
2
0
％
）
の
特
別
償
却
又
は
②
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，控
除
限
度
超
過
額
は
４
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
※
 　
平
成
2
4
年
４
月
1
日
前
に
承
認
経
営
革
新
計
画
に
係
る
承
認
を
受
け
た
法
人
の
平
成
2
5
年
３
月
3
1
日
以
廃
止
（
2
4
改
正
）
①
1 －
1 －
1
0
6
,1
8
0 －
－ －
－ －
－ －
②
2 －
2 －
1
,6
6
3 －
6 －
6 －
1
5
,8
0
2 －
1 －
1 －
1
0 －
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前
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
適
用
4
2
の
1
0
，
6
8
の
1
4
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
の
一
定
の
特
定
事
業
の
実
施
主
体
と
し
て
認
定
区
域
計
画
に
定
め
ら
れ
た
法
人
が
，
国
家
戦
略
特
別
区
域
内
に
お
い
て
，
特
定
機
械
装
置
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
5
0
％
（
建
物
等
は
2
5
％
）
の
特
別
償
却
（
特
定
中
核
事
業
用
設
備
は
即
時
償
却
）
又
は
②
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
・
特
定
中
核
事
業
に
革
新
的
な
情
報
サ
ー
ビ
ス
を
活
用
し
た
農
業
の
生
産
性
向
上
に
係
る
研
究
開
発
に
関
す
る
事
業
を
追
加
・
特
定
中
核
事
業
以
外
の
事
業
に
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
ク
ー
ル
の
整
備
に
関
す
る
事
業
を
追
加
し
た
上
，
対
象
資
産
に
そ
の
事
業
の
用
に
供
す
る
貸
付
用
の
建
物
等
を
追
加
H
2
8
.3
.3
1
①
－ －
－ －
－ －
②
－ －
－ －
－ －
4
2
の
1
1
，
6
8
の
1
5
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
総
合
特
別
区
域
法
の
指
定
法
人
が
，
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
内
に
お
い
て
，
特
定
機
械
装
置
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
5
0
％
（
建
物
等
は
2
5
％
）
の
特
別
償
却
又
は
②
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
税
額
控
除（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
H
2
8
. 3
. 3
1
①
5 －
5 －
2
7
9
,8
6
0 －
8 －
8 －
5
4
5
,2
3
6 －
6 －
6 －
2
7
0
,9
0
0 －
②
1
2 2
1
2 2
1
, 5
2
9
, 9
8
3
1
6
6
, 0
8
4
2
6 3
2
6 3
2
, 2
9
4
, 2
9
1
2
0
4
, 4
2
2
2
9 8
2
9 8
2
, 7
6
6
, 6
0
8
2
, 8
9
5
, 7
1
5
4
2
の
1
2
，
6
8
の
1
5
の
2
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
（
雇
用
促
進
税
制
）
　
本
制
度
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
等
に
お
い
て
，
事
業
主
都
合
に
よ
る
離
職
者
が
い
な
い
こ
と
の
要
件
を
満
た
す
法
人
が
，
増
加
雇
用
者
数
５
人
以
上
（
中
小
企
業
者
等
は
２
人
以
上
）
で
あ
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
，
4
0
万
円
に
増
加
雇
用
者
数
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
1
0
％
（
中
小
企
業
者
等
は
2
0
％
）
を
限
度
）
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
4
,3
3
1 3
4
,3
2
9 3
6
,3
6
9
,4
3
8
1
7
0
,2
4
3
4
,6
2
6 4
4
,6
2
5 4
7
,4
3
7
,2
8
8
8
1
,5
0
8
5
,0
0
0 7
4
,9
9
4 7
8
,7
6
4
,1
0
9
2
0
0
,1
8
3
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【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
本
制
度
に
次
の
措
置
が
追
加
さ
れ
た
・
地
方
活
力
向
上
地
域
特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
に
従
っ
て
移
転
又
は
新
増
設
を
し
た
特
定
業
務
施
設
に
お
け
る
増
加
雇
用
者
数
１
人
当
た
り
5
0
万
円
（
一
定
の
場
合
2
0
万
円
）
の
税
額
控
除
が
で
き
る
措
置
・
移
転
を
し
た
特
定
業
務
施
設
に
お
け
る
増
加
雇
用
者
数
１
人
当
た
り
最
大
３
年
間
3
0
万
円
の
税
額
控
除
が
で
き
る
措
置
4
2
の
1
2
の
2
，
6
8
の
1
5
の
３
国
内
の
設
備
投
資
額
が
増
加
し
た
場
合
の
機
械
等
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
当
期
に
取
得
等
を
し
た
生
産
等
資
産
で
当
期
末
に
お
い
て
有
す
る
も
の
の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
，
当
期
の
減
価
償
却
費
の
額
を
超
え
，
か
つ
，
前
期
に
取
得
等
を
し
た
生
産
等
資
産
の
取
得
価
額
の
合
計
額
の
1
1
0
％
相
当
額
を
超
え
る
場
合
に
は
，
そ
の
生
産
等
資
産
の
う
ち
機
械
装
置
の
取
得
価
額
の
①
3
0
％
の
特
別
償
却
又
は
②
３
％
の
税
額
控
除（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
分
に
つ
い
て
適
用
）
廃
止
（
2
7
改
正
）
①
1
5
0 6
1
5
0 6
1
8
,9
5
9
,9
0
7
8
,4
0
6
,9
7
2
1
9
1 6
1
9
1 6
3
,5
9
1
,0
3
5
3
,1
1
6
,4
9
6
②
7
6
3
6
8
7
6
3
6
8
1
6
,8
9
6
,6
2
7
2
,5
3
4
,5
4
4
7
0
6
5
4
7
0
6
5
4
1
0
,2
6
1
,3
5
3
3
,0
1
4
,6
8
7
4
2
の
1
2
の
3
，
6
8
の
1
5
の
4
特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
特
定
中
小
企
業
者
等
（
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関
等
に
よ
る
経
営
の
改
善
に
関
す
る
指
導
及
び
助
言
を
受
け
た
中
小
企
業
者
等
）
が
，
経
営
改
善
設
備
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
①
3
0
％
の
特
別
償
却
又
は
②
７
％
の
税
額
控
除
（
一
定
の
中
小
企
業
者
等
に
限
り
，
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
と
し
，
控
除
限
度
超
過
額
は
１
年
間
の
繰
越
し
）
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
者
か
ら
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関
等
を
除
外
し
，
対
象
設
備
を
見
直
し
た
上
，
適
用
期
限
を
2
年
延
長
H
2
9
.3
.3
1
①
8
7
0 3
8
6
9 2
3
, 3
7
6
, 1
6
7
5
, 5
8
0
1
, 1
7
0 3
1
, 1
6
8 3
5
, 8
0
2
, 0
3
0
2
8
, 5
6
9
②
2
, 4
1
7 3
2
, 4
1
7 3
1
, 1
3
7
, 9
8
2
1
8
5
4
, 2
8
9 －
4
, 2
8
3 －
1
, 8
9
9
, 8
4
2 －
4
2
の
1
2
の
4
，
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
　
国
内
雇
用
者
に
対
し
て
給
与
等
を
支
給
す
る
場
合
に
お
い
て
，
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
割
合
が
⑴
の
割
合
H
3
0
.3
.3
1
1
0
,8
2
3
1
0
,8
2
3
3
5
,5
2
3
,4
5
2
7
7
,9
9
2
7
7
,9
2
2
1
8
9
,5
7
6
,5
6
7
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6
8
の
1
5
の
5
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
以
上
で
，
⑵
及
び
⑶
の
要
件
を
満
た
す
と
き
は
，
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
額
の
1
0
％
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
1
0
％
（
中
小
企
業
者
等
は
2
0
％
）
を
限
度
）
が
で
き
る
。
⑴
 　
次
の
事
業
年
度
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
の
次
の
割
合
　
①
 　
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
：
２
％
　
②
 　
平
成
2
7
年
４
月
１
日
～
平
成
2
8
年
３
月
3
1
日
に
開
始
す
る
事
業
年
度
：
３
％
　
③
 　
平
成
2
8
年
４
月
１
日
～
平
成
3
0
年
３
月
3
1
日
に
開
始
す
る
事
業
年
度
：
５
％
⑵
 　
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
前
期
の
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
以
上
で
あ
る
こ
と
⑶
 　
平
均
給
与
等
支
給
額
が
前
期
の
平
均
給
与
等
支
給
額
を
超
え
る
こ
と
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
上
記
⑴
の
割
合
に
つ
い
て
，
次
の
法
人
の
区
分
ご
と
に
次
の
見
直
し
・
中
小
企
業
者
等
の
平
成
2
8
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
，
３
％
（
改
正
前
：
５
％
）
と
し
た
・
中
小
企
業
者
等
以
外
の
平
成
2
8
年
４
月
１
日
～
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
，
４
％
（
改
正
前
：
５
％
）
と
し
た
5
1
5
1
6
,4
7
7
,9
5
3
2
6
9
2
6
9
5
8
,2
1
2
,3
9
4
4
2
の
1
2
の
5
，
6
8
の
1
5
の
6
生
産
性
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
　
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
5
0
％
（
建
物
等
は
2
5
％
）
の
特
別
償
却
又
は
４
％
（
建
物
等
は
２
％
）
の
税
額
控
除
（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
　
な
お
，
産
業
競
争
力
強
化
法
の
施
行
の
日
（
平
成
2
6
年
１
月
2
0
日
）
か
ら
平
成
2
8
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
期
間
内
に
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
①
即
時
償
却
又
は
②
取
得
価
額
の
５
％
（
建
物
等
は
３
％
）
の
税
額
控
除
H
2
9
. 3
. 3
1
（
即
時
償
却
等
H
2
8
. 3.
3
1
）
①
1
5
,3
2
4
7
4
1
5
,3
1
8
7
4
5
3
3
,1
4
9
,8
6
1
3
9
,9
1
8
,1
6
3
②
5
,2
5
3
2
3
6
5
,2
4
5
2
3
6
7
1
,7
8
6
,7
0
8
2
5
,0
8
6
,9
2
5
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（
当
期
の
法
人
税
額
の
2
0
％
を
限
度
）
が
で
き
る
。
4
3
，
6
8
の
1
6
公
害
防
止
用
設
備
の
特
別
償
却
　
中
小
企
業
者
等
が
公
害
防
止
用
設
備
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
８
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
2 －
2 －
2
,1
4
0 －
3 －
3 －
5
1
,8
1
4 －
3 －
3 －
1
9
,5
5
4 －
4
3
，
6
8
の
1
6
船
舶
の
特
別
償
却
　
海
上
運
送
業
を
営
む
法
人
が
，
海
上
運
送
業
の
経
営
の
合
理
化
及
び
環
境
負
荷
の
低
減
に
資
す
る
船
舶
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
船
舶
の
区
分
に
応
じ
て
，
取
得
価
額
の
1
6
％
又
は
1
8
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
総
ト
ン
数
１
万
ト
ン
未
満
の
外
航
船
舶
の
除
外
そ
の
他
事
業
の
経
営
の
合
理
化
及
び
環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
に
係
る
要
件
を
見
直
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
. 3
. 3
1
5
6 1
5
6 1
5
9
,7
9
0
,3
6
7
1
, 1
6
4
, 6
5
6
3
9 2
3
9 2
2
4
,9
2
5
,1
4
4
1
, 7
7
7
, 3
5
5
3
8 －
3
8 －
2
5
,5
5
7
,7
8
3 －
4
3
の
2
，
6
8
の
1
7
耐
震
基
準
適
合
建
物
等
の
特
別
償
却
⑴
 　
耐
震
改
修
対
象
建
築
物
に
つ
き
，
耐
震
診
断
を
行
い
，
そ
の
結
果
の
報
告
を
行
っ
た
法
人
が
，
報
告
後
５
年
経
過
日
ま
で
に
，
耐
震
基
準
適
合
建
物
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
2
5
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
H
2
7
. 3
. 3
1
（
報
告
の
期
限
）
⑴
1
5 －
1
5 －
4
9
3
,3
1
7 －
⑵
 　
港
湾
隣
接
地
域
内
に
お
い
て
有
す
る
特
定
技
術
基
準
対
象
施
設
に
つ
き
，
港
湾
管
理
者
か
ら
の
求
め
に
対
し
技
術
基
準
の
う
ち
地
震
に
対
す
る
安
全
性
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
の
点
検
の
結
果
の
報
告
を
行
っ
た
法
人
が
，
報
告
後
３
年
経
過
日
ま
で
に
，
技
術
基
準
適
合
施
設
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
2
0
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
⑵
1 －
1 －
2
0
, 5
4
6 －
4
4
，
6
8
の
1
9
関
西
文
化
学
術
研
究
都
市
の
文
化
学
術
研
究
地
区
に
お
け
る
文
化
学
術
研
究
施
設
の
特
別
償
却
　
文
化
学
術
研
究
地
区
に
お
い
て
整
備
さ
れ
る
一
定
の
研
究
施
設
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
2
％
（
建
物
等
は
６
％
）
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
資
産
を
新
設
又
は
増
設
に
よ
り
取
得
等
を
し
た
も
の
に
限
定
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
. 3
. 3
1
2 －
2 －
1
, 5
8
7 －
2 －
2 －
3
, 0
2
3 －
1 1
1 1
3
, 7
7
6
1
0
,4
5
5
旧
4
4
，
集
積
区
域
に
お
け
　
集
積
区
域
に
お
い
て
，
集
積
産
業
用
資
産
の
取
得
等
廃
止
330
旧
6
8
の
2
0
る
集
積
産
業
用
資
産
の
特
別
償
却
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
5
％
（
建
物
等
は
８
％
）
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
※
 　
平
成
2
6
年
４
月
１
日
前
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
適
用
（
2
6
改
正
）
4
4 6
4
4 6
5
,2
4
6
,0
1
9
4
,6
8
6
,6
8
6
3
3 2
3
3 2
2
,5
1
9
,8
8
2
1
,5
3
7
,4
5
7
2
4 2
2
4 2
1
,0
9
0
,6
9
6
1
,7
3
6
,5
7
8
4
4
の
3
，
6
8
の
2
4
共
同
利
用
施
設
の
特
別
償
却
　
生
活
衛
生
同
業
組
合
又
は
生
活
衛
生
同
業
小
組
合
が
，
共
同
利
用
施
設
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
６
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
取
得
価
額
要
件
（
1
0
0
万
円
以
上
）
を
設
定
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
.3
.3
1
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
4
4
の
4
，
6
8
の
2
5
特
定
農
産
加
工
品
生
産
設
備
等
の
特
別
償
却
⑴
 　
経
営
改
善
計
画
の
承
認
を
受
け
た
特
定
農
産
加
工
業
者
が
，
特
定
農
産
加
工
品
生
産
設
備
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
3
0
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
⑴
－ －
－ －
－ －
2 －
2 －
9
1
6 －
－ －
－ －
－ －
⑵
 　
生
産
製
造
連
携
事
業
計
画
の
認
定
を
受
け
た
法
人
が
，
新
用
途
米
穀
加
工
品
等
製
造
設
備
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
3
0
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
適
用
）
廃
止
（
2
7
改
正
）
⑵
1 －
1 －
7
4
8 －
－ －
－ －
－ －
1 －
1 －
3
,7
5
0 －
4
4
の
5
，
6
8
の
2
6
特
定
信
頼
性
向
上
設
備
等
の
特
別
償
却
⑴
 　
電
気
通
信
基
盤
充
実
臨
時
措
置
法
の
実
施
計
画
の
認
定
を
受
け
た
法
人
が
，
特
定
信
頼
性
向
上
設
備
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
，
そ
の
設
備
が
既
に
保
管
さ
れ
て
い
る
電
磁
的
記
録
の
保
全
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
つ
き
証
明
が
さ
れ
た
と
き
は
，
取
得
価
額
の
1
5
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
地
域
か
ら
除
外
さ
れ
る
地
域
を
首
都
直
下
地
震
緊
急
対
策
区
域
（
改
正
前
：
東
京
圏
）
と
し
，
特
別
償
却
率
を
1
0
％
に
引
き
下
げ
た
上
，
適
用
期
限
を
１
年
２
月
延
長
H
2
8
.5
.3
1
⑴
1 －
1 －
2
3
6
,8
0
9 －
－ －
－ －
－ －
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⑵
 　
放
送
法
の
基
幹
放
送
事
業
者
又
は
基
幹
放
送
局
提
供
事
業
者
が
，
災
害
対
策
用
基
幹
放
送
設
備
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
5
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
⑵
－ －
－ －
－ －
4
5
，
6
8
の
2
7
特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
⑴
 　
次
の
地
区
に
お
い
て
，
工
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
0
％
（
建
物
等
は
６
％
）
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
　
①
 　
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
の
過
疎
地
域
の
う
ち
一
定
の
地
区
　
②
 　
山
村
振
興
法
の
振
興
山
村
と
し
て
指
定
さ
れ
た
地
区
※
 　
②
は
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
適
用
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
・
上
記
①
の
措
置
の
適
用
期
限
を
２
年
延
長
・
上
記
②
の
措
置
の
対
象
法
人
を
中
小
企
業
者
に
限
定
す
る
と
と
も
に
，
対
象
事
業
を
見
直
し
た
ほ
か
，
山
村
振
興
法
の
振
興
山
村
と
し
て
指
定
さ
れ
た
地
区
内
の
特
定
山
村
振
興
計
画
に
係
る
区
域
に
お
い
て
，
産
業
振
興
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
５
年
間
普
通
償
却
限
度
額
の
2
4
％
（
建
物
等
は
3
6
％
）
の
割
増
償
却
が
で
き
る
措
置
に
改
組
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
.3
.3
1
⑴ ①
6
9 7
6
9 7
2
,1
4
5
,4
4
4
1
6
2
, 5
4
4
7
0 5
6
9 5
8
3
4
,5
6
3
9
0
, 2
7
5
6
8 4
6
8 4
1
,6
2
3
,6
5
7
1
8
6
,5
1
1
⑴ ②
4 －
4 －
2
4
, 1
4
4 －
1
5 1
1
5 1
7
6
, 4
9
3
1
4
,1
6
6
1
3 2
1
3 2
1
6
7
, 2
7
5
6
2
,0
2
5
4
5
，
6
8
の
2
7
⑵
 　
次
の
地
区
に
お
い
て
，
産
業
振
興
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
５
年
間
，
普
通
償
却
限
度
額
の
3
2
％
（
建
物
等
は
4
8
％
）
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
　
①
 　
半
島
振
興
法
の
半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
地
区
の
市
町
村
長
が
策
定
す
る
産
業
投
資
促
進
計
画
に
係
る
地
区
と
し
て
指
定
さ
れ
た
地
区
　
②
 　
離
島
振
興
法
の
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
地
区
の
市
町
村
長
が
策
定
す
る
産
業
投
資
促
進
計
画
に
係
る
地
区
と
し
て
指
定
さ
れ
H
2
9
.3
.3
1
⑵ ①
1
3 －
1
3 －
6
0
,6
1
8 －
3
6 1
3
6 1
1
7
0
,4
9
5
1
, 1
3
5
⑵ ②
－ －
－ －
－ －
2 －
2 －
6
,1
3
8 －
332
た
地
区
　
③
 　
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
の
奄
美
群
島
の
う
ち
認
定
産
業
振
興
促
進
計
画
に
記
載
さ
れ
た
地
区
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
・
上
記
①
の
措
置
に
つ
い
て
，
半
島
振
興
法
の
認
定
産
業
振
興
促
進
計
画
に
記
載
さ
れ
た
区
域
及
び
事
業
に
係
る
措
置
と
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
・
上
記
②
及
び
③
の
措
置
の
適
用
期
限
を
２
年
延
長
⑵ ③
－ －
－ －
－ －
1 －
1 －
6
,2
4
0 －
4
5
，
6
8
の
2
7
沖
縄
の
離
島
地
域
の
お
け
る
旅
館
業
用
建
物
等
の
特
別
償
却
　
沖
縄
の
離
島
地
域
に
お
い
て
，
旅
館
業
用
建
物
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
８
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
H
2
. 3
. 3
1
－ 1
－ 1
－
7
,6
3
2
－ 1
－ 1
－
7
1
,1
1
2
－ －
－ －
－ －
4
5
の
2
，
6
8
の
2
9
医
療
用
機
器
等
の
特
別
償
却
⑴
 　
高
度
医
療
の
提
供
に
資
す
る
又
は
先
進
的
な
医
療
用
機
器
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
2
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
資
産
を
見
直
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
. 3
. 3
1
⑴
1
,0
1
0 5
1
,0
0
9 5
3
,4
6
0
,9
8
6
1
4
2
,9
3
2
9
8
3 4
9
8
3 4
2
,9
9
0
,8
3
4
7
3
,8
6
7
8
3
8 4
8
3
8 4
2
,2
6
0
,8
2
0
9
6
,7
3
6
⑵
 　
医
療
の
安
全
の
確
保
に
資
す
る
機
器
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
1
6
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
適
用
）
廃
止
（
2
7
改
正
）
⑵
1
4
1 4
1
4
1 4
1
8
0
,4
5
4
1
1
,0
3
3
8
5 3
8
5 3
2
9
4
,1
6
2
4
,4
2
3
3
9 2
3
9 2
4
5
,9
0
4
1
,7
0
7
4
6
，
6
8
の
3
1
障
害
者
を
雇
用
す
る
場
合
の
機
械
等
の
割
増
償
却
　
障
害
者
雇
用
割
合
が
5
0
％
以
上
で
あ
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
事
業
年
度
に
お
い
て
有
す
る
機
械
装
置
及
び
工
場
用
の
建
物
等
の
う
ち
，
そ
の
事
業
年
度
又
は
そ
の
事
業
年
度
前
５
年
以
内
の
各
事
業
年
度
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
，
普
通
償
却
限
度
額
の
2
4
％
（
工
場
用
建
物
等
は
3
2
％
）
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
3
7 3
3
7 3
5
3
,7
1
1
4
8
6
,1
0
7
3
9 4
3
9 4
7
7
,8
7
8
1
,6
7
0
,9
5
6
3
4 3
3
4 3
5
0
,6
8
9
1
,3
6
8
,8
5
1
4
6
の
2
，
支
援
事
業
所
取
引
　
障
害
者
就
労
支
援
事
業
所
に
対
す
る
支
援
事
業
所
取
廃
止
急増する大企業優遇の政策減税の検証（富岡）　333
6
8
の
3
2
金
額
が
増
加
し
た
場
合
の
３
年
以
内
取
得
資
産
の
割
増
償
却
引
金
額
の
合
計
額
が
前
期
の
合
計
額
を
超
え
る
場
合
は
，
そ
の
超
え
る
金
額
を
限
度
と
し
て
，
３
年
以
内
取
得
資
産
に
つ
い
て
，
普
通
償
却
限
度
額
の
3
0
％
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
分
に
つ
い
て
適
用
）
（
2
7
改
正
）
4
9 1
4
9 1
2
9
3
,2
5
8
8
,7
1
4
6
0 2
6
0 2
3
2
1
,1
5
8
1
6
,2
2
5
5
5 2
5
5 2
1
0
0
,4
1
2
3
8
7
4
6
の
3
，
6
8
の
3
3
次
世
代
育
成
支
援
対
策
に
係
る
基
準
適
合
認
定
を
受
け
た
場
合
の
建
物
等
の
割
増
償
却
　
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
基
準
適
合
認
定
を
受
け
た
場
合
に
は
，
適
用
事
業
年
度
終
了
の
日
に
お
い
て
有
す
る
特
定
建
物
等
に
つ
い
て
，
普
通
償
却
限
度
額
の
3
2
％
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
法
人
に
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
特
例
基
準
適
合
認
定
を
受
け
た
法
人
を
追
加
し
，
対
象
資
産
を
一
般
事
業
主
行
動
計
画
に
記
載
さ
れ
た
建
物
等
，
車
両
運
搬
具
及
び
器
具
備
品
で
，
次
世
代
育
成
支
援
対
策
に
資
す
る
一
定
の
も
の
と
し
，
割
増
償
却
率
を
次
の
と
お
り
見
直
し
た
上
，
適
用
期
限
を
３
年
延
長
①
　
器
具
備
品
及
び
車
両
運
搬
具
　
イ
 　
基
準
適
合
認
定
　
認
定
事
業
年
度
：
1
8
％
（
中
小
事
業
主
は
2
4
％
）
　
ロ
 　
特
例
基
準
適
合
認
定
　
特
例
認
定
事
業
年
度
以
後
３
年
間
：
1
2
％
②
　
建
物
等
　
イ
 　
基
準
適
合
認
定
　
認
定
事
業
年
度
：
2
4
％
（
中
小
事
業
主
は
3
2
％
）
　
ロ
 　
特
例
基
準
適
合
認
定
　
特
例
認
定
事
業
年
度
以
後
３
年
間
：
1
5
％
H
3
0
.3
.3
1
3
2 3
3
2 3
7
,3
3
5
,7
9
0
4
9
,2
9
1
3
3 －
3
3 －
1
,0
6
0
,3
1
5 －
2
6 －
2
6 －
4
,4
5
3
,3
9
4 －
4
7
，
6
8
の
3
4
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
　
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
５
年
間
，
普
通
償
却
限
度
額
の
2
8
％
（
耐
用
年
数
が
3
5
年
以
上
の
も
の
は
4
0
％
）
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
な
お
。
平
成
2
7
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
H
2
8
. 3
. 3
1
2
9 1
2
9 1
7
4
,2
1
6
2
, 7
8
8
1
0
2 1
1
0
2 1
3
4
8
,0
7
5
6
0
8
1
4
6 －
1
4
6 －
4
4
5
,2
5
5 －
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2
8
年
３
月
3
1
日
ま
で
に
取
得
等
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
，
1
4
％
（
耐
用
年
数
が
3
5
年
以
上
の
も
の
は
2
0
％
）。
4
7
の
2
，
6
8
の
3
5
特
定
再
開
発
建
築
物
等
の
割
増
償
却
　
次
の
特
定
再
開
発
建
築
物
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
５
年
間
，
普
通
償
却
限
度
額
に
そ
れ
ぞ
れ
次
の
割
合
を
乗
じ
た
金
額
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
⑴
 　
次
の
地
域
内
に
お
い
て
，
都
市
再
生
事
業
に
よ
り
整
備
さ
れ
る
建
築
物
　
①
 　
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
：
5
0
％
　
②
 　
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
（
①
の
地
域
を
除
く
）：
4
0
％
　
※
 　
平
成
2
5
年
４
月
１
日
前
に
取
得
等
を
し
た
都
市
再
生
事
業
に
よ
り
整
備
さ
れ
る
建
築
物
の
割
増
償
却
率
：
5
0
％
⑵
 　
特
定
民
間
中
心
市
街
地
経
済
活
力
向
上
事
業
に
よ
り
整
備
さ
れ
る
建
築
物
及
び
構
築
物
：
3
0
％
⑶
 　
既
成
市
街
地
等
の
区
域
内
に
建
築
等
を
さ
れ
る
雨
水
貯
留
浸
透
利
用
施
設
：
1
0
％
⑷
 　
市
街
地
再
開
発
事
業
に
よ
り
建
築
さ
れ
る
施
設
建
築
物
：
1
0
％
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
・
上
記
⑴
②
の
措
置
の
割
増
償
却
率
を
3
0
％
（
改
正
前
：
4
0
％
）
に
引
き
下
げ
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長 ・
上
記
⑵
の
措
置
の
適
用
期
限
を
２
年
延
長
・
上
記
⑶
の
措
置
の
対
象
区
域
を
下
水
道
法
の
浸
水
被
害
対
策
区
域
と
し
，
対
象
施
設
か
ら
浸
透
性
舗
装
及
び
補
助
金
等
を
も
っ
て
取
得
等
を
し
た
も
の
を
除
外
し
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
・
上
記
⑷
の
措
置
を
廃
止
⑴
～
⑶
H
2
9
.3
.3
1
4
6 2
4
4 2
5
,7
7
3
,4
4
1
1
9
5
,2
0
1
⑴
8 1
8 1
3
,1
8
2
,7
3
2
2
8
, 9
4
9
7 1
7 1
2
,7
3
7
,9
8
1
1
7
3
, 7
0
0
⑵
－ －
－ －
－ －
⑶
－ 1
－ 1
－
2
4
,2
5
8
5 －
5 －
6
6
,1
2
2 －
⑷ 廃
止
（
2
7
改
正
）
⑷
2
0 －
2
0 －
1
,8
1
8
,9
3
1 －
1
6 1
1
6 1
8
7
3
,1
7
8
3
5
, 6
9
7
4
8
，
6
8
の
3
6
倉
庫
用
建
物
等
の
割
増
償
却
　
総
合
効
率
化
計
画
の
認
定
を
受
け
た
法
人
又
は
確
認
を
受
け
た
法
人
が
，
物
資
流
通
拠
点
区
域
に
お
い
て
，
特
定
流
通
業
務
施
設
で
あ
る
倉
庫
用
建
物
等
の
取
得
等
H
2
9
.3
.3
1
2
4 －
2
4 －
9
0
7
,4
2
8 －
1
7 2
1
7 2
8
3
,7
2
0
1
2
,6
0
8
1
9 1
1
9 1
1
0
5
,2
6
2
2
,3
8
8
急増する大企業優遇の政策減税の検証（富岡）　335
を
し
た
場
合
に
は
，
５
年
間
，
普
通
償
却
限
度
額
の
1
0
％
の
割
増
償
却
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
と
な
る
倉
庫
用
建
物
等
の
規
模
要
件
を
引
き
上
げ
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
5
2
の
2
，
6
8
の
4
0
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
の
償
却
限
度
額
の
計
算
の
特
例
　
特
別
償
却
の
適
用
を
受
け
た
減
価
償
却
資
産
に
つ
き
，
特
別
償
却
不
足
額
が
あ
る
場
合
に
は
，
そ
の
特
別
償
却
不
足
額
に
つ
い
て
１
年
間
繰
越
し
が
で
き
る
。
な
し
1
,8
1
8
1
0
1
,8
1
8
1
0
2
9
,9
0
9
,3
1
2
3
6
2
,4
0
1
2
,0
6
2 7
2
,0
6
1 7
3
7
,0
9
8
,0
6
8
1
6
6
,7
4
4
2
,5
2
9 8
2
,5
2
8 8
3
7
,2
1
2
,6
4
4
2
1
0
,9
8
1
5
2
の
3
，
6
8
の
4
1
準
備
金
方
式
に
よ
る
特
別
償
却
（
特
別
償
却
準
備
金
積
立
不
足
額
）
　
特
別
償
却
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
代
え
て
，
各
特
別
償
却
制
度
の
対
象
資
産
に
つ
い
て
，
特
別
償
却
準
備
金
を
積
み
立
て
た
場
合
に
，
特
別
償
却
準
備
金
積
立
不
足
額
が
あ
る
と
き
は
，
そ
の
特
別
償
却
準
備
金
積
立
不
足
額
に
つ
い
て
１
年
間
繰
越
し
が
で
き
る
。
※
 　
適
用
額
は
，
特
別
償
却
準
備
金
積
立
不
足
額
を
集
計
し
た
も
の
で
あ
り
，
こ
れ
以
外
の
準
備
金
方
式
に
よ
る
特
別
償
却
の
適
用
額
は
，
各
特
別
償
却
制
度
の
適
用
額
の
内
数
と
し
て
い
る
。
な
し
1
8
5 6
1
8
5 6
6
,5
5
0
,4
4
7
1
, 6
8
5
,7
0
8
2
8
2 4
2
8
2 4
1
2
,2
1
4
,8
9
8
8
6
6
,7
4
9
5
5
，
6
8
の
4
3
海
外
投
資
等
損
失
準
備
金
　
次
の
法
人
（
特
定
法
人
）
の
株
式
等
（
設
立
又
は
増
資
に
よ
り
取
得
す
る
も
の
に
限
る
。）
の
取
得
を
し
た
場
合
に
，
そ
の
価
格
の
低
落
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
，
取
得
価
額
に
そ
れ
ぞ
れ
次
の
割
合
を
乗
じ
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
①
　
資
源
開
発
事
業
法
人
：
3
0
％
②
　
資
源
開
発
投
資
法
人
：
3
0
％
③
　
資
源
探
鉱
事
業
法
人
：
9
0
％
④
　
資
源
探
鉱
投
資
法
人
：
9
0
％
H
2
8
.3
.3
1
①
3 －
3 －
4
,4
4
3
,5
8
2 －
1
1 －
1
,4
7
1
,5
0
0 －
1 －
1 －
9
7
8
,8
8
8 －
②
3 －
3 －
1
1
,8
2
8
,1
9
7 －
4 3
4 3
2
,0
0
6
,9
2
3
3
4
,1
9
2
2 －
2 －
9
,3
4
9
, 9
4
4 －
③
4 －
4 －
1
,3
7
5
,3
5
3 －
3 1
3 1
5
,4
0
9
,1
3
5
2
,4
0
4
,6
7
7
3 1
3 1
2
,2
7
9
,3
6
8
5
,7
9
5
,6
1
2
④
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
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5
5
の
2
，
6
8
の
4
3
の
2
新
事
業
開
拓
事
業
者
投
資
損
失
準
備
金
　
特
定
新
事
業
開
拓
投
資
事
業
計
画
の
認
定
を
受
け
た
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
の
組
合
財
産
と
な
る
新
事
業
開
拓
事
業
者
の
株
式
（
設
立
又
は
増
資
に
よ
り
取
得
を
す
る
も
の
に
限
る
。）
の
取
得
を
し
た
場
合
に
，
そ
の
価
格
の
低
落
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
，
帳
簿
価
額
の
8
0
％
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
－ －
－ －
－ －
5
5
の
3
，
6
8
の
4
3
の
3
特
定
事
業
再
編
投
資
損
失
準
備
金
　
特
定
事
業
再
編
計
画
の
認
定
を
受
け
た
法
人
が
，
特
定
事
業
再
編
に
係
る
特
定
会
社
の
特
定
株
式
等
の
取
得
を
し
た
場
合
に
，
そ
の
価
格
の
低
落
又
は
貸
倒
れ
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
，
取
得
価
額
の
7
0
％
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
3 3
3 3
5
,4
6
5
,0
2
5
2
6
7
,5
6
9
,1
3
6
5
5
の
5
，
6
8
の
4
4
金
属
鉱
業
等
鉱
害
防
止
準
備
金
　
採
掘
権
者
又
は
租
鉱
権
者
が
，
特
定
施
設
の
使
用
の
終
了
後
に
お
け
る
鉱
害
の
防
止
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，（
独
）
石
油
天
然
ガ
ス
・
金
属
鉱
物
資
源
機
構
に
鉱
害
防
止
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
5 2
5 2
2
5
,5
5
7
3
,3
5
2
5 3
5 3
4
,7
8
2
8
,8
2
8
5 4
5 4
3
.3
9
1
2
2
,3
8
1
5
5
の
6
，
6
8
の
4
6
特
定
災
害
防
止
準
備
金
　
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
の
許
可
を
受
け
た
法
人
が
，
特
定
廃
棄
物
最
終
処
分
場
の
埋
立
処
分
の
終
了
後
に
お
け
る
維
持
管
理
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
（
独
）
環
境
再
生
保
全
機
構
に
維
持
管
理
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
1
1
4 8
1
1
2 8
3
,9
7
2
,1
7
8
9
3
,1
2
6
9
6 9
9
6 9
3
,4
0
3
,0
7
0
3
9
1
,7
5
3
1
1
1 8
1
1
1 8
1
,7
8
7
,1
4
5
3
1
2
,3
0
9
5
6
，
6
8
の
4
8
新
幹
線
鉄
道
大
規
模
改
修
準
備
金
　
指
定
所
有
営
業
主
体
が
，
承
認
積
立
計
画
に
係
る
新
幹
線
鉄
道
施
設
の
大
規
模
改
修
の
実
施
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
積
み
立
て
る
べ
き
総
額
の
う
ち
計
画
の
積
立
期
間
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
1 －
1 －
3
3
,3
3
3
,3
3
3 －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
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5
7
の
3
，
6
8
の
5
3
使
用
済
燃
料
再
利
用
準
備
金
　
特
定
実
用
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
等
が
，
使
用
済
燃
料
の
再
処
理
等
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
充
て
る
た
め
，
資
金
管
理
法
人
に
使
用
済
燃
料
再
処
理
等
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
適
格
分
割
又
は
適
格
現
物
出
資
に
よ
り
準
備
金
を
引
き
継
ぐ
等
の
措
置
を
講
じ
た
な
し
7 2
7 2
1
2
3
,7
5
7
,3
0
6
9
,6
4
4
,9
8
1
6 3
6 3
8
4
,9
4
1
,1
7
9
4
1
,8
9
3
,2
9
6
6 3
6 3
8
5
,4
0
3
,7
1
0
3
8
,4
0
4
,5
7
2
5
7
の
4
，
6
8
の
5
4
原
子
力
発
電
施
設
解
体
準
備
金
　
電
気
事
業
者
が
，
特
定
原
子
力
発
電
施
設
の
解
体
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
解
体
費
用
の
見
積
額
の
9
0
％
を
積
立
期
間
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
適
格
分
割
又
は
適
格
現
物
出
資
に
よ
り
準
備
金
を
引
き
継
ぐ
等
の
措
置
を
講
じ
た
な
し
7 2
7 2
1
5
,5
7
0
,8
0
1
1
,9
9
3
,0
1
4
－ 1
－ 1
－
9
5
4
,0
3
7
6 3
6 3
1
5
,4
2
4
,6
1
1
1
1
,3
4
8
,2
3
3
5
7
の
5
，
6
8
の
5
5
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
　
損
害
保
険
会
社
又
は
損
害
共
済
事
業
を
行
う
特
定
の
協
同
組
合
等
が
，
異
常
災
害
損
失
の
補
塡
に
充
て
る
た
め
，
正
味
収
入
保
険
料
又
は
正
味
収
入
共
済
掛
金
の
額
に
一
定
の
積
立
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
（
火
災
保
険
等
の
積
立
率
の
特
例
H
2
8
.3.
3
1
）
5
3 －
5
3 －
1
1
5
,6
6
7
,2
9
8 －
5
6 －
5
6 －
1
3
3
,9
3
9
,4
5
7 －
6
0 －
6
0 －
1
6
5
,6
1
9
,6
2
8 －
5
7
の
6
，
6
8
の
5
6
原
子
力
保
険
又
は
地
震
保
険
に
係
る
異
常
危
険
準
備
金
　
損
害
保
険
会
社
が
，
原
子
力
災
害
損
失
又
は
地
震
災
害
損
失
の
補
塡
に
充
て
る
た
め
，
原
子
力
保
険
に
係
る
正
味
収
入
保
険
料
の
額
の
5
0
％
又
は
地
震
保
険
に
係
る
責
任
準
備
金
の
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
1
6 －
1
6 －
5
4
,1
2
2
,3
9
8 －
1
6 －
1
6 －
4
6
,1
1
7
,3
4
3 －
1
7 －
1
7 －
5
6
,2
3
0
,5
3
9 －
5
7
の
7
，
6
8
の
5
7
関
西
国
際
空
港
用
地
整
備
準
備
金
・
中
部
国
際
空
港
整
備
準
備
金
　
指
定
会
社
が
，
関
西
国
際
空
港
の
空
港
用
地
の
整
備
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
空
港
用
地
の
取
得
価
額
等
を
基
礎
と
し
て
計
算
し
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
な
し
－ －
－ －
－ －
1 －
1 －
7
3
7
,9
6
8 －
1 －
1 －
3
2
4
,1
7
6 －
338
で
き
る
。
5
7
の
7
の
2
，
6
8
の
5
7
の
２
　
指
定
会
社
が
，
中
部
国
際
空
港
の
整
備
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
空
港
用
地
の
取
得
価
額
等
を
基
礎
と
し
て
計
算
し
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
－ 1
－ 1
－
8
8
4
,0
0
0
－ 1
－ 1
－
2
,5
6
3
,0
0
0
5
7
の
8
，
6
8
の
5
8
特
定
船
舶
に
係
る
特
別
修
繕
準
備
金
　
特
定
船
舶
（
定
期
検
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
船
舶
）
に
つ
い
て
行
う
定
期
検
査
を
受
け
る
た
め
の
修
繕
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
最
近
の
特
別
修
繕
に
要
し
た
費
用
の
額
等
を
基
礎
と
し
て
計
算
し
た
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
5
6
4 4
5
6
0 4
1
0
,1
1
4
,3
8
3
8
1
,8
2
3
5
1
4 6
5
1
0 6
5
,4
5
6
,0
0
7
1
9
3
,7
0
1
5
0
4 9
5
0
3 9
5
,8
7
5
,9
4
5
1
,4
9
4
,8
6
0
5
7
の
9
，
6
8
の
5
9
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
の
特
例
　
公
益
法
人
等
又
は
協
同
組
合
等
の
一
括
評
価
金
銭
債
権
に
係
る
貸
倒
引
当
金
の
繰
入
限
度
額
は
，
通
常
の
繰
入
限
度
額
の
1
1
2
％
相
当
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
適
用
期
限
を
２
年
延
長
H
2
9
.3
.3
1
8
,9
8
6 8
8
,9
7
3 8
4
3
1
,2
4
3
,0
5
3
2
,7
2
1
,9
8
0
8
,7
3
6 9
8
,7
1
2 9
4
4
1
,4
4
0
,3
4
9
2
,5
4
9
,0
3
1
8
,8
0
0 8
8
,7
9
2 8
4
6
2
,2
3
2
,7
9
3
1
,3
2
6
,9
3
9
5
8
，
6
8
の
6
1
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
　
鉱
業
事
業
者
が
，
一
定
の
鉱
物
に
係
る
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
支
出
に
備
え
る
た
め
，
鉱
物
の
採
掘
収
入
金
額
の
1
2
％
又
は
採
掘
収
入
金
額
に
係
る
採
掘
所
得
金
額
の
5
0
％
（
海
外
探
鉱
準
備
金
は
4
0
％
）
相
当
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
4
1 1
4
1 1
7
7
,4
5
9
,5
7
2
1
3
4
, 0
0
0
4
1 1
4
1 1
6
5
,0
2
1
,8
0
6
1
3
4
,0
0
0
3
9 1
3
9 1
6
9
,1
7
5
,4
7
3
1
3
4
,0
0
0
5
9
，
6
8
の
6
2
新
鉱
床
探
鉱
費
又
は
海
外
新
鉱
床
探
鉱
費
の
特
別
控
除
　
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
を
有
す
る
法
人
が
，
新
鉱
床
探
鉱
費
の
支
出
を
し
た
場
合
又
は
探
鉱
用
機
械
設
備
の
償
却
を
し
た
場
合
に
は
，
準
備
金
の
益
金
算
入
額
等
の
範
囲
内
で
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
1
9 1
1
9 1
2
5
,7
2
5
,4
0
3
5
5
,5
9
8
2
0 1
2
0 1
3
0
,0
3
8
,5
6
7
1
3
4
,0
0
0
2
5 1
2
5 1
2
3
,0
0
0
,3
1
5
4
0
,6
6
2
5
9
の
2
，
6
8
の
6
2
の
２
対
外
船
舶
運
航
事
業
を
営
む
法
人
の
日
本
船
舶
に
よ
る
収
入
金
額
の
課
税
の
特
例
（
ト
ン
数
　
日
本
船
舶
・
船
員
確
保
計
画
の
認
定
を
受
け
た
船
舶
運
航
事
業
者
等
が
，
そ
の
計
画
期
間
内
に
お
い
て
，
日
本
船
舶
及
び
船
員
の
確
保
を
実
施
し
て
い
る
場
合
に
，
日
本
船
舶
を
用
い
た
対
外
船
舶
運
航
事
業
等
に
よ
る
収
入
金
額
に
係
る
所
得
金
額
が
日
本
船
舶
の
純
ト
ン
数
に
な
し
（
計
画
の
認
定
期
限
H 2
6
 . 3
. 31
）
7 －
7 －
2
3
,4
9
4
,9
9
9 －
8 －
8 －
4
8
,3
6
4
,6
2
3 －
7 1
7 1
6
4
,2
9
4
,9
2
9
1
6
,9
0
8
,1
4
6
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標
準
税
制
）
応
じ
た
利
益
金
額
を
超
え
る
と
き
は
，
そ
の
超
え
る
金
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
6
0
，
6
8
の
6
3
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
に
お
い
て
，
専
ら
特
定
情
報
通
信
事
業
を
営
む
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け
た
法
人
は
，設
立
後
1
0
年
間
，
特
定
情
報
通
信
事
業
に
係
る
所
得
金
額
の
4
0
％
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
（
法
人
の
認
定
期
限
）
1 －
1 －
6
7
2 －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
6
0
，
6
8
の
6
3
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
に
お
い
て
，
専
ら
特
定
国
際
物
流
拠
点
事
業
を
営
む
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け
た
法
人
は
，
設
立
後
1
0
年
間
，
特
定
国
際
物
流
拠
点
事
業
に
係
る
所
得
金
額
の
4
0
％
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
（
法
人
の
認
定
期
限
）
1 －
1 －
1
6
,1
1
1 －
－ －
－ －
－ －
2 －
2 －
1
8
,4
0
5 －
6
0
，
6
8
の
6
3
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
い
て
，
主
と
し
て
特
定
経
済
金
融
活
性
化
産
業
に
属
す
る
事
業
を
営
む
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け
た
法
人
は
，
設
立
後
1
0
年
間
，
所
得
金
額
の
4
0
％
相
当
額
に
特
区
内
従
業
員
数
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
H
2
9
.3
.3
1
（
法
人
の
認
定
期
限
）
－ －
－ －
－ －
旧
6
0
，
旧
6
8
の
6
3
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
　
沖
縄
の
金
融
業
務
特
別
地
区
に
お
い
て
，
専
ら
金
融
業
務
に
係
る
事
業
を
営
む
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け
た
法
人
は
，
設
立
後
1
0
年
間
，
特
定
事
業
か
ら
得
た
所
得
金
額
の
4
0
％
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
　
※
 　
2
6
改
正
：
本
措
置
を
上
記
「
沖
縄
の
経
済
金
融
活
性
化
特
別
地
区
に
お
け
る
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
」
に
改
組
廃
止
（
2
6
改
正
）
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
6
0
の
2
，
6
8
の
6
3
の
２
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
け
る
指
定
特
定
事
業
法
人
の
課
税
の
特
例
　
総
合
特
別
区
域
法
の
指
定
特
定
事
業
法
人
は
，
指
定
後
５
年
間
，
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
内
に
お
い
て
行
わ
れ
る
特
定
国
際
戦
略
事
業
の
う
ち
規
制
の
特
例
措
置
等
の
適
用
を
受
け
て
行
わ
れ
る
事
業
に
係
る
所
得
金
額
の
2
0
％
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
H
2
8
.3
.3
1
（
法
人
の
指
定
期
限
）
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
340
6
1
，
6
8
の
6
3
の
３
認
定
研
究
開
発
事
業
法
人
等
の
課
税
の
特
例
　
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
等
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
研
究
開
発
事
業
計
画
又
は
統
括
事
業
計
画
に
係
る
認
定
研
究
開
発
事
業
法
人
又
は
認
定
統
括
事
業
法
人
は
，
認
定
後
５
年
間
，
研
究
開
発
事
業
又
は
統
括
事
業
に
係
る
所
得
金
額
の
2
0
％
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
分
に
つ
い
て
適
用
）
廃
止
（
2
7
改
正
）
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
6
1
の
2
，
6
8
の
6
4
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
　
認
定
農
業
生
産
法
人
等
が
，
交
付
金
等
の
交
付
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
，
認
定
計
画
等
に
従
っ
て
農
業
経
営
基
盤
強
化
に
要
す
る
費
用
の
支
出
に
備
え
る
た
め
一
定
の
金
額
を
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
，
積
立
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
次
の
見
直
し
を
行
っ
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
延
長
・
対
象
者
か
ら
農
業
生
産
法
人
以
外
の
特
定
農
業
法
人
を
除
外
・
対
象
と
な
る
交
付
金
等
の
一
部
を
除
外
H
2
9
.3
.3
1
1
,6
4
0 －
1
,6
3
9 －
1
2
,3
8
2
,3
6
3 －
1
,5
8
3
1
,5
8
3 －
1
0
,4
5
5
,2
7
8 －
1
, 3
1
0 －
1
,3
1
0 －
8
,5
3
5
,7
3
7 －
6
1
の
3
，
6
8
の
6
5
農
用
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
を
有
す
る
法
人
が
，
認
定
計
画
等
に
従
っ
て
農
用
地
又
は
特
定
農
業
用
機
械
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
準
備
金
の
益
金
算
入
額
等
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
と
な
る
特
定
農
業
用
機
械
等
を
農
業
用
の
機
械
装
置
，
器
具
備
品
，
一
定
の
農
業
用
施
設
で
あ
る
建
物
等
，
構
築
物
及
び
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
（
改
正
前
：
農
業
用
の
機
械
そ
の
他
の
減
価
償
却
資
産
）
と
し
た
な
し
8
2
3 －
8
2
3 －
6
,0
9
9
,9
4
3 －
9
5
6 －
9
5
5 －
7
,3
4
8
,4
0
1 －
9
4
7 －
9
4
7 －
6
,8
8
9
,4
4
8 －
6
4
，
6
4
の
2
，
6
8
の
7
0
，
収
用
等
に
伴
い
代
替
資
産
を
取
得
し
た
場
合
等
の
課
税
　
資
産
が
土
地
収
用
法
等
の
規
定
に
よ
り
収
用
等
さ
れ
，
取
得
し
た
補
償
金
等
を
も
っ
て
代
替
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
5
,0
0
0
万
円
特
別
控
除
と
の
選
択
で
，
な
し
3
6
3
1
9
3
6
2
1
9
1
2
6
,9
4
3
,7
8
4
8
,3
4
1
,9
9
0
3
6
8
2
5
3
6
7
2
5
1
4
1
,3
2
9
,0
7
7
2
1
,6
3
8
,1
1
5
3
2
5
2
1
3
2
5
2
1
2
3
0
,5
2
1
,1
7
7
9
,2
2
6
,3
5
5
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6
8
の
7
1
の
特
例
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
ま
た
，
特
別
勘
定
を
設
け
た
場
合
に
つ
い
て
も
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
6
5
，
6
8
の
7
2
換
地
処
分
等
に
伴
い
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
資
産
が
土
地
収
用
法
等
規
定
に
よ
り
収
用
等
さ
れ
，
同
種
の
資
産
又
は
補
償
金
等
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
ま
た
，
補
償
金
等
を
も
っ
て
土
地
等
を
取
得
し
た
場
合
又
は
特
別
勘
定
を
設
け
た
場
合
に
つ
い
て
も
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
法
人
間
で
譲
渡
さ
れ
た
譲
渡
損
益
調
整
資
産
に
つ
い
て
，
そ
の
譲
渡
後
に
換
地
処
分
等
が
あ
っ
た
こ
と
に
よ
り
本
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
，
譲
渡
損
益
調
整
資
産
の
譲
渡
利
益
額
を
引
き
続
き
計
上
し
な
い
こ
と
と
し
た
な
し
9
5 4
9
5 4
7
4
,7
9
3
,0
9
4
1
,9
7
5
,8
5
7
1
2
5 9
1
2
5 9
1
6
6
,9
2
4
,9
2
8
2
9
9
,4
7
1
,3
6
0
1
5
1
1
0
1
5
1
1
0
2
4
3
,3
1
8
,4
9
2
4
8
,4
2
3
,5
4
0
6
5
の
2
，
6
8
の
7
3
収
用
換
地
等
の
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
　
資
産
が
土
地
収
用
法
等
の
規
定
に
よ
り
収
用
換
地
等
さ
れ
，
補
償
金
等
又
は
交
換
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
と
の
選
択
で
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
5
,0
0
0
万
円
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
な
し
2
,6
9
5
4
4
2
,6
9
4
4
4
3
7
,9
2
6
,4
4
8
9
0
3
,9
6
7
2
,8
9
5
4
0
2
,8
9
4
4
0
3
9
,1
2
8
,4
6
0
7
4
2
,9
9
7
2
,6
3
5
5
6
2
,6
3
5
5
6
3
6
,4
5
5
,4
9
5
1
,3
4
8
,7
9
3
6
5
の
3
，
6
8
の
7
4
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
　
土
地
等
が
土
地
区
画
整
理
事
業
等
に
よ
り
買
い
取
ら
れ
，
対
価
又
は
交
換
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
2
,0
0
0
万
円
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
な
し
5
8 －
5
8 －
4
7
2
,9
8
9 －
8
8 1
8
8 1
6
5
5
,6
4
1
2
0
,0
0
0
1
2
3 －
1
2
3 －
9
2
9
,3
5
7 －
6
5
の
4
，
6
8
の
7
5
特
定
住
宅
地
造
成
事
業
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
　
土
地
等
が
宅
地
造
成
事
業
等
に
よ
り
買
い
取
ら
れ
，
対
価
又
は
交
換
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
1
,5
0
0
万
円
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
な
し
（
一
部
H
2
9
.
1
2
.3
1
）
7
5 3
7
5 3
6
1
2
,1
3
9
1
5
,7
0
8
7
5 3
7
5 3
6
2
7
,4
8
9
3
3
,6
0
8
7
3 3
7
3 3
6
3
0
,4
4
9
2
2
,7
9
1
342
6
5
の
5
，
6
8
の
7
6
農
地
保
有
の
合
理
化
の
た
め
に
農
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得
の
特
別
控
除
　
農
業
生
産
法
人
が
農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
勧
告
に
係
る
協
議
等
に
よ
り
土
地
等
の
譲
渡
を
し
，
対
価
又
は
交
換
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
8
0
0
万
円
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
な
し
1
0 －
1
0 －
9
,7
1
9 －
1
1 －
1
1 －
2
7
,1
4
2 －
5 －
5 －
2
6
,2
2
9 －
6
5
の
5
の
2
，
6
8
の
7
6
の
２
特
定
の
長
期
所
有
土
地
等
の
所
得
の
特
別
控
除
　
平
成
2
1
年
又
は
平
成
2
2
年
に
取
得
を
し
た
国
内
に
あ
る
土
地
等
で
，
そ
の
所
有
期
間
が
５
年
を
超
え
る
も
の
の
譲
渡
を
し
，
対
価
又
は
交
換
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
1
,0
0
0
万
円
の
特
別
控
除
が
で
き
る
。
H
2
2
.1
2
.3
1
（
土
地
等
の
取
得
期
限
）
2 －
2 －
3
5
,2
3
7 －
1 －
1 －
5
7
0 －
1
1 －
1
1 －
7
2
,9
6
8 －
6
5
の
7
～
6
5
の
9
，
6
8
の
7
8
～
6
8
の
8
0
特
定
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
　
特
定
地
域
内
に
あ
る
事
業
用
の
土
地
等
，
建
物
等
及
び
日
本
船
舶
（
譲
渡
資
産
）
の
譲
渡
を
し
，
一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
土
地
等
，
建
物
等
，
機
械
装
置
及
び
日
本
船
舶
等
（
買
換
資
産
）
の
取
得
等
を
し
た
場
合
（
次
の
い
ず
れ
か
の
買
換
え
に
該
当
す
る
場
合
）
に
は
，
そ
の
買
換
資
産
に
つ
き
，
譲
渡
益
の
額
の
8
0
％
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。ま
た
，
特
別
勘
定
を
設
定
し
た
場
合
及
び
本
制
度
の
対
象
と
な
る
譲
渡
資
産
を
交
換
し
た
場
合
に
つ
い
て
も
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
①
 　
所
有
期
間
が
1
0
年
を
超
え
る
建
物
等
の
既
成
市
街
地
等
の
内
か
ら
外
へ
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
農
林
業
以
外
の
買
換
資
産
の
対
象
区
域
に
都
市
開
発
区
域
を
追
加
②
 　
市
街
化
区
域
又
は
既
成
市
街
地
等
の
内
か
ら
外
へ
の
農
業
用
資
産
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
買
換
資
産
を
認
定
農
業
法
人
が
取
得
す
る
特
製
資
産
に
限
定
③
 　
航
空
機
騒
音
障
害
区
域
の
内
か
ら
外
へ
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
譲
渡
資
産
を
特
定
空
港
周
辺
航
空
機
騒
音
対
策
特
別
措
置
法
等
の
規
定
に
よ
り
譲
渡
さ
れ
る
も
の
に
限
定
H
2
9
.3
.3
1
①
6
6 2
6
6 2
9
,0
0
8
,3
5
6
4
,7
2
4
,2
8
0
6
9 1
6
9 1
9
,9
7
6
, 0
5
9
1
4
,6
7
7
6
1 1
6
1 1
5
,6
2
6
,7
0
8
6
,5
5
3
②
4 －
4 －
2
6
7
,3
9
4 －
4 －
4 －
3
7
8
,4
3
4 －
4 1
4 1
6
8
3
,4
6
0
6
,6
4
9
③
8
6 1
8
6 1
6
3
9
,2
6
7
2
,5
1
4
,3
1
0
9
5 －
9
5 －
1
,8
3
0
,3
6
8 －
9 －
9 －
7
6
2
,8
4
0 －
④
3 －
3 －
7
5
1
,4
5
3 －
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④
 　
過
疎
地
域
の
外
か
ら
内
へ
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
都
市
開
発
区
域
等
（
一
定
の
都
市
開
発
区
域
及
び
過
疎
地
域
）
及
び
誘
致
区
域
の
外
か
ら
都
市
開
発
区
域
等
の
内
へ
の
買
換
え（
下
記
⑬
）
の
う
ち
都
市
開
発
区
域
に
係
る
部
分
が
除
外
さ
れ
，
上
記
①
の
特
例
の
対
象
区
域
に
都
市
開
発
区
域
が
追
加
さ
れ
た
こ
と
に
伴
う
も
の
で
あ
る
⑤
 　
都
市
機
能
誘
致
区
域
の
外
か
ら
内
へ
の
買
換
え
⑥
 　
既
成
市
街
地
等
及
び
こ
れ
に
類
す
る
一
定
の
区
域
（
人
口
集
中
地
区
）
内
に
お
け
る
土
地
の
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
利
用
に
資
す
る
施
策
の
実
施
に
伴
う
土
地
等
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
買
換
資
産
を
市
街
地
再
開
発
事
業
の
施
行
面
積
が
5
,0
0
0
㎡
以
上
で
あ
る
場
合
の
そ
の
施
行
地
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
定
す
る
と
と
も
に
，
買
換
資
産
か
ら
地
上
階
数
４
以
上
の
中
高
層
の
耐
火
建
築
物
以
外
の
も
の
及
び
建
築
物
の
う
ち
住
宅
の
用
に
供
す
る
部
分
を
除
外
⑦
 　
農
用
地
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
譲
渡
資
産
を
農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
の
農
用
地
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
に
限
定
し
，
買
換
資
産
を
認
定
農
業
法
人
が
農
用
地
利
用
集
積
計
画
に
よ
り
取
得
を
す
る
一
定
の
土
地
等
に
限
定
⑧
 　
防
災
再
開
発
促
進
地
区
の
う
ち
危
険
密
集
市
街
地
内
に
お
け
る
防
災
街
区
整
備
事
業
に
関
す
る
都
市
計
画
の
実
施
に
伴
う
土
地
等
の
買
換
え
　
※
 　
2
6
改
正
：
対
象
区
域
を
防
災
再
開
発
促
進
地
区
の
う
ち
危
険
密
集
市
街
地
に
限
定
⑨
 　
所
有
期
間
が
1
0
年
を
超
え
る
国
内
に
あ
る
土
地
等
，
建
物
又
は
構
築
物
か
ら
国
内
に
あ
る
一
定
の
土
地
等
，
建
物
，
構
築
物
若
し
く
は
機
械
装
置
又
は
国
内
に
あ
る
鉄
道
事
業
用
車
両
運
搬
具
へ
の
買
換
え
⑩
 　
日
本
船
舶
か
ら
日
本
船
舶
へ
の
買
換
え
⑤
2 －
2 －
2
8
8
,8
6
4 －
⑥
5 1
5 1
8
1
0
,5
6
6
6
,0
2
4
3 1
3 1
7
4
,3
6
6
9
,6
3
2
5 －
5 －
3
5
9
,0
3
9 －
⑦
4 －
4 －
6
5
,1
6
2 －
5 －
5 －
2
8
2
,3
6
0 －
8
3 －
8
3 －
8
,2
7
3
,7
4
7 －
⑧
4 －
4 －
1
6
6
,3
6
0 －
1 －
1 －
1
0
3
,0
8
9 －
1
5 2
1
5 2
1
,7
0
1
,5
7
8
8
0
5
,5
7
6
⑨
7
7
9
3
9
7
7
9
3
9
2
2
8
,5
2
5
,5
3
6
5
0
,4
4
5
,6
4
8
8
5
8
5
0
8
5
6
5
0
2
5
1
,6
5
3
,2
2
3
8
0
,6
7
8
,6
1
6
8
3
6
4
7
8
3
6
4
7
3
5
1
,7
1
6
,2
6
3
9
7
,2
3
0
,3
1
9
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※
 　
2
6
改
正
：
対
象
資
産
に
つ
い
て
，
船
舶
の
船
齢
を
限
定
す
る
ほ
か
，
環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
に
係
る
要
件
を
見
直
し
⑪
 　
特
別
勘
定
の
設
定
に
よ
り
課
税
の
特
例
を
受
け
た
場
合
の
そ
の
特
別
勘
定
に
係
る
買
換
え
⑫
 　
誘
致
区
域
（
工
業
団
地
造
成
事
業
に
よ
り
造
成
さ
れ
た
敷
地
の
区
域
）
の
外
か
ら
内
へ
の
買
換
え
　
※
 　
平
成
2
6
年
４
月
１
日
前
の
譲
渡
に
つ
い
て
適
用
⑬
 　
都
市
開
発
区
域
等
（
一
定
の
都
市
開
発
区
域
及
び
過
疎
地
域
）
及
び
誘
致
区
域
の
外
か
ら
都
市
開
発
区
域
等
の
内
へ
の
買
換
え
　
※
 　
平
成
2
6
年
４
月
１
日
前
の
譲
渡
に
つ
い
て
適
用
⑩
5
5 －
5
5 －
8
,2
7
1
,6
7
7 －
5
3 －
5
3 －
7
,5
6
9
,2
7
9 －
6
1 2
6
1 2
1
1
,9
6
1
,0
4
6
7
1
2
,6
1
5
⑪
4
8 7
4
8 7
1
1
,4
8
8
,5
5
3
9
,7
4
3
,2
3
3
旧
6
5
の
7
～
6
5
の
9
，
旧
6
8
の
7
8
～
6
8
の
8
0
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
上
記
⑨
の
特
例
に
つ
い
て
，
次
の
見
直
し
を
行
っ
た
上
，
適
用
期
限
を
２
年
３
月
延
長
・
買
換
資
産
か
ら
機
械
装
置
及
び
コ
ン
テ
ナ
用
の
貨
車
を
除
外
・
地
域
再
生
法
の
集
中
地
域
以
外
の
地
域
か
ら
集
中
地
域
へ
の
買
換
え
に
つ
い
て
，
課
税
繰
延
べ
割
合
を
7
5
％
（
一
定
の
集
中
地
域
へ
の
買
換
え
の
場
合
に
は
，
7
0
％
）
（
改
正
前
：
8
0
％
）
に
引
き
下
げ
廃
止
（
2
6
改
正
）
⑫
2 －
2 －
1
0
9
,5
7
4 －
2 －
2 －
4
5
,7
3
0 －
5 －
5 －
6
4
8
,0
0
3 －
⑬
9
0 1
9
0 1
3
0
,1
9
2
,3
6
0
3
0
,1
2
0
4
6 －
4
6 －
1
0
,2
8
6
,9
8
6 －
5 －
5 －
1
4
,9
5
2
,4
4
5 －
6
5
の
1
0
，
6
8
の
8
1
特
定
の
交
換
分
合
に
よ
り
土
地
等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
土
地
等
が
農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
交
換
分
合
に
よ
り
譲
渡
等
さ
れ
，
交
換
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
な
し
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
6
5
の
1
1
，
6
5
の
1
2
，
6
8
の
8
2
，
6
8
の
8
3
大
規
模
な
住
宅
地
等
造
成
事
業
の
施
行
区
域
内
に
あ
る
土
地
等
の
造
成
の
た
め
の
交
換
等
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例
　
土
地
等
が
一
定
の
宅
地
造
成
事
業
に
よ
り
造
成
事
業
施
行
者
の
有
す
る
も
の
と
交
換
等
さ
れ
，
交
換
に
よ
り
宅
地
の
取
得
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
ま
た
，
特
別
勘
定
の
設
定
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
な
し
－ －
－ －
－ －
1 －
1 －
3
,6
0
0 －
－ －
－ －
－ －
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6
6
，
6
8
の
8
4
特
定
普
通
財
産
と
そ
の
隣
接
す
る
土
地
等
の
交
換
の
場
合
の
課
税
の
特
例
　
国
有
財
産
特
別
措
置
法
の
普
通
財
産
の
う
ち
一
定
の
土
地
等
（
特
定
普
通
財
産
）
と
そ
の
隣
接
す
る
土
地
が
交
換
さ
れ
，
交
換
に
よ
り
特
定
普
通
財
産
を
取
得
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
譲
渡
益
の
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
な
し
1 －
1 －
2
,4
0
0 －
－ －
－ －
－ －
1 －
1 －
1
4
,0
7
5 －
6
6
の
2
，
6
8
の
8
5
平
成
2
1
年
及
び
平
成
2
2
年
に
土
地
等
の
先
行
取
得
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
　
平
成
2
1
年
又
は
平
成
2
2
年
に
国
内
に
あ
る
土
地
等
の
取
得
を
し
，
一
定
の
届
出
書
を
提
出
し
て
い
る
場
合
に
お
い
て
，
そ
の
取
得
後
1
0
年
以
内
に
そ
の
法
人
の
所
有
す
る
他
の
土
地
等
を
譲
渡
し
た
と
き
は
，
先
行
取
得
を
し
た
土
地
等
に
つ
き
，
他
の
土
地
等
の
譲
渡
益
の
額
の
8
0
％
（
平
成
2
2
年
に
の
み
土
地
等
の
取
得
を
し
た
場
合
は
6
0
％
）
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
H
2
2
.1
2
.3
1
（
土
地
等
の
取
得
期
限
）
1
7
7 9
1
7
7 9
3
3
,9
2
9
,4
7
8
2
,8
2
8
,6
4
2
1
3
6 8
1
3
4 8
3
5
,8
0
9
,0
2
7
1
,3
6
9
,0
2
7
1
3
4 8
1
3
3 8
1
7
,9
5
3
,5
2
1
4
,5
7
7
,5
6
7
6
6
の
1
0
，
6
8
の
9
4
技
術
研
究
組
合
の
所
得
の
計
算
の
特
例
　
技
術
研
究
組
合
が
，
組
合
員
に
試
験
研
究
用
資
産
の
取
得
等
を
す
る
た
め
の
費
用
を
賦
課
し
，
そ
の
賦
課
金
を
も
っ
て
試
験
研
究
用
資
産
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
か
ら
１
円
を
控
除
し
た
金
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
対
象
資
産
か
ら
土
地
の
上
に
存
す
る
権
利
を
除
外
し
た
上
，
適
用
期
限
を
３
年
延
長
H
3
0
.3
.3
1
8 －
8 －
1
,0
3
4
,7
2
3 －
1
5 －
1
5 －
2
,7
3
9
,0
2
4 －
1
3 －
1
3 －
7
7
3
,2
8
6 －
6
6
の
1
1
，
6
8
の
9
5
特
定
の
基
金
に
対
す
る
負
担
金
等
の
損
金
算
入
の
特
例
　
長
期
間
に
わ
た
っ
て
使
用
さ
れ
，
又
は
運
用
さ
れ
る
基
金
又
は
信
託
財
産
に
係
る
負
担
金
等
を
支
出
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
支
出
時
に
お
い
て
全
額
損
金
算
入
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
適
用
対
象
と
な
る
負
担
金
の
一
部
を
除
外
な
し
7
4
,0
8
0
5
1
7
3
,9
3
7
5
1
1
1
2
,9
6
6
,0
4
9
5
,7
7
6
,3
5
9
9
5
,7
5
0
6
4
9
5
,5
5
5
6
3
1
4
0
,9
6
9
,3
3
7
5
,7
5
2
,0
4
1
1
1
9
,34
3
6
3
1
1
9
,1
1
1
6
3
1
6
2
,9
5
7
,6
6
0
5
,2
2
7
,6
9
3
6
6
の
1
1
の
２
，
6
8
の
9
6
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
の
損
金
算
入
等
の
特
例
⑴
 　
認
定
N
PO
法
人
が
，
収
益
事
業
に
属
す
る
資
産
か
ら
収
益
事
業
以
外
の
事
業
で
特
定
非
営
利
活
動
の
た
め
に
支
出
し
た
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
，
収
益
事
業
に
係
る
寄
附
金
の
額
と
み
な
し
，
所
得
金
額
の
5
0
な
し
①
1
8 －
1
8 －
6
0
,5
8
6 －
3
8 －
3
8 －
8
5
,1
3
8 －
4
7 －
4
6 －
1
2
9
,7
7
1 －
346
％
相
当
額
（
そ
の
金
額
が
2
0
0
万
円
に
満
た
な
い
場
合
は
2
0
0
万
円
）
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
⑵
 　
認
定
N
PO
法
人
及
び
仮
認
定
N
PO
法
人
の
特
定
非
営
利
活
動
に
係
る
事
業
に
関
連
す
る
寄
附
金
を
支
出
し
た
場
合
に
は
，
一
般
寄
附
金
と
は
別
枠
で
特
定
公
益
増
進
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
と
合
わ
せ
て
特
別
損
金
算
入
限
度
額
の
範
囲
内
で
損
金
算
入
が
で
き
る
。
②
1
3
,0
5
1
1
2
6
1
3
,0
3
7
1
2
6
9
,8
2
1
,2
9
3
4
3
0
,4
3
0
1
6
,3
2
2
1
4
9
1
6
,3
0
0
1
4
9
9
,8
1
5
,4
0
6
7
4
2
,4
2
9
1
6
,9
2
5
1
7
3
1
6
,9
0
0
1
7
2
7
,6
7
3
,9
9
9
6
4
3
,4
8
9
6
7
，
6
8
の
9
9
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
の
計
算
の
特
例
　
医
療
法
人
が
，
社
会
保
険
診
療
に
つ
き
支
払
を
受
け
る
べ
き
金
額
が
5
,0
0
0
万
円
以
下
で
あ
り
，
か
つ
，
総
収
入
金
額
が
7
,0
0
0
万
円
以
下
で
あ
る
場
合
に
は
，
社
会
保
険
診
療
収
入
に
係
る
経
費
を
概
算
経
費
率
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
4
0 －
4
0 －
2
8
3
,8
2
1 －
5
2 －
5
2 －
3
9
4
,9
0
5 －
4
7 －
4
7 －
3
6
5
,7
7
9 －
6
7
の
2
，
6
8
の
1
0
0
特
定
の
医
療
法
人
の
法
人
税
率
の
特
例
　
財
団
又
は
持
分
の
定
め
の
な
い
社
団
た
る
医
療
法
人
の
う
ち
，
そ
の
事
業
が
公
益
の
増
進
に
著
し
く
寄
与
す
る
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
し
て
承
認
を
受
け
た
も
の
（
社
会
医
療
法
人
を
除
く
。）
の
法
人
税
率
は
，
1
9
％
（
連
結
：
2
0
％
）
と
す
る
。
な
し
2
3
4 －
2
3
4 －
5
9
,4
2
7
,5
1
3 －
2
3
2 －
2
3
2 －
5
6
,5
6
0
,2
1
2 －
2
3
0 －
2
2
9 －
4
4
,5
3
0
, 8
4
0 －
6
7
の
3
，
6
8
の
1
0
1
農
業
生
産
法
人
の
肉
用
牛
の
売
却
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
　
農
業
生
産
法
人
が
，
飼
育
し
た
肉
用
牛
を
家
畜
市
場
等
で
売
却
し
た
場
合
に
お
い
て
，
そ
の
肉
用
牛
の
う
ち
に
免
税
対
象
飼
育
牛
が
あ
る
と
き
は
，
売
却
に
よ
る
利
益
の
額
（
売
却
頭
数
が
年
間
1
,5
0
0
頭
を
超
え
る
場
合
の
そ
の
超
え
る
部
分
の
売
却
利
益
の
額
を
除
く
。）
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
H
3
0
.3
.3
1
1
,0
2
0 －
1
,0
1
9 －
2
1
,4
4
8
,3
9
5 －
1
,1
1
7 －
1
,1
1
5 －
2
2
,9
4
2
,0
3
2 －
1
,2
2
4 －
1
,2
2
2 －
2
3
,4
3
7
,6
4
3 －
6
7
の
4
，
6
8
の
1
0
2
転
廃
業
助
成
金
等
に
係
る
課
税
の
特
例
　
事
業
の
整
備
等
の
事
業
活
動
に
関
す
る
制
限
に
つ
き
，
法
令
の
制
定
等
が
あ
っ
た
こ
と
に
伴
い
，
そ
の
営
む
事
業
の
廃
止
又
は
転
換
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
る
法
人
が
，
転
廃
業
助
成
金
等
の
交
付
を
受
け
て
固
定
資
産
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
そ
の
取
得
等
に
充
て
た
金
額
の
範
囲
内
で
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課
税
の
繰
延
べ
が
で
き
る
。
な
し
1
3 －
1
3 －
5
5
1
,1
5
5 －
7 －
7 －
2
8
,2
3
9 －
3 －
3 －
2
7
, 0
5
2 －
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6
7
の
5
，
6
8
の
1
0
2
の
２
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
　
中
小
企
業
者
等
が
少
額
減
価
償
却
資
産
（
取
得
価
額
が
3
0
万
円
未
満
で
あ
る
も
の
）
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
は
，
取
得
価
額
の
全
額
に
つ
い
て
損
金
算
入
が
で
き
る
。
た
だ
し
，
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
3
0
0
万
円
を
超
え
る
と
き
は
，
そ
の
合
計
額
の
う
ち
3
0
0
万
円
に
達
す
る
ま
で
の
取
得
価
額
の
合
計
額
を
限
度
と
す
る
。
H
2
8
.3
.3
1
4
3
0
,8
1
6
2
2
2
4
3
0
,3
3
4
2
2
1
2
4
2
,0
2
3
,5
9
2
2
8
3
,4
7
6
4
5
9
,4
6
6
2
6
3
4
5
8
,9
1
9
2
6
2
2
6
0
,9
2
1
,6
6
9
3
6
4
,6
6
5
5
0
4
,2
7
2
2
9
6
5
0
3
,7
4
9
2
9
5
2
8
4
,6
9
5
,2
2
1
4
1
3
,7
0
4
6
7
の
6
，
6
8
の
1
0
3
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
に
係
る
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
　
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
の
額
に
つ
い
て
は
，
そ
の
全
額
を
配
当
等
の
額
と
し
て
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制
度
を
適
用
す
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
特
定
株
式
投
資
信
託
の
収
益
の
分
配
の
額
に
つ
い
て
，
そ
の
受
益
権
を
非
支
配
目
的
株
式
等
と
し
て
，
そ
の
収
益
の
分
配
の
額
の
2
0
％
を
益
金
不
算
入
と
す
る
措
置
と
し
た
な
し
8
,5
6
5
1
9
8
,5
4
2
1
9
5
6
,3
4
8
,7
6
0
9
3
6
,9
9
5
6
,7
9
4
1
5
6
,7
8
1
1
5
7
5
,5
7
4
,2
1
5
1
,6
1
7
,0
0
6
4
,0
3
7
1
1
4
,0
2
7
1
1
9
5
,9
1
7
,8
3
9
4
,3
4
7
,3
8
3
6
7
の
7
，
6
8
の
1
0
4
損
害
保
険
会
社
の
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
の
特
例
　
損
害
保
険
会
社
の
特
別
利
子
（
運
用
財
産
が
株
式
等
以
外
の
も
の
に
限
定
さ
れ
た
積
立
勘
定
の
利
子
）
は
，
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制
度
の
負
債
利
子
控
除
の
対
象
か
ら
除
外
す
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
廃
止
（
平
成
2
7
年
４
月
１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
分
の
法
人
税
に
つ
い
て
適
用
）
廃
止
（
2
7
改
正
）
1
2 －
1
2 －
1
0
0
,6
7
1
,5
9
9 －
1
3 １
1
3 1
9
2
,8
9
9
,6
3
3
1
,0
1
9
,6
8
0
1
3 －
1
3 －
1
2
3
,1
7
3
,2
1
5 －
6
7
の
1
4
特
定
目
的
会
社
に
係
る
課
税
の
特
例
　
特
定
目
的
会
社
の
う
ち
，
多
数
の
投
資
家
又
は
機
関
投
資
家
に
対
し
て
優
先
出
資
又
は
特
定
社
債
を
発
行
し
て
い
る
こ
と
，
優
先
出
資
及
び
基
準
特
定
出
資
の
国
内
募
集
割
合
が
5
0
％
超
で
あ
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
，
配
当
可
能
利
益
の
額
の
9
0
％
超
を
配
当
と
し
て
支
払
っ
て
い
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
，
そ
の
支
払
配
当
の
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
平
成
2
2
年
４
月
１
日
前
に
設
立
さ
れ
た
特
定
目
的
会
な
し
5
0
1 －
3
7
1 －
2
6
6
,0
1
5
,6
3
4 －
4
8
9 －
3
7
3 －
2
8
7
,0
2
0
,8
8
6 －
5
1
4 －
3
9
2 －
4
8
0
,5
8
5
,4
2
0 －
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社
の
う
ち
平
成
2
7
年
３
月
3
1
日
ま
で
に
業
務
開
始
届
出
の
な
い
も
の
に
対
し
て
，
平
成
2
7
年
４
月
１
日
以
後
終
了
事
業
年
度
に
つ
い
て
，
特
定
出
資
の
国
内
募
集
割
合
を
5
0
％
超
と
す
る
要
件
を
適
用
6
7
の
1
5
投
資
法
人
に
係
る
課
税
の
特
例
　
投
資
法
人
の
う
ち
，
多
数
の
投
資
家
又
は
機
関
投
資
家
が
出
資
し
て
い
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
，
配
当
可
能
利
益
の
額
の
9
0
％
超
を
配
当
等
の
額
と
し
て
支
払
っ
て
い
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
，
そ
の
支
払
配
当
等
の
額
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
【
平
成
2
7
年
度
改
正
】
　
支
払
配
当
等
の
額
が
配
当
可
能
利
益
の
額
の
9
0
％
超
と
す
る
要
件
の
配
当
可
能
利
益
の
額
か
ら
一
時
差
異
等
調
整
積
立
金
の
増
加
額
を
控
除
す
る
等
の
措
置
を
講
じ
た
な
し
（
特
例
特
定
資
産
の
取
得
期
限
H
2
9
.3
.3
1
）
7
6 －
4
1 －
1
9
6
,0
2
1
,9
9
5 －
9
0 －
4
9 －
2
5
4
,2
4
8
,5
8
5 －
1
0
7 －
5
6 －
3
1
6
,5
3
3
,9
2
0 －
6
8
の
3
の
2
特
定
目
的
信
託
に
係
る
受
託
法
人
の
課
税
の
特
例
　
特
定
目
的
信
託
の
う
ち
，
多
数
の
投
資
家
又
は
機
関
投
資
家
に
対
し
て
受
益
権
を
発
行
し
て
い
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
，
分
配
可
能
利
益
の
額
の
9
0
％
超
を
分
配
し
て
い
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
，
そ
の
利
益
の
分
配
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
6
8
の
3
の
3
特
定
投
資
信
託
に
係
る
受
託
法
人
の
課
税
の
特
例
　
特
定
投
資
信
託
の
う
ち
，
受
益
権
の
募
集
が
機
関
投
資
家
私
募
に
よ
り
行
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
，
分
配
可
能
収
益
の
額
の
9
0
％
超
を
分
配
し
て
い
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
，
そ
の
収
益
の
分
配
の
損
金
算
入
が
で
き
る
。
な
し
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
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Ⅸ　アメリカにおける租税誘因措置の論議と改革の実践
　　──サリー教授の「租税支出」論の画期的展開──
１　政府の政策目的達成の手段としての租税誘因措置
　政府の政策目的の実現のための手段としての租税誘因措置を導入し，経
済的・社会的問題の多くは所得税誘因措置（income tax incentives）によっ
て解決でき，あるいは，これらに部分的に対処できるという議論がなされ
ていることは，アメリカにおいても同様である。現に，連邦所得税には，
多くの租税誘因措置がみられ，内国歳入法（Internal Revenue Code）には，
このための「特別規定」（special provision）が設けられている。これらの規
定の幾つかは，特定の工業や事業活動，または金融取引を援助するために
設けられ，その他の規定は，慈善団体への寄付のように社会的に有益であ
ると思われる非事業活動を奨励するために設けられているとされている。
　しかし，租税誘因措置が，補助金，融資，利子補給，及び債務保証等の
ような政府の直接支出と同じ程度に経済政策や社会政策を実現する手段と
して有効であり，かつ，効果的であるかは，常に，大いに問題とされてき
ている。
２　スタンリー・S.サリー教授の「租税支出」論
　政策手段としての租税誘因措置については，「租税支出」（“tax 
expenditure”）という概念が与えられている。スタンリー・S.サリー教授
（Stanley S. Surrey）は，租税支出について，次のように論じている1）。
1）　Stanley S. Surrey, “Tax Incentives As A Device For Implementing Government 
Policy :  A Comparison With Direct Government Expenditures, Harvard Law 
Review, Vol. 83 No. 4, February 1970, p. 706.  田島裕訳「政府の政策目的の実
現のための手段としての租税誘因措置─政府の直接支出との比較─」現代租
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　「『租税支出』という言葉は，種々の社会的・経済的目的を達成するため
に連邦所得税制度を通じてなされる政府支出を示す連邦所得税の特別規定
を記述するために使用されてきた。これらの特別規定は，所得控除
（deductions），税額控除（credits），課税除外（exclusions），免除（exemptions），
繰延（deferrals），及び特恵的な税率（preferential rate）を規定するものであ
り，また，その性質上，政府の直接支出，または融資計画によって達成さ
れる目的と同じ目的に役立つものである。如何なる特定の機能領域におい
ても，政府は，直接支出，利子補給，直接連邦融資，及び連邦保険または
私的融資の保証を租税特別規定が達成しようとし，あるいは奨励しようと
している諸目的をなしとげる代替的手段として使用することができる。」
　問題は，ここでいう「特別規定」という語句の使用についてであり，ど
の租税規則が特別規定であって，それ故に租税支出であるのか，また，ど
の租税規則は，単なる租税規則（just tax rule）であるのか，の区別が重要
となる。
　この点については，財務長官に提出された1968会計年度報告書（the 
fiscal 1968 report to the Secretary of the Treasury）に含まれている租税支出の
記述と分析には，次のようなガイドラインが用いられた2）。
　① 　この分析は，所得税のタックス・ベースが，広く認められている所
得の定義（widely accepted definitions of income）及び企業会計の基準
（standards of business accounting）から，また，一般的に認められてい
る所得税の構造（generally accepted structure of an income tax）から逸脱
税法の諸問題『租税法研究』第１号，有斐閣，1973年，４頁。
2）　1968 Sec’y Treas. Ann. Rep. on The State of The Finance 326-30 :  Statement 
of Joseph W. Barr, Secretary of Treasury, in Hearings on the 1969 Economic 
Report of the President Before the Joint Economic Comm., 91st Cong., 1st Sess. 
8-44 (1969) (Containing a “Comparison of Budget Outlays and Tax 
Expenditures by Function Fiscal Year 1970”).
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している主要な点を示している。
　②　 法人は独立の実体をもち，その株主とは別個に所得税を支払わなけ
ればならない課税対象としている現行法のもとにおいて，前提となっ
ている考え方は，この分析にも採用されている。
３　サリー教授による租税誘因措置の批判的所論
　このアメリカにおける租税誘因措置につき，「租税支出」という新しい
概念を用いながら，政策目的の実現のための手段として，政府の直接支出
と租税誘因措置による政策減税である租税支出の方法の何れが有効である
かにつき検討と分析を試みたサリー教授は，租税誘因措置の問題性につ
き，徹底的な批判的所見を展開している3）。
3）　ハーバード大学ロー・スクールのスタンリー・S. サリー教授（Prof. 
Stanley S. Surrey）は，著名な租税法及び租税政策の専攻者であり，かつて
のシャウプ使節団のメンバーでもある。サリー教授は，ケネディー，ジョン
ソン両大統領のもとで，８年間にわたりアメリカ合衆国政府の租税政策担当
の財務次官として，租税政策の立案と執行に携わってきた。
　　 筆者は，かつて，中央大学の在外研究員として，欧米各国に派遣された在
外研究中（1967年４月から1968年７月）において，アメリカ合衆国における
租税立法及び税務行政上の諸問題につき，その実情を調査研究するととも
に，租税立法における重要問題である課税所得の算定ルールの策定，課税所
得概念の確立，租税立法の基本理念及びその運用，租税政策及びその政策効
果の測定等の諸問題をはじめ，立法及び行政上における税務会計問題の探求
をすることに特別の関心をよせながら調査研究をした。
　　 このため，ワシントン D. C.に滞在し，アメリカ合衆国の財務省（U. S. 
The Treasury Departmemt）及び内国歳入庁本庁（Federal Internal Revenue 
Service）の招待に応じ，1968年５月から６月の相当期間にわたり，租税当
局の多くの責任者，専門家と会談し，諸般の問題につき意見交換をするとと
もに情報資料の蒐集をした。
　　 この時，当時，Assistant Secretary for Tax Policy（租税政策担当の財務次
官）の現職にあったサリー教授とは，⑴ 租税立法の基本理念とその運用，
⑵ 租税立法における全体的公平性と個別的適応性との調和，⑶ 租税法規の
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　サリー教授は，まず，「租税誘因措置について主張されている利点」
（some asserted virtues of tax incentives）として，次の諸点を挙げているが，こ
れらは，すべて，「誤った主張」（Falsely Claimed）であるときめつけてい
る4）。
　① 　租税誘因措置は，プライベート・セクターの社会計画への参加を奨
励することになる。
　② 　租税誘因措置は，単純であり，かつ，政府の監督や煩雑な手続きが
はるかに少ない。
　③ 　租税誘因措置は，政府の集中的意思決定よりもむしろ私的意思決定
を推進する，
　さらに，「租税誘因措置について主張されるいくつかの欠陥」（some 
asserted defects of tax incentives）として，次の諸点を挙げている5）。
　① 　租税誘因措置の有無に拘らず，何れにせよ納税者が特定の活動を　　　　　
簡素平明化問題，⑷ 減価償却制度の改正及び投資税額控除制度の実施が米
国経済の成長発展に及ぼした効果，⑸ 租税特別措置の政策効果の測定と租
税公平性との調和，⑹ 当面の租税立法政策上の重要課題等の多くの問題に
つき討議をした。
　　 このサリー教授との意見交換は，同教授が学界から迎えられた政府高官と
して行政上の重要な地位にあったこともあり，豊富な行政上の実際的経験と
多くの資料に裏付けられながら，しかもアカデミックなセンスのもとに進め
られた有意義なものであった。
　　 私には，その時，サリー教授がアメリカ合衆国の租税立法及び行政の最高
責任者として，自分の国の経済の成長発展のために，租税政策を如何に機能
せしめるかということに情熱をもやすとともに，一方，議会やロビーの圧
力，その他多くのプレッシャーグループから提出される無軌道な政策減税や
租税特別措置の設定要求から，如何にして租税負担の公正性をはじめとする
租税の基本原理と，租税制度の尊厳性を護るかに苦心し尽瘁している姿が，
まことに印象的であった。
4）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 715-719.
5）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 719-726.
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するであろうという場合，それは納税者に思いがけない恩典を与え
る。
　② 　租税誘因措置は，不公平である。それは低額所得者に比べて高額所
得者により多くの利益を与える。所得が少ないとか，損失があると
か，非課税であるため租税制度の外にある者に対しては利益を与えな
い。
　③ 　租税誘因措置は，市場の選択を歪め，資源分配における非中立性を
惹起する。
　④ 　租税誘因措置は，タックス・ベースを狭め税収を減ずることによっ
て税率を高くする＊。
＊　この点について，「租税誘因措置に含まれる租税支出の正確な計算が連
邦予算においてなされないこと，及び多くの場合に租税統計資料の計算
が欠けていることとあいまって，多くの者にその分だけのドルが支出さ
れていることを忘れさせている。その結果，直接支出に対して向けられ
る批判──それは我々の税率を高くすること──は，租税誘因措置が問
題となる場合には，忘れられてしまっている」と指摘している6）。
　　まことに，租税誘因措置は，「タックス・ベースを狭める」（constricting 
the tax base）ことになる作用をもつものであり，課税所得を縮小化せし
める侵蝕化要因として現出し，課税所得概念を変貌させ変容せしめるこ
とになる。
　そして，サリー教授は，「直接支出よりも租税誘因措置を使用すること
によって失われるもの」（What is lost by using a tax incentive rather than a direct 
expenditure）として，次の点を挙げている7）。
　① 　租税誘因措置は，政府の計画の判断や執行を分裂させるため，議
会，行政府及び予算手続における判断を混乱させ複雑にする＊。
＊　この点について，サリー教授は，「われわれの現在の予算の過程は，現
6）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 725-726.
7）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 727-732.
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在，租税支出として支出されているものを認識せず，また，その金額を
算定しないことによって，その困難を著しく増大させているのである。
財務省が租税支出計画の分析をして「租税支出予算」（Tax Expenditure 
Budget）を公表した年である1968年まで，現在の租税誘因措置について
は計算は行われていなかった。必要な資料は，大衆には，利用できなか
ったし，また，政府内部でも知られていなかった。租税制度を通じて，
どれだけ支出されているか，あるいは，その目的は何のためかについて，
本当に知っている者は誰もいなかった」 8）と指摘している。
　　さらに，注目すべきことは，合同経済委員会の政府資金に関する小委
員会での経済分析と政治の効率に関する聴聞における租税支出予算につ
いて，サリー教授の次の証言である9）。
　　「租税上の規定は，一般にごく稀にしか再検討されることはなく，これ
に対し直接支出は，通常，毎年再検討を受けているから，租税誘因措置
は，「継続性」の利点（the advantage of “permanency”）という効益があ
る。また，ある計画を効果的なものにするためには，そのような継続性
が必要である，としばし述べられる。しかし，一般的に政府支出の定期
的審査が望ましいものであると考えられているなら，いかなる計画も特
別のやむを得ない理由がない限り，その審査を免れるべきではない。
……定期的に審査を免れることだけのために租税制度を利用しなければ
ならない必要性はない。」
　② 　租税誘因措置は，租税制度を改善するものではなく，むしろそれを
著しく害するものと思われる＊。
＊　この点については，「租税誘因措置は，何が補助金であり，何が本来の
構造であるかを識別することをますます困難にする。租税誘因措置が，
識別できない純所得の算定に直接の関係をもつ仕組みの中に入りこんで
いる場合には，──例えば，一定の減価償却（some degree of deprecia-
8）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 729-730. Note 34.
9）　Hearings on Economic Analysis and Efficiency in Government Before the 
Subcomm on Economy in Government of the Joint Economic Comm., 91st Cong., 
1st Sess. (1969) (Statement of Stanley S. Surrey on the Tax Expenditure 
Budget).
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tion）が適切であるか，固定資産に対する加速減価償却に含まれる補助金
（the subsidy involved in accelerated depreciation）のように──特に益々
困難になる」 10）と論じている。
　かようにして，「直接支出と租税支出との政府の二つの補助の方法」に
関する所見として，サリー教授は，次のように結論づけている11）。
　「いかなる特殊な情況の下においても，まず，最初に，種々な直接支出
の選択可能性の検討がなされるべきである。その選択可能性のあるものの
うち最も好ましいものが決定されたとき，同じ実体をもつ計画のために租
税誘因措置の方法を考えることがなお望まれる場合には，その租税手段を
使用することによってどのような明確な利点（what clear advantages）が得
られるかが問われなければならない。
　さらに，たとえ，いかにうまく組み立てられた誘因措置であれ，租税誘
因措置の使用に伴う損失を上廻るだけの明確，かつ，強力な利点が存在し
なければならないことを強調する。
　うまく組み立てられた誘因措置を作ること自体が，困難な問題である。
不公平な偶然の利益の問題は解決できると仮定しても，これまで述べてき
た欠点が残っている。すなわち，立法及び行政過程における混乱と権限の
分割，予算統制を維持することの困難，国家政策の優先順位を認識してそ
れに従うことの困難，及び租税構造それ自体に与える危害（dangers to the 
tax structure itself）である。」
　そして，この問題について，まことに傾聴に値する所見として，次のこ
とが強調されている12）。
　「われわれが現行の租税誘因措置は，多くの場合，直接に支出されるべ
10）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 731-732.
11）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 734.
12）　Stanley S. Surrey, op. cit., pp. 737-738.
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き資金の支出を行うものであると認識しはじめさえしたら，われわれは問
題の資金を──政府援助がなお望ましいと考えられる限りにおいて──租
税支出予算から通常予算に移行させるための立法技術及び行政技術を発展
させなければならない。」
　このような所見は，サリー教授が，アメリカにおける租税政策担当の最
高責任者であった経験を踏まえての所論であるだけに，まことに味わい深
いものがあり，この問題への貴重な指針を与えるものといわなければなら
ない。
Ⅹ　政策目的の実現手段としての租税誘因措置のあり方
　　──これまで行われてきた議論と多くの諸所見──
１　租税特別措置の本質的なあり方
　租税特別措置は，一定の政策目的を達成するための手段として租税の傾
斜的誘因効果を期待しようとするものであって，経済政策の一環としての
意義をもっている。
　しかしながら，その反面，このような租税特別措置は，租税負担の公平
の原則や租税の中立性を阻害し，所得税においては，総合累進構造を弱め
るとともに，納税モラルに影響を及ぼすなどの極めて大きなデメリットを
伴うものであるといわなければならない。
　かようにして，租税特別措置は，国家の経済政策的要請の見地から合理
的理由に基づき実施する場合においても，それが国民経済の発展に如何な
る貢献をなし，国民全体に如何なる効益をもたらしているかを十分に秤量
し検討の上，あくまでも特別的，限定的になされるべきである。
２　租税特別措置の整理縮小化へのこれまでの所論と動向
　租税特別措置のもたらす問題点については，古くから，かねがね国会に
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おいても問題とされ，幾多の論議がなされてきている。
　この点に関連して，例えば，「租税特別措置法の一部を改正する法律案」
を修正の上採決した1972年４月３日の衆議院大蔵委員会では，広告費課税
や社会保険診療報酬など５項目についての付帯決議をつけ，そのうち租税
特別措置については，次のように指摘している。
　① 　現行租税特別措置は，極めて複雑多岐にわたり，長期化，慢性化し
たものもあり，租税公平の観点からみて問題である。政府はこの際，
制度全般について根本的にあらい直しを行い，整理縮小に努めるべき
である。
　② 　期限の定めのない特別措置については，原則として，改廃する立場
で再検討し，特例的なものを除き，適正な期限を付するよう改正を図
るべきである。
　③ 　租税特別措置の減収見込額については，随時その実績の把握に努
め，その正確性の確保を図るべきである。
　しかし，このような国会決議は，前年度においても同趣旨のことが行わ
れている。すなわち，1971年３月24日に衆議院大蔵委員会では，所得税
法，法人税法，租税特別措置法の一部改正案を原案どおり採決するととも
に，自民，社会，公明，民社の４党で，広告に対する租税上の課税措置や
交際費課税の強化を検討すべきことを決議し，この中で租税特別措置につ
いては，次のように述べている。
　「租税特別措置は，常にその政策目的の合理性，政策手段としての有効
性などについて慎重な検討を行い，租税負担の公平の原則のバランスに配
意しつつ，その整備合理化を図るべきである。」
　国会もこのような決議をするからには，租税特別措置のもつ税制上の問
題性を自認しているものとみられるようである。しかしながら，同じよう
な決議を単に，毎年繰り返すだけでは問題は何ら解決されないものといわ
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なければならない。
　さらに，1977年の秋になされた政府税制調査会の「今後の税制のあり方
の答申」においても，「税負担の公平確保の必要性」を認識し，次のよう
に指摘している13）。
　① 　財政収支の不均衡を是正するには自然増収のみでは不足であり，ま
た，生活環境の整備や社会保障の充実という国民の要請にこたえるた
めには歳出規模の圧縮にも限界があると考えられる。そうであるとす
れば，わが国における租税及び社会保険料負担の水準が諸外国に比較
してかなり低いことをも考慮し，今後，社会保険料の負担水準の適正
化を図ることと並んで，税負担の引上げについて検討せざるを得ない
と考えられるが，国民に一般的な税負担の増加を求めるに際しては，
制度，執行の両面にわたり税負担の公平を確保することが強く要請さ
れる。
　② 　ところで，税制面における公平の確保の観点から，いわゆる不公平
税制の是正という場合，例えば，法人受取配当の益金不算入制度の廃
止や法人税に累進税率を導入することが不公平税制の是正の主眼であ
るとの主張が見受けられる等，論者によってその内容が区々であり，
往々にして議論の混乱が生じていると考えられるので，この際改めて
その概念を明確にしておくことが必要である。
　当調査会は，つとに昭和50年８月以降この問題を取り上げ，いわゆ
る租税特別措置及びこれまで不公平税制として批判の対象とされたこ
とのあるものすべてを包括的に取り上げたうえで十分に時間をかけて
検討した。その結果，これを
13）　政府税制調査会「今後の税制のあり方についての答申」（1977年11月４日
答申書）「第一　基本的考え方」。
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イ 　特定の政策目的に資するという租税政策上の配慮がなかったと
すれば，税負担の公平，その他の税制の基本的原則からは認め難
いと考えられる実質的な意味での特別措置（以下，便宜「政策税制」
という。）
ロ 　それ以外の制度（例えば，法人受取配当の益金不算入制度や，換地
処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例等特定の政策目的に資す
るというのでなく，法人税，所得税等の仕組みの問題として捉えるべき
もの）
とに区分整理して，昭和51年度の答申を行ったところである。当調査
会としては，今後とも，税制における不公平の是正を図るにあたって
は，この区分を基準として，政策税制の整理合理化を進めることが最
も妥当な方針であると考える。
　③ 　上述した意味での政策税制については，昭和51年度以降，準備金，
特別償却等についてかなり大幅な整理合理化が進められ，また，利
子・配当課税の特例について課税の強化が図られる等，その努力につ
いてはそれなりの評価を与えてよいと考えるが，当調査会が多年にわ
たり答申してきた社会保険診療報酬課税の特例の改善合理化について
は，いまだに具体的な措置が講じられていないにのは極めて遺憾であ
る。今後国民に一般的な税負担の増加を求めるにあたっては，本特例
について早急に具体的措置を講ずる等，政策税制の整理合理化を一層
強力に推進すべきである＊。
＊　そして，「租税特別設置」については，次のように答申している14）。
　①　一般的考え方
　　既に述べたとおり，税負担の引上げが必要とされる現在の状況の下
においては，税制面における不公平の是正を一層推進すべきである。
14）　政府税制調査会，前掲答申「第二　既存の税目及び新税についての検討」。
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　　ただし，東京都の新財源構想研究会の試算にみられるように，……
政策税制と法人税の基本的仕組みに係る問題等とを同一視して，これ
らをすべて企業優遇制度と考えることは適当ではなく，政策税制につ
いて，個々の措置の実態に即しつつ，その整理合理化を図るべきであ
る。
　②　社会保険診療報酬課税
　　社会保険診療報酬課税の特例は廃止すべきであり，少なくとも「昭
和50年度の税制改正に関する答申」において提案した具体的な改善案
を早急に実施すべきである。
　③　利子・配当所得課税
　　利子・配当課税については，昭和52年度改正において昭和55年末ま
での間における課税強化が実施されたところであるが，この期間にお
いて，利子・配当所得に対する総合課税を実現するための方策につい
て，具体的，専門的な検討を一層推進することが必要であると考える。
　　なお，所得税において源泉分離課税を選択した利子所得等に対して
は住民税が課税されていないが，これは，基本的には総合課税に移行
することにより解決されるべき問題であると考える。ただ，総合課税
に移行するまでの間は，源泉分離選択課税に係る所得税額の一定部分
を住民税相当分として地方団体に配分する措置を講ずべきであるとの
意見もあった。
　④　有価証券譲渡所得課税
　　有価証券譲渡益についても総合課税の対象とすることが望ましいが，
有価証券取引を把握する体制が十分整備されないまま総合課税に移行
する場合には，新しい不公平を招くおそれがあるので，段階的に課税
の強化を図っていくのが適当である。
　⑤　準備金，特別償却等
　　各種の準備金，特別償却等については，その政策目的と税制の基本
的原則との調和を図るに際し，従来以上に課税の公平を重視しつつ，
個々の措置の実態に即して，今後とも一層その整理合理化に努めるべ
きである。
３　租税特別措置の整理・合理化問題についての近時の所論と動向
　2001年度税制改正においては，近年の税制改正において法人課税の実効
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税率が国際水準並みに引き下げられたこと等を踏まえ，企業関係租税特別
措置について，その整理合理化など所要の措置が講じられたとされてい
る。
　租税特別措置に係る考え方については，1996年11月に政府税制調査会法
人課税小委員会が提出した「法人課税小委員会報告」のほか，政府税制調
査会「わが国の税制の現状と課題─21世紀に向けた国民の参加と選択─」
（2000年７月），同「平成13年度の税制改正に関する答申」（2000年12月）に
も示されている。
　⑴　政府税制調査会の「中期答申」での表明
　政府税制調査は，「わが国の税制の現状と課題─21世紀に向けた国民の
参加と選択」と題する，いわゆる「中期答申」において，「租税特別措置
の整理・合理化」につき，次のように述べている15）。
　「当調査会は，累次の答申により，租税特別措置の整理・合理化の必要
性を指摘しており，各年度の税制改正においても整理 ･合理化が進められ
てきています。
　租税特別措置は，特定の政策目的を実現するための政策手段の一つでは
ありますが，税負担の公平・中立・簡素という税制の基本理念の例外措置
として設けられているものです。
　個人・企業の自由な経済活動を尊重し，それらの経済活動に中立的な税
制とすることが求められる21世紀の経済社会の中で，特定の政策目的のた
めに税制上の優遇措置という手段を用いることは極力回避されるべきであ
り，また，税制によって経済社会を誘導しようとすることにはおのずと限
15）　政府税制調査会「わが国の税制の現状と課題─21世紀に向けた国民の参加
と選択─」（2000年７月），「第二．個別税目の現状と課題，二．法人課税，
１．法人税，⑷ 税率と課税ベースの適正化，③ 租税特別措置の整理 ･合理
化」。
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界があることを十分認識する必要があります。租税特別措置は，特定の企
業の税負担を軽減するものであることから，政策目的自体に国民の理解が
得られるか，政策目的達成のための手段として税制が適当か，といった視
点を踏まえて，そもそも税制の基本理念の例外措置として値するものか十
分検討しなければなりません。
　この他，利用実態が特定の者に偏っていないか，利用実態が低調となっ
ていないか，創設後長期間にわたっていないか，といった視点を含め，今
後も十分に吟味を行い，徹底した，整理・合理化を進めなければなりませ
ん。」
　⑵　政府税制調査会の「平成13年度の税制改正に関する答申」での表明
　政府税制調査会は「平成13年度の税制改正に関する答申」において ,
「租税特別措置の整理・合理化」問題につき，次のように述べている16）。
　「租税特別措置・非課税等特別措置については，基本的に特定の者の税
負担を軽減することにより，特定の政策目的を実現するための政策手段の
一つですが，累次の答申でも指摘しているように，公平・中立・簡素とい
う原則に対する例外措置です。
　このため，そもそもの特定の政策目的自体に国民的合意があるのか，政
策手段として税制を用いることが適当かなどについて，十分に吟味してい
くことが必要です。加えて，創設後長期間にわたっていないか，利用の実
態が低調になっていないかといった観点から不断の見直しも必要です。特
に，景気対策として講じられた措置については，経済情勢の変化に応じた
見直しが肝要です。
　以上のような観点を踏まえ，租税特別措置等については，引き続き徹底
した整理・合理化を進めていくことが必要と考えます。」
16）　政府税制調査会「平成13年度の税制改正に関する答申」（2000年12月），
「二．平成13年度税制改正，７．租税特別措置の整理・合理化」。
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　⑶　2001年度の改正による企業関係租税特別措置の整理合理化
　2001年度における企業関係租税特別措置の税制改正にあたっては，個々
の特別措置について，その政策目的・効果等を洗い直し，整理合理化が行
われた。
　具体的な整理合理化の状況は，次のようである。
　① 　項目数でみれば，廃止されたものが２項目，縮減・合理化されたも
のが32項目であり，総数は78項目と改正前から２項目減少している＊。
　② 　内容的には，特定電気通信設備等の特別償却や医療用機器等の特別
償却の拡充等，社会経済情勢の変化への対応のための措置が講じられ
る一方，中小企業等基盤強化税制について，卸売業または小売業を営
む大規模法人を適用対象から除外する等，既存の諸措置について見直
しが行われた。
＊　2001年度税制改正における廃止項目は，僅かに，産炭地域における工
業用機械等の特別償却と計画造林準備金の２項目だけにとどまっている。
　⑷　2001年度の改正による企業関係租税特別措置の拡大と延長
　2001年度改正においては，現下の厳しい経済情勢に対応し，緊急経済対
策の一環として中小企業の投資を促進するための税制上の措置が引き続き
講じられた。具体的には，中小企業が機械装置や一定の器具備品等を取得
した場合に，30％の特別償却または７％の税額控除を認める「中小企業投
資促進税制」について，さらに，2001年度末まで措置を継続するととも
に，「中小企業技術基盤強化税制」について，10％の税額控除を認める特
別措置につき，さらに，１年間措置を継続すること（適用期限は２年間延長）
とされた。
　さらに，2001年度の改正においては，法人税法本法関係の改正と併せ，
合併・分割等の企業の組織再編成に対応するための各種特別措置の整備等
が行われている＊。
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＊　「日本新生のための経済発展政策」（2000年10月）においては，税制に
つき，次のように表明している17）。
　　「税制については，平成13年度改正において，現下の経済情勢等を踏ま
え，企業の組織再編成に係わる税制，国民生活に資する税制等，真に有
効かつ適切な措置について，検討を行い，結論を得る。
　　また，株式譲渡益課税について，これまでの経緯を踏まえ，株式市場
の役割や株式市場への影響，一般投資家の参加，公平な課税の見地から，
検討し，年度改正の中で早急に結論を得る。」
４　安倍政権による法人税改革のもとでの政府税制調査会による所見
　安倍政権による法人税改革は，「成長志向の法人課税」とか「法人税の
構造の改革」と称して，大企業が税金を払わない税制の構築を目指してい
るが，そのような「アベノミクス税制」のもとにおいて政府税制調査会の
姿勢にもこれまでにない変化がみられる。
　⑴　法人課税の改革の基調についての所見
　法人課税改革について政府税制調査会の意見（「法人税の改革について
（案）」税制調査会，平成26年６月25日）によれば，その趣旨は，以下のよ
うに説明されている18）。
　「グローバル経済の中で，日本が強い競争力を持って成長していくため
には，法人税もまた成長志向型の構造に改革していく必要がある。」とし，
改革の主な目的は，次の二つであるとしている。
　① 　第１は，立地競争力を高めるとともに，わが国企業の競争力を強化
するために税率を引き下げることである。
17）　「日本新生のための新発展政策」（2000年10月）「第２部．具体的政策，Ⅲ．
その他，１．税制」。
18）　政府税制調査会「法人税改革について（案）」（平成26年６月25日）「１．
法人税改革の趣旨」。
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　②　第２は，法人税の負担構造を改革することである。
　ここで注目を要するのは，「法人税の負担構造を改革する」としてい
る点であるが，このことにつき政府税制調査会は，次のように説明して
いる。
　「課税ベースを拡大し，税率を引き下げることで，法人課税を“広く
薄く”負担を求める構造にすることにより，利益を上げている企業の再
投資余力を増大させるとともに，収益力改善に向けた企業の取り組みを
後押しするという成長志向の構造に変革していくことである。こうした
構造改革は，一部の企業だけではなく，広く税率引き下げの効果が及ぶ
ことから，新しい産業や新規開業が行われやすい環境を作ることにもな
る。」
　このような意見の意図することを関係者の所見等を参考に整理すれ
ば，次のようなことが挙げられる。
　① 　日本の税制全体の構造を，法人税減税とうまく見合うように調和を
図っていき，向かうべき方向を改めていくべきではないか。
　② 　わが国がグローバル化の中において法人課税の依存から脱却する方
向性と，もっと整合的に議論を進めたほうがよいのではないか。
　③ 　法人税とは違う税で，きちんと税収が確保できるようにすべきであ
り，景気に対し不安定な税収であり，地域的な偏在も大きいような法
人課税に，引き続きわが国が依存し続けることは財政健全化もままな
らないのではないか。
　④ 　成長志向の法人税に変えるには，法人税の枠内においては“広く薄
く”の負担構造に変えていく必要がある。全体の負担構造でみると，
法人課税から個人課税，資産課税へとシフトしていく必要がある。
　⑤ 　国際競争を行っている競争力の高い大企業の法人税負担を軽減し
て，国際競争力を高めるという観点に立って改革を進めることが，今
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回の改革の趣旨に合致するのではないか。
　要するに，「法人税の負担構造の改革」とか，「成長志向の構造に改革」
などと，もっともらしい表現をしているが，グローバル企業の税負担をで
きるだけ軽くしたいということである。つまり，グローバルに稼ぎまわる
巨大企業が，できるだけ税金を払わない税制を構築するのだということに
すぎないのである。
　安倍首相からの至上命令である法人税率の引き下げの理屈づけの論理形
成だけを請け負わされた政府税制調査会が，法人減税のための代替財源探
しに行き詰まり，苦しまぎれに案出した御用学者集団と経済界の代表が結
託して捏造を試みた「政治権力追随型」で，政権従属偏向スタイルの便宜
的な堕落した奇怪な所論であるとみざるを得ない。
　⑵　租税特別措置の改革の方向性についての所見
　最も最新における租税特別措置の改革に関する所見は，次のようであ
る19）。
　政策税制については，経済社会環境の変化に応じて必要性と効果を検証
し，真に必要なものに限定する必要がある。特に特定の産業が集中的に支
援を受ける優遇措置は，可能な限り廃止・縮減し，既存産業への政策支援
の偏りを是正することで，新産業が興りやすい環境を整備していく必要が
ある。
　見直しに当たっては，国際的なイコールフッティングの観点が重要であ
るという意見があったが，税率を引き下げるのであれば例外措置は思い切
って見直すべきとの意見が多かった。
　具体的には，以下の基準に沿って，ゼロベースでの見直しを行うことと
する。その際，租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律に基づく
19）　政府税制調査会「法人税改革について（案）」（平成26年６月25日），「２．
具体的な改革事項，⑴ 租税特別措置の見直し」。
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適用実態調査の結果などを踏まえる。
基準１：期限の定めのある政策税制は，原則，期限到来時に廃止する
　延長が繰り返されて期限が有名無実化すれば政策手段としての効用が
損なわれ，さらに税負担の歪みも固定化するおそれがある。
基準２： 期限の定めのない政策税制は，期限を設定するとともに，対象の
重点化などの見直しを行う
　政策手段としての効果を最大限に発揮させるとともに，定期的に検証
を行う。
基準３： 利用事態が特定の企業に集中している政策税制や，適用者数が極
端に少ない政策税制は，廃止を含めた抜本的な見直しを行う
　例えば，不特定多数の適用を想定しながら，上位10社の適用が８割超
の場合や適用が10件未満の場合は，必要性や効果の検証を徹底する。
　最大の政策税制であり，かつ重要度の高い研究開発税制については，次
の観点から見直すべきである。総額型は，平成15年度税制改正において，
税率引下げが見送られる中，政策の重点分野への集中投入を図る観点か
ら，研究開発税制を大幅に拡充するものとして導入された経緯や，税額控
除が結果的に補助金と同じ効果を持つことを踏まえ，税率引下げに対応し
て大胆に縮減し，研究開発投資の増加インセンティブとなるような仕組み
に転換していくべきである。また，対象となる試験研究費について，人件
費，減価償却費や外部委託費などの算入を制限している諸外国の例も参考
としつつ，対象の重点化を図るべきである。
（注）　研究開発費の内訳：人件費36％，原材料費15％，外部委託費14％，減
価償却費６％。
　また，平成25 ･ 26年度税制改正では，企業の研究開発投資，整備投資及
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び賃上げを促すために，税制上の対応を行った。これらの政策税制はアベ
ノミクスの推進のために導入したものであり，その政策効果やデフレから
の脱却状況を見つつ，「集中投資促進期間」との整合性を踏まえて考える
必要がある。
　租税特別措置のあり方からする整理縮小のための所見としては当然のこ
とではあるが適切な所見と思われる。問題はこれがあくまで建前論だけに
止まり，政府与党からは完全に無視されてしまっていることである。
　政府税制調査会の所見が，与党の税制調査会において軽視されてきたこ
とは，これまでの永い経験で明らかなことではあるが，安倍政権による官
邸主導型の税制改正の強行により，その専横振りには目に余るものがある
といえる。
　税制改正をめぐる理想と現実のギャップは，理念を重視する政府税制調
査会と，現実を重視する与党税制調査会との間にみられてきたのである
が，党の税制調査会による税制改革案の決定権を奪った形にまでなってい
る官邸主導型による「アベノミクス税制」の推進は，まことに異常な現象
であり，税制の歪みを益々増大化させている。
Ⅺ　結言──租税特別措置の抜本的改革への基本的提言
　　──弱肉強食型の「アベノミクス税制」の追放──
１　強者である優良大企業の減税をし弱者である庶民に苛酷な消費税を
増税する「弱肉強食型」の税制の進行
　安倍政権による税財政策の基調は，成長につながる法人課税の構造改革
であり，稼ぐ力のある企業の税負担を軽減することで，企業の収益力の改
善に向けた取り組みをし新たな技術の開発や新産業などへの挑戦がより積
極的になり，それが成長につながるような改革を行うことであるとしてい
る。要するに，儲かっている大企業からは，できるだけ税金をとらない体
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制，つまり「巨大企業が税金を払わない税制」を構築し，成長戦略の原動
力としようとしている。
　このため巨額の財政赤字を抱えながら，空前の利益をあげ実効税負担が
著しく低く，あまり多くの税金を払っていない大企業の減税をするため
に，連続的に法人課税の法定税率を財源の裏づけのないまま引き下げを続
ける「一般減税」を繰り返し行ってきている。
　その一方で，経済政策・社会政策その他の政策目的の達成の手段とし
て，租税負担の公平という大原則の例外措置としての「傾斜減税」である
租税特別措置による政策減税をも増設し，特定の業種や特定の企業に偏在
的に集中し，税制上の不公正による欠陥を拡大する大企業優遇税制を膨大
化させている。
　デフレからの脱却を実現するために，設備投資，研究開発，賃上げを促
すための政策税制を創設・拡充しているのである。
　しかし，大企業の減税は，これまで数次にわたり行われ，結果的には大
きな減税をして支援を重ねてきたが，経済再生への貢献が明らかでないこ
とは現実が証明している。
　さらに，重大なことは，税の基本理念である租税負担公平の原理を著し
く破壊しながら増設され拡充された租税特別措置による政策減税も，その
国民経済的効果については判然とした評定もなされず，その効果と必要性
の論証も認識できていない。
　にも拘らず，これまで詳細に分析し検証してきたように，政策減税によ
る財源消失である減税相当額は，2012年度が１兆3,218億円であったもの
が，2013年度には１兆8,867億円に，最新調査年度の2014年度では２兆
6,745億円というように急増している。整理縮減を唱えながら実際は，こ
れとは裏腹に逆転して増大化しているのである。
　この結果，企業所得課税の空洞化による財源喪失の「ツケ」逆進性の強
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い悪税である消費税の増税に回している。
　幻想である経済成長への夢をたくして強者である巨大企業に寛大で甘
く，その反動として弱者である庶民に厳しく辛い無慈悲な「弱肉強食型」
の税制が「アベノミクス税制」の特徴である。
２　大企業には税率引き下げによる「一般減税」と租税特別措置による
政策減税の導入による「傾斜減税」の二重構成による優遇措置
　財政赤字の累積により1,000兆円をはるかに超える巨額な政府債務を抱
えながら，しかも社会福祉による歳出需要は急速に増加するなかで，先行
的な企業減税の財源補塡を一般国民に対する生活税であり大衆課税である
不公正な消費税の累次にわたる増税により賄ってきているのである。
　問題は租税負担能力の大きい巨大企業が国を棄てて，自分の国である日
本という国に税金を払わないで強欲に「税引後の利益の極大化」の経営戦
略を展開している。これらの企業の稼ぎは日本の経済にも財政にも寄与し
ていないし，国民の平安な生活のために役立っていないのである。にも拘
らず安倍政権はこれらの企業の税金を一段と軽減してきているのである。
しかも，その軽減手段が税率の引き下げによる「一般減税」と，租税特別
措置による政策減税である「傾斜減税」という二重の構造により企業優遇
税制を拡大していることである。
　租税特別措置による政策減税が，かくも膨大化したことは，かつて限ら
れた財源により効果的な法人課税の減税を実施しようとする場合，一般的
に税率を引き下げる「一般減税」によるか，それとも，特定の業種や産
業，企業行動に焦点をあてて限定的に集中してインセンティブを促すこと
を目指す租税特別措置によるかの選択をしたことがある。その際，経済界
からの意向をも反映して個別的な政策減税である「傾斜減税」の途を選択
したことによる。
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　ところがその後，税制のグローバル化での進展で「税の競争」における
「法人課税の税率引き下げ競争」にまき込まれ，税制改正は専ら法人課税
の税率の引き下げにシフトしてきた。
　税制改革のあり方としては，法人課税の減税方式において，世界の潮流
にも従い，法人課税の税率の引き下げによるべきことが決定的になってい
るのである。したがって，法人課税が税率の引き下げにシフトする以上，
政策減税である租税特別措置は政府税制調査会はもとより，与党の税制調
査会もが建前として提起しているように，まさに，廃止を含めて徹底的に
整理縮減化すべきが当然である。
　しかるに甚だ問題なのは，本稿で詳述してきた租税特別措置による政策
減税は，整理縮減どころか，安倍政権による税制改正により急増し，倍増
しているのである。
　すべからく，所見の如く，速やかに実効性ある整理縮減の徹底化が強く
求められる。
３　タックス・ヘイブンを利用しての多国籍企業や富裕者に適正な課税
をし税の公正化と格差是正を断行が急務
　闇の社会を暴いた「パナマ文書」の暴露により明らかになったように，
巨大な多国籍企業や超富裕層がグローバル経済の見えざる中核のメカニズ
ムであるタックス・ヘイブンを悪用した課税逃れが世界的スケールで行わ
れており，巨額な国の富が海外に逃げている。
　多国籍企業・銀行や富裕層が一斉に政府首脳・高官までが，巨大な租税
回避のネットワークを構成し，国民に負担を強いる一方で，自ら租税負担
の公平性を破壊してきた裏の姿がさらけ出された。タックス・ヘイブンを
媒体として多国籍企業や富裕者に集中した富が，公正な課税を免れること
で世界各国の「税源浸蝕」が深刻化し，その「ツケ」が中小企業や一般国
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民への税負担の転嫁，社会保障や教育支出や幼児保育支出などの削減，そ
して財政危機の深刻化が進み，貧困と格差を拡大化させている。
　日本の大企業が税金が全くないか，著しく安く，しかも税務情報が秘匿
され不透明化されているタックス・ヘイブンにペーパーカンパニーである
子会社を作りトランスファープライシング（移転価格操作）やインバージ
ョンを利用して複雑なタックス・プランニングを展開して税負担を軽減
し，時には回避している事実が多いことは否定し難い事実である。にも拘
らず，政府の対応が必ずしも積極的でなく有効な措置が講じられていな
い。
　公開された「パナマ文書」のデータによれば，約400社の日本企業や個
人の利用が明らかになっている。多くの企業や富裕者がタックス・ヘイブ
ンを活用して日本国内の所得や資産を海外に移転することで課税を免れて
いる。税の公正化とともに財源がないなどという前に，これらに適正な課
税をし財源を確保する政府の姿勢が問われている。
　国や地方の提供する公共サービスを利用しながらタックス・ヘイブンに
巨額の所得や資産を移転し隠匿することは，租税回避や脱税に悪用される
ことはもとよりであるが，そればかりでなく一国の国民経済内の経済循環
を破壊し，経済格差を拡大し，グローバル化の利益の配分を著しく歪め，
世界経済に混乱を誘発している。
４　政策目的の実現手段としての租税誘因措置である租税特別措置の抜
本的改革への基本的提言
　まことに，租税特別措置は，一定の政策目的を達成するための手段とし
て租税の傾斜的誘因効果を期待しようとするものであって，公共政策への
配慮のために経済政策の一環としての意義をもっている。しかし，その反
面，このような租税特別措置は，租税負担の公平の原則や租税の中立性を
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阻害し，総合累進構造を弱めたり，納税モラルに影響を及ぼすなどの極め
て大きなデメリットを伴うものであり，反社会性が大きく，社会的不公正
に転化する危険があるといわなければならない。
　そこで，租税特別措置は，国家の経済政策的要請の見地から合理的理由
に基づき実施する場合も，それが国民経済の発展に如何なる貢献をなし，
国民全体に如何なる効益をもたらしているかを十分に秤量し，検討の上，
あくまでも特別的，限定的になされるべき性質のものである。
　公共政策目的のための実現手段の行使は，原則として，社会公共的見地
から明確なる必要性が認められるものに限り，しかも，政府の直接の財政
支出による補助金，融資，利子補給等を手段とすべきであり，政策効果や
受益状況が，不明確になりやすい租税誘因措置は基本的に採用しないもの
とする。
　したがって，租税誘因措置による政策税制は，極力縮減整理し，個々の
政策上の理由や効果を点検するとともに，租税公平性と負担能力性に重点
を置きながら租税原理との調整を図り，租税誘因措置を手段とすること
が，特に，経済全体に極めて明確なる効益をもたらすことが十分に論証さ
れうるものに限定することとし，差別的な優遇措置を徹底的に洗い直し，
全般的な見直しを断行することが緊要である。
　ここにおいて，政策目的の実現手段としての租税誘因措置である租税特
別措置の基本的なあり方については，次のことを提言し強調したい。
⑴　公共政策への配慮のために，政府によってとられる経済政策，社会
政策など諸般の政策的措置は，その政策目的に即し社会公共性を重視
しながら，受益対象の明確化と受益者側の社会的責任についての認識
の昂揚，政策効果の測定の簡明化等の見地から，これを必要とする場
合には，その社会経済的な効率的支出を前提として，まず，第一義的
には，政府の通常予算として扱われる補助金，融資，利子補給等を手
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段とする直接支出を原則とすべきであり，基本的には，租税特別措置
を利用すべきではないこと。
⑵　租税誘因措置は，租税負担の公平性を犠牲にしても，なおはるかに
国民経済的効益が大きいことが明確である場合で，しかも，補助金な
ど直接支出によるよりも，租税誘因措置によることにより，その政策
効果が大きいことが積極的に，しかも明確に立証される場合に限り，
初めて，限定的・特例的にその採用を検討すること。
　　この場合においても，① 直接の政策目的の合理性の判定，② 政策
手段としての有効性の判定，③ 附随して生ずる弊害と特別措置の効
果との比較衡量を，従来以上に租税負担の公平性，租税負担能力性，
その他の税制上の基本的原則を重視しながら十分に吟味する。
⑶　国家予算による政府の直接支出は，通常，毎年度ごとに所定の予算
編成手続を経て国会の議決と承認により定期的審査を受けている。租
税誘因措置も，実質的には，政府の直接支出と同じであるから，所定
の定期審査を免れる理由はない。
　　このため財政支出の明確性の要請を実質的に達成する見地から，こ
れにより喪失した租税歳入減少額を政策目的別，種類別にその設定時
である予算編成時には，「租税特別措置予算」，決算時には，「租税特
別措置決算」として国会に提出し，その承認を受けるとともに，これ
を広く国民に公表すべきである。
⑷　租税誘因措置は，全て期限を限定的に定め，原則として１年限りと
し，毎年の政府の歳出予算についての国会審議と同様に，その設定，
及び継続の当否につき厳格なる吟味をなす「定期審査システム」の採
用を前提とすべきである。
⑸　この租税特別措置による租税上の効益は，他の一般納税者の租税負
担の相対的増加の犠牲のもとに付与されるものであり，それは，実質
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的に国庫補助金と同様であるから，その租税上の特別受益額（減免
額・課税延期額）を租税についての，いわゆる「社会公共的情報」と
して，その性格別，種類別はもとより，さらに，個別納税者別に公表
し，広報せしめるための「租税減免の公示制度」を設け，これを社会
一般に公表明示せしめて国民的監視をなさしめるべきである。
⑹　特に，一定額以上の減免（ないし課税延期）を享受している企業・納
税者には，会計検査院の監査に準じた公共監査を実施するとともに，
必要に応じては，企業の利益処分（役員賞与・株主配当などの支出）に
ついても一定の制限を設ける等の措置を実施することをその特例適用
の条件とすべきである。

